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エッセイ

新しい酒は新しい革袋に
鷺谷　威

　さる 2025 年 9 月 26 日，地震調査研究推進本部は南海トラフ地震の長期

評価の一部改訂を公表した．従来使用されてきた時間予測モデルに代わ

り，データの不確かさを考慮したすべり量依存BPTモデルが採用される

とともに，南海トラフ以外の地震に対して適用されているBPTモデルを

用いた評価も併せて行われ，今後 30年間の地震発生確率が，それぞれ 60～

90%以上および 20～50%と評価された．2つのモデルに基づく確率が大

きく離れた値で提示されたが，両者の優劣は付け難いとされたことで，世

間一般には難解と受け取られたようである．しかし，私は地震学の知見や

限界をより正直に反映した結果であり，一歩前進したと評価している．

　学生だった 40 年前頃，時間予測モデル，地震空白域，沈み込み帯の進

化で大地震発生を説明するモデルなど，複雑な観測事実を簡明に解釈するモデルに感銘を受けた．

事の本質を見抜いて単純化する地球物理学のアプローチは魅力的であった．その後の観測技術の進

歩により学生時代には想像できなかった大量かつ精密なデータが得られるようになったが，その結

果分かったのは，地球の変動や地震が従来考えられていたよりもはるかに複雑で不均質な構造の影

響を強く受けており，将来予測が非常に難しい，という現実であった．このように説明すると科学

が後退したように聞こえるかもしれないが，研究対象の複雑さを知って古典的なモデルの限界を把

握することもまた重要な科学的進歩であると強調しておきたい．一般には，科学の進歩によって将

来の予測精度が年々高まるものと期待されるが，古い考えに基づいた一見すると高精度の予測は，

その仮定に根本的な誤りを含む危険を孕んでいる．その現実を目の当たりにしたのが 2011 年の東

日本大震災であった．

　日本地震学会は，2012 年に「日本地震学会の改革へ向けて：行動計画 2012」を発表し，「社会に

対して，"等身大"の地震学の現状を伝えていくべき」と提言した．今回の南海トラフ地震の長期

評価見直しは，こうした提言がようやく 1つの形になったと言うこともできよう．時間予測モデル

は，地震に対するわれわれの理解が進展する上での 1つの重要なステップであり，その学術的価値

は今でも失われてはいない．しかし，「新しい酒は新しい革袋に」という言葉にあるように，古い

考えに拘泥することなく，新しいデータに相応しい新しいモデルを構築し，地球や地震の真理を追

求していくことが求められている．

［さぎや　たけし］
現職　名古屋大学減災
連携研究センター教
授・センター長．日本
測地学会会長．博士
（理学）
略歴　東京大学理学部
卒業．同 大学院理学
研究科修士課程修了．
同 博士課程中退．国
土地理院，名古屋大学
大学院環境学研究科助
教授，同 准教授，同 
教授を経て現職
著書　図説地球科学の
事典（朝倉書店，分担
執筆）など
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1． は じ め に

　能登半島では，2007 年に西岸でモーメントマ
グニチュード（Mw）6.7 の地震が発生したのち，
2020 年 11 月より群発地震が発生していた．2023
年 5 月には Mw 6.2 の地震が発生した．地震活動
や地殻変動観測から，一連の群発地震の発生には
地下の流体の存在が大きな役割を発生しているこ
とが示唆される（たとえば Nishimura et al., 2023; 
Kato, 2024）．岩森・中村（2024）は，中部日本
での太平洋プレートとフィリピン海プレートの二
重の沈み込みを考慮したマントル対流シミュレー
ションに基づき，沈み込んだ太平洋プレート由来
の流体が能登半島直下で上昇している可能性を示
した．このことから，能登半島で発生していた群
発地震が地下の流体により駆動されているという
仮説は蓋然性があると考えらえる．
　一般的に，群発地震の発生には地下のマグマや
熱水の存在が関わっているとされるが，そのよう
な地域では，地下構造の不均質性によって大地震
が発生しにくい環境にあると考えられる．実際，
2024 年 1 月 1 日に発生した能登半島地震（Mw 7.5: 
以下単に能登半島地震と記されているのは 2024
年能登半島地震のことを指す）は，群発地震域で
発生する地震としては例外的に大きい．そのた
め，この地震の震源過程を明らかにすることは，
地震発生メカニズムに示唆を与えるものと考えら
れる．このような動機から，能登半島地震の震源
過程についてはこれまでにさまざまな研究が行わ
れてきた．本稿では著者が関わった研究（Ma et 
al., 2024; Xu et al., 2024; Huang et al., 2025）を中
心に能登半島地震の震源過程について概観し，一
般的に大地震が発生しにくい環境でこのような大
地震が発生した原因について考察する．

　2 章および 3 章では，震源過程を推定するのに
用いた地殻変動および地震波データについて述
べ，これらのデータから明らかにされたことにつ
いても述べる．4 章では求められた震源過程の解
釈を与える．最後に 5 章で，能登半島地震の震源
過程をより深く理解するための提案を行う．

2． 地殻変動観測

　本稿では主に合成開口レーダー（Synthetic 
Aperture Radar; SAR）と全地球衛星測位システ
ム（Global Navigation Satellite System; GNSS）
を用いて地震による永久変位を観測し，断層すべ
りの空間分布を求めている．本章ではそれぞれの
観測の詳細について述べて，これらのデータから
求められる断層すべりの空間分布について議論す
る．
2．1　SAR
　能登半島は植生が豊かな地域が多いため，
Sentinel-1, TerraSAR-X, COSMO-SkyMed といっ
た短波長のマイクロ波を照射する SAR 衛星を用
いると，地殻変動を抽出できる範囲が限定され
る．そのため，Ma et al.（2024）は，より超波長
なマイクロ波を照射する ALOS-2 衛星を主に用
いて能登半島地震によって生じた地表変動を観測
した．ALOS-2 衛星からは地震直後の 2024 年 1
月 1 日および 1 月 2 日に観測を行ったため，余効
変動をほとんど含まない変動場を抽出することが
できた．
　SAR 干渉解析ではある地点の視線方向の変位
を，2 回の観測から得られる衛星と地上の反射地
点間の距離の差をマイクロ波の位相差として計測
する．このため，計測には半波長（ALOS-2 衛星
の場合約 118 mm）の整数倍の不確定性がある．
視線方向変位の絶対値を求めるためには，変位の

2024年能登半島地震（Mw 7.5）の震源過程

青木陽介
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空間的な連続性を仮定してこの不確定性を解く必
要があるが，変位，すなわち位相差の空間勾配が
大きすぎると不確定性を解くことができない．能
登半島地震による変位は能登半島北岸部において
空間勾配が大きく，視線方向変位の絶対値を能登
半島全域において求めることが困難であった．そ
こで Ma et al.（2024）は，ピクセルオフセット
法という，SAR データの位相情報ではなく振幅
情報を用いて地表変動を計測する手法を導入し，
能登半島による変位を計測した．ピクセルオフ
セット法は衛星から地表への視線方向だけでなく
衛星の進行方向（北北西もしくは南南西）の変位
方向も計測できるため，昇交（北行）軌道と降交

（南行）軌道からの計測を組み合わせることに
よって地表変位の東西・南北・上下すべての成分

を求めることができる．ただ，この手法によって
求められる変位には 100 mm から数 100 mm の誤
差があり，10～20 mm 程度の精度で地表変位の
視線方向成分を求められる SAR 干渉解析よりも
精度が悪い（たとえば，小林ほか，2010）．
　図 1 に SAR 観測により求めた能登半島地震に
よる 3 次元変位分布を示す．能登半島北部は全体
的に西方に変位しており，その変位量は最大で 2  
m を超える．また，能登半島北部は全体的に隆
起している．最大の隆起は震央付近ではなく能登
半島北西部で，隆起量は最大 5 m に達する．この
隆起量は能登半島北西部の海岸での現地調査によ
り得られた結果（Fukushima et al., 2024; 宍倉ほ
か，2024; 宍倉，2025）と調和的である．
　SAR による観測は，能登半島地震にともない

図 1　 SAR 観測によって求められた能登半島地震にともなう 3 次元変位．水平変位をベクトルで，
鉛直変位を色で示す．能登半島地震ですべった海底活断層を赤線で，そのほかの既知の海
底活断層を黒線で示す．Ma et al.（2024）を改変
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副次的な断層が生じたことも明らかにした．
Fukushima et al.（2024）は SAR 干渉解析から，
能登半島北東部と中部において地震時に変位の空
間的な不連続が生じたことを明らかにした．この
不連続は現地調査による結果とも整合的である．
地震波による観測から，この変位の不連続はおそ
らく地震波を発生しない断層運動により生じたも
のと考えられる．このような，地震に誘発された
非震性の地殻変動は他の地震でも発生しており，
おそらく大地震により一般的に生じる現象であろ
うと考えられる．
2．2　GNSS
　GNSS による観測は SAR によるものほど空間
分解能が高くないが精度に優れているため，SAR
による観測を検定する意味でも重要である．ま
た，計測精度が高いため，震源から離れた地域の
変位も精度よく計測することができる．このこと
は深部の断層すべりに強い拘束を与えることにな
る．
　Ma et al.（2024）および Huang et al.（2025）は，
国 土 地 理 院 に よ り 運 用 さ れ て い る GEONET

（GNSS Earth Observation NETwork System: 

GNSS 連続観測システム）による観測から地震に
よる変位を抽出した（図 2）．観測された変位は，
震源に近い能登半島北部では西向き成分が卓越す
るが，震源から離れるにしたがい北向き成分が卓
越する．ノイズレベルを超えた変位は震源から
100 km 以上離れた点においても観測された．こ
のような変位場は SAR によって求められた変位
場と調和的である．
2．3　断層すべりの空間分布
　Ma et al.（2024）および Huang et al.（2025）は，
SAR および GNSS 観測によって求められた地表
変位場を説明するような断層すべり分布を求めた

（図 3）．まず，能登半島地震を引き起こした断層
は，能登半島付近では東北東-西南西走向で，南
南東方向に傾いている．すなわち，能登半島は断
層の上盤側にあたる．それに対して，能登半島北
東沖では断層は北東-南西走向に向きを変え，北
西方向に傾いている．この部分の断層は能登半島
から離れているため，SAR だけでなく断層から
離れた GNSS データも断層すべりに拘束を与え
ている．
　能登半島地震にともなう断層すべりは主に逆断

図 2　 GEONET による GNSS により求められた能登半島地震にともなう水平変位．観測された変位を
黒いベクトルで，断層モデル（図 3）により予測される変位を赤いベクトルで示す．赤い星は震
央を示す．Huang et al.（2025）を改変
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層と右横ずれの混合であり，震源付近では最大約
5 m のすべりが生じたと推定された．しかし，最
大すべりが生じたのは震源付近ではなく震源から
西南西に約 50 km 離れた能登半島北西沖で，そ
こでは約 10 m のすべりが生じたと推定される．
このことは能登半島北西岸で生じた大きな隆起が
このような大きな断層すべりで生じたことを示
す．Ando et al.（2025）は，数値シミュレーショ
ンを通じてこの大きなすべり域が曲がった断層に
よるものであることを示した．なお，得られた断
層すべりから推定される応力降下は震源付近で約
7 MPa，最大すべりが生じた能登半島北西沖では
10 MPa を超えており，一般的な地震の応力降下
と同程度もしくはやや高い．

3． 地 震 観 測

　上記の SAR や GNSS による地殻変動観測は地
震前後の変位を用いたもので，断層すべりの空間
分布について情報を持っているが，断層すべりの
時間発展に関する情報は持っていない．そこで，
Ma et al.（2024）および Xu et al.（2024）は地震
記録を用いて能登半島地震の断層すべりの時間発
展を求めた．
　断層すべりの時間発展は地震波の逆伝搬法を用
いて求めた．逆伝搬法とは，震源から遠く離れた
地域の複数の地震計（地震計アレイ）を用いて，
地震計アレイ内の観測点間の地震波の到達時刻差
から地震波の到来方向を求めることを基礎とする

（たとえば Ishii et al., 2005）．断層すべり域が移
動すると地震計アレイからの方角も変化する．複

数の地震計アレイを用いることによって，断層す
べりの時間発展がより詳細に求められる．
　図 4 に，逆伝搬法による断層すべりの時間発展
を示す．能登半島地震の断層すべりの時間発展の
最大の特徴は，最初の 15～20 秒のゆっくりとし
た断層すべり伝搬とその後の急加速である．最初
の 15～20 秒の断層すべり伝搬速度は 1 km/s 以

図 3　 SAR および GNSS 観測による地殻変動観測から推定された能登半島地震の断層すべり分布．
上盤のすべりをベクトルで示す．能登半島北縁部では逆断層と右横ずれ断層運動の混合で
ある．また，すべり量の絶対値を色で示している．Ma et al.（2024）を改変

図 4　 地震波逆伝搬法によって求められた能登半
島地震の破壊伝搬の時間発展．横軸に地震
開始からの時間，縦軸に断層に沿った震央
からの距離（北東方向が正）を示す．四角
は北米の地震計アレイによって，菱形はオー
ストラリアの地震計アレイによって検出さ
れたエネルギー放出を示す．四角および菱
形の大きさはエネルギー放出量を示し，大
きくなるほどエネルギー放出量が大きくな
ることを示す．地震開始後 15～20 秒はすべ
り伝搬がきわめて低速であったことがわか
る．Ma et al.（2024）を改変
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下で，一般的な地震のすべり伝搬速度よりも優位
に遅い．その後すべりは北東・南西両方向に加速
して伝搬する．Ma et al.（2024）が推定した伝搬
速度は南西方向に 3.4 km/s であり北東方向に 2.8  
km/s である．Xu et al.（2024）が推定した伝搬
速度は南西方向に 2.4 km/s，北東方向に 2.1 km/s
とやや遅いが，いずれにしても一般的な地震の伝
搬速度と同程度である．Huang et al.（2025）も
同様の解析を行い，同程度の伝搬速度を得てい
る．このような震源過程は，地震開始後 20 秒以
上経過してから急に振幅が大きくなる震源近傍の
強震計の記録とも調和的である．能登半島地震で
は震源から 50 km 程度離れた能登半島北西部に
て強い揺れとそれに伴う激しい被害が生じたが，
地震開始後 15～20 秒以上経過したのちの南西方
向の断層すべり伝搬が強い揺れとそれにともなう
激しい被害に大きく寄与していると考えられる．
　Xu et al.（2024）はさらに，震源近傍の強震計
測の記録も用いて地震開始からすべり伝搬が加速
するまでの最初の 15～20 秒の震源過程を詳しく
考察した．その結果，2024 年の地震は，まず
2020 年から発生していた群発地震の発生域で低
速のすべりとして開始し，約 10 秒後に約 10 km
南西方向に離れた領域にすべり域が飛び，約 16

秒後にこの 2 つの領域に挟まれた領域でのすべり
が始まったことが分かった（図 5）．その後南西・
北東両方向にすべりが高速で伝搬した．Xu et al. 

（2024）は，約 16 秒後にすべり始めた領域が破壊
強度の高い領域であると解釈し，震源付近のすべ
りと，それに誘発されて約 10 秒後にすべり始め
た領域のすべりに誘発されて約 16 秒後に高速す
べりが開始したとした．初期破壊が後続の破壊を
誘発して大地震に至ったという解釈は Huang et 
al.（2025）も同様である．

4． 議　　　論

　能登半島地震の最大の特徴は地震の最初の 15～
20 秒の破壊伝搬速度がきわめて遅いことである．
その原因は何であろうか？上に述べたように，能
登半島地震の震源域には流体が豊富に分布してお
り，このことが群発地震を引き起こしていると考
えられている．地下水のように粘性の低い流体は
岩石中にシート状に分布すると考えられるが，こ
のことは巨視的には岩石強度の不均質を引き起こ
す．そのような媒質に一様にテクトニックな応力
が加わると，岩石強度の低い部分から地震による
断層すべりが開始する．しかし，その断層すべり
は強度の高い部分で止まってしまう．そのため，
流体が豊富な領域では群発地震が発生しても大地
震に発生しにくいと考えられる．
　2020 年 11 月から能登半島北岸域で発生してい
た群発地震も，上記の理由で大地震が発生してい
なかったと考えられる．しかし，2024 年能登半
島地震の際には，地震の初期すべりによる静的も
しくは動的な応力変化が，流体の分布している領
域の外，すなわち岩石強度の不均質の小さな部分
のすべりを誘発し，その部分での断層すべりが一
気に進むことにより大地震が発生したと考えられ
る．
　破壊伝搬速度がきわめて遅かった能登半島地震
の最初の 15～20 秒に開放された地震モーメント
は，Mw 6.6～6.8 に相当する．この大きさは，
2020 年 11 月に群発地震が開始してから能登半島
地震が発生するまでの最大の地震（2023 年 5 月

図 5　 能登半島地震の低速すべり伝搬から高速す
べり伝搬に遷移する過程の模式図．断層す
べりは薄い灰色で示す流体が豊富な領域で
開始した（黄色い星印）．地震開始後 10 秒
ほどで，この初期すべりが，流体が豊富に
分布する領域の外の濃い灰色で示す領域（紫
の星印）のすべりを誘発した．これらのす
べりによる動的応力変化が岩石強度の強い
部分（A-II と示した領域）のすべりを誘発
し，その後高速すべり伝搬に発展した．Xu 
et al.（2024）を改変
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に発生した Mw 6.2 の地震）よりやや大きいが，
能登半島地震全体の大きさ（Mw 7.5）よりもはる
かに小さい．すなわち，能登半島の地震モーメン
トの大半は流体が豊富な領域外で開放されたとい
うことになる．また，能登半島地震の際には，初
期破壊の大きさが大きかったために流体分布域外
部での断層すべりを誘発し，大地震へと進展した
と考えられる．初期破壊の大きさが 2023 年 5 月
の地震のように Mw 6.2 程度であったならば，地
震は流体分布域内部に限定され，外部の断層すべ
りを誘発することもなく，大地震にも進展しな
かったのではないかと考えられる．

5． 将来の展望

　能登半島地震以来現在までの 2 年弱（執筆時）
までの間に，さまざまな角度から能登半島地震の
研究が進められ膨大な数の論文が出版された．し
かし能登半島地震，とりわけその震源過程につい
ての理解は完全であるとは言えない．特に，すべ
りの伝搬速度が非常に遅かった最初の 15～20 秒，
すなわち能登半島地震初期の震源過程についての
理解に改善の余地があると考える．このことの理
解を進めることは，群発地震の発生過程について
の理解を進めるだけでなく，地震発生と地下の不
均質の関係についても一定の知見を与えると思わ
れる．
　地震の震源過程を研究するにあたっては地震計
の記録を用いるのが一般的であるが，能登半島地
震の震源過程の研究にあたっては GNSS データ
も有用な情報をもたらすと考えられる．特に能登
半島地震の初期においては長周期成分の波動を多
く発生させているであろうこと，能登半島におい
ては稠密な GNSS 観測網が存在すること（Nishi-
mura et al., 2023）から，GNSS キネマティック
観測によるデータから震源過程の有益な情報が将
来引き出されることを期待する．
　筆者の関係した研究（Ma et al., 2024; Xu et al., 
2024; Huang et al., 2025）をはじめとして，多く
の研究では能登半島地震の初期破壊が単一の断層
上で発生したと仮定している．しかし，2020 年

からの地震活動の震源分布の複雑さ（たとえば
Kato, 2024）などを考えると，その仮定の正しさ
は必ずしも担保されない．海の存在によりほとん
どの観測点が震源域の南部にあるという不利な条
件はあるものの，GNSS データからも，能登半島
地震の初期破壊の，断層形状も含めた複雑性につ
いて知見を引き出せる可能性がある．
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1． は じ め に

　海洋プレートは，その誕生から移動，沈み込み
に至る過程で，多様な地球内部変動現象を伴いな
がら進化する．その痕跡は地殻・マントル構造と
して保存され，プレート運動と深部構造の相互作
用を理解するうえで重要な手がかりを与える．ま
た，内部構造の不均質性は変動現象の結果である
と同時に，変動現象を引き起こす原因ともなり得
る．
　筆者は，海洋プレートの生成・移動・沈み込み
に関連する地球内部変動現象の解明を目的とし
て，地震学的手法による地下構造探査を中心に研
究を進めてきた．具体的には，海嶺におけるプ
レート形成，大洋底における移動過程，沈み込み
帯における衝突や新たな地殻形成を対象とし，地
震波探査データの取得・解析に基づく地下構造の
可視化を行ってきた．
　地震学的探査で得られる地下構造情報は，地球
内部変動の「スナップショット」として重要であ
る．しかし変動過程の理解には，測地学・地質
学・岩石学・地球化学など他分野の知見との統合
が不可欠である．他分野においても地下構造情報
は研究基盤として不可欠であり，学際的連携は地
球内部変動の理解の推進において本質的に重要な
取り組みである．
　 本 総 説 で は， 筆 者 が 海 洋 研 究 開 発 機 構

（JAMSTEC）の地下構造研究グループとともに
取り組んできた，沈み込み帯および海洋底におけ
る地震学的構造研究の成果から海洋プレートのダ
イナミクスや地球内部変動現象の理解にどのよう
に貢献してきたかを，沈み込み帯プレート境界構
造，そこへのインプットとしての海洋プレート構
造，海洋プレート沈み込み過程のアウトプットと

して海洋性島弧構造の観点から概観する．

2． 南海トラフ：巨大地震時の断層すべりを 
規定する構造要因

　1990 年代までに南海トラフ地震発生帯の地下
構造研究は，プレート沈み込みに伴う大局的構造
像やトラフ軸周辺の浅部構造を明らかにしてき
た．しかし，巨大地震時の断層すべり特性を規定
する構造的要因に関する詳細な議論には至ってい
なかった．
　1997 年，深海調査研究船「かいれい」の就航
により，大容量エアガン，長大ハイドロフォン・
ストリーマーケーブル，100 台規模の海底地震計

（OBS）の大規模展開が可能となった．これによ
り，従来は浅部堆積層構造解析に用いられてきた
反射法地震探査と，深部地殻構造を対象とする屈
折法地震探査を統合した高分解能・広域地下構造
探査が実現した．さらに，大容量エアガンの発振
信号を陸域で記録することや，稠密に展開した
OBS で陸域震源の波形を遠隔記録・同定するこ
とが可能となり，沖合のプレート境界から内陸に
至る一体的な構造像の把握が進展した．
　四国沖の南海地震震源域では海陸統合大規模探
査が実施され，室戸岬沖に沈み込む海山（Kodaira 
et al., 2000）や，沿岸域から内陸深部に連続する
プレート境界の強反射面（Kodaira et al., 2002）
など，従来手法では把握困難であった特徴的構造
が明らかになった．高分解能で得られたこれらの
構造は，地震活動や断層すべり分布など他の観測
データとの比較検討も可能にした．
　たとえば，昭和南海地震の津波データから推定
された断層すべり分布や地震波形によるサブイベ
ントの時空間解析（Cummins et al., 2002）と比
較した結果，紀伊半島沖で始まった断層すべり

地下構造探査で観た地球内部変動現象
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が，室戸沖に沈み込んだ海山の陸側縁を回り込む
ように四国沿岸西方へ伝播したことが示された

（図 1）．このことから，当該海山は破壊伝播を妨
げる「バリア」として機能した可能性が高いと解
釈された（Kodaira et al., 2000）．
　また，沈み込んだ海山の陸側から四国下に伸び
るプレート境界の強反射面は，電磁気探査により
示された低比抵抗帯と一致し，さらに当該領域で
は沈み込む海洋地殻の下の最上部マントルに微小
地震活動が集中していることが明らかになった．
これらを統合的に解釈すると，沈み込んだ海山周
辺の上部マントルからの脱水とそれに伴う流体移
動が，プレート境界の反射特性や断層帯の物性を

規定していると解釈された（図 2）．
　四国沖の成果を受け，東南海地震震源域でも海
陸統合探査が実施された．探査測線は，東南海震
源域沖の銭洲海嶺から東海地方を縦断して能登半
島に至り，その中央部は東海スロースリップ域を
横断していた．探査の結果，東海沖の沈み込み帯
では沿岸域下で沈み込む地殻が繰り返し局所的に
厚くなる構造が明らかとなった（図 3）（Kodaira 
et al., 2004）．この構造は，過去に海嶺が繰り返
し沈み込んだ結果と解釈され，とくに沿岸域下の
海嶺は，陸域の地殻変動データから推定されたす
べり欠損分布（Sagiya, 1999）と一致した（図 4）．
このことから，海嶺の沈み込みがプレート境界の

図 1　 （左図）海陸統合探査測線図．（右図）海陸統合探査によって明らかになった沈み込んだ海山の
位置と 1946 年南海地震の余震分布（Mogi, 1969），地震時断層すべり分布（Tanioka and Satake, 
2001），サブイベント解析結果（Hashimoto and Kikuchi, 1999）の比較（Kodaira et al., 2002）

図 2　 海陸統合探査（図 1）によって得られた地下構造の解釈図．地震活動は中村ほか（1997）による．
図上の矢印は Yamaguchi et al.（1999）による低比抵抗域，1946 年南海地震の際の局所的な断層
すべり欠損の範囲をしめす．両者は黒実線で表したプレート境界強反射面の範囲と良い一致を示
す（Kodaira et al., 2002）
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強い固着をもたらし，1944 年東南海地震で断層
すべりが東海沖まで及ばなかった構造要因である
可能性が指摘された（Kodaira et al., 2004）．
　さらに，東海地方下に沈み込んだ海洋地殻上面
から強い反射波が観測され，Vp/Vs 比構造との
比較により，陸側に傾斜する高 Vp/Vs 帯の上面
と強反射面が一致することが判明した（図 5）．
当該領域は東海スロースリップの震源域（Ozawa 
et al., 2002）と対応し，沈み込んだ海嶺からの脱
水により形成された高間隙水圧帯がスロースリッ
プ活動を規定する構造要因であると解釈された．
本探査は，スロー地震活動と高間隙水圧構造の関
連を初めて示した研究として位置づけられる．
　2000 年代初頭の 2 つの海陸統合探査の結果に
より，沈み込む海山・海嶺と昭和南海・東南海地
震の破壊伝播を規定する地下構造要因が議論され
るようになった．一方，津波データの詳細解析は，
東南海地震と南海地震の破壊域が紀伊半島潮岬沖
で明瞭なセグメント境界を形成していることを示
した（Baba et al., 2005）．このセグメント境界の
形成要因の解明が次の課題となった．

図 3　 東海沖海陸統合探査の結果．測線の位置は図 4 を参照のこと．（上図）地震波速度構造，（下図）
反射法探査結果．上図に沈み込む海洋地殻の上面および下面（モホ面）からの高角反射波の反射
面を点線で示す（Kodaira et al., 2004）．詳細は Kodaira et al.（2004），Fig. 2 を参照

図 4　 東海沖海陸統合探査測線と 1944 年東南海地
震断層すべり分布（黒コンター），地殻変動
データから推定されたすべり欠損分布（オ
レンジ色），東海スロースリップすべり量

（赤矢印）の比較．ピンクは沈み込んだ海嶺，
黄色は強い反射面，高 Poisson 比の領域を
示す（Kodaira et al., 2004）．詳細は Kodaira 
et al.（2004），Fig.1 を参照
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図 5　 東海沖海陸統合探査結果と Poisson 比の比較（Kodaira et al., 2004）．詳細は Kodaira et al.（2004），
Fig. 3 を参照

図 6　 （下図）1944 年東南海地震，1946 年南海地震震源域セグメント境界を横断する地下構造探査測
線．（上図）1944 年東南海地震，1946 年南海地震震源域セグメント境界を横断する地下構造探査

（NT03）によって得られた地下構造断面（Kodaira et al., 2006）
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　 セ グ メ ン ト 境 界 を 横 断 す る 測 線 で の 探 査
（Kodaira et al., 2006）の結果，潮岬沖に沈み込ん
だ海洋地殻上に貫入岩体と解釈される高速度・高

密度のドーム状構造が存在し（図 6），重力異常
との整合も確認された（図 7）．これにより，セ
グメント境界の上盤側に存在する高速度・高密度
ドーム構造が破壊伝播の制御要因の可能性が示唆
された．この仮説を検証するため，Hori（2006）
は，四国沖の海山，東海沖の海嶺，潮岬沖のドー
ム構造など，プレート境界断層に沿う構造的不均
質を摩擦特性の空間変化としてモデル化し，地震
サイクルシミュレーションを実施した（図 8）．
その結果，セグメント境界の不均質構造を考慮し
ないモデルでは再現できなかった東西に分かれて
発生する地震や，セグメントを越えて連動する地
震の破壊様式が再現され，構造不均質がプレート
境界の摩擦特性に本質的に関与することが示され
た（図 9）．
　以上のように，1990 年代後半から 2000 年代初
頭にかけての南海トラフ沿いの大規模海陸統合探
査は，地下構造と巨大地震の断層すべり挙動の関
係を議論するための重要な基盤を提供した．

図 8　 地震サイクルシミュレーションに用いた，南海トラフ地下構造探査から得られた不均質構造を考
慮したプレート境界断層の摩擦特性モデルの 1 例．（a）プレート境界面上の摩擦特性パラメータ

（b-a）σ（a, b：摩擦パラメータ；σ：有効法線応力）の分布，（b）特徴的すべり量 L の分布，（c）
仮定した断層面（プレート境界）を表す面の形状．矢印はプレート運動方向，コンターは 5 km ご
との等深度線を示す．図は Kodaira et al.（2006）より．詳細は Hori（2006）を参照

図 7　 図 6 で示した観測領域周辺のブーゲー重力
異常（Honda and Kono, 2005）
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3． 南海トラフの三次元構造・物性と地殻活動

　前章は代表的地域の二次元構造に基づき，巨大
地震時の断層すべりやスロー地震などすべり挙動
との関係を議論し，構造不均質がすべり挙動の空
間変化を規定することを示した．しかし，すべり
挙動の空間変化を議論するには，三次元的な構造
変化を明らかにする必要がある．
　Nakanishi et al.（2018） は，2008～2015 年 に
集中的に取得した高密度海底地震計網による二次
元屈折法・高角反射法の観測成果と，それ以前の
成果を統合し，南海トラフ地震発生帯の三次元モ
デルを構築した．さらに，Arnulf et al.（2022）は
このモデルを初期モデルとして用い，海域の発振
信号を陸上観測点（Hi-net・F-net）で観測した
データや自然地震データを統合し，南海トラフか

ら西南日本内陸に至る広域三次元構造を明らかに
した．その結果，プレート境界断層上盤側に存在
する高速度ドーム状構造の三次元的広がり，さら
にその下の最上部マントルに分布する低速度帯の
存在が明らかとなり，これらの構造と南海トラフ
地震のすべり域セグメント化の関係が議論された．
　Nakamura et al.（2022） は，2018～2020 年 に
潮岬沖から足摺岬沖で 4～8 km 間隔で取得した
反射法探査データを用い，トラフ軸から深度約
10 km までのプレート境界形状を三次元的にマッ
ピングした（図 10）．Flores et al.（2024）は，こ
の三次元形状に基づき，プレート境界のすべり面
でありデコルマ面の凹凸（roughness）を定量化
するとともに，トラフ軸近傍の楔形構造のテー
パー角（taper angle），P 波速度構造から摩擦係
数と間隙水圧比などを求め，スロー地震の空間分
布との関係を定量的に検討した．その結果，四国

図 9　 図 8 で仮定した摩擦特性モデルを用いた地震サイクルシミュレーションの結果．プレート面上の
1 cm/s 以上のすべり量を示す領域を色付けしている．（a）で宝永タイプの地震が発生し，以下，（b）
東南海地震タイプ，（c）南海地震タイプ…が時間とともに発生していく様相を示す．図中の数値は
Mw を表す．図は Kodaira et al.（2006）より．詳細は Hori（2006），Kodaira et al.（2006）を参照
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図 10　 （左図）潮岬沖から足摺岬沖で実施された稠密反射法地震探査測線（Flores et al., 2024）．（右
図）沈み込むフィリピン海プレートの基盤形状（Nakamura et al., 2022）．A（左図では B）は
Kodaira et al.（2000），B（左図では A）は Park et al.（1999），C, D は Nakamura et al.（2022）
によってそれぞれ提唱された海山位置．E, F はフィリピン海プレート上の NNW-SSE 走向の地
溝帯の位置．詳細は Nakamura et al.（2022），Flores et al.（2024）を参照

図 11　 潮岬沖から足摺岬沖で実施された稠密反射法地震探査結果から求められた，（a）黒破線はデコル
マ面の凹凸（roughness）（深さの基準線からの海底面の高さの RMS で示したもの．数値が大き
いほど凹凸が大きい）．青と橙の棒グラフはスロー地震（低周波微動（tremor）と超低周波地震

（VLF））の数，（b）テーパー角（海底の傾斜角（α）とデコルマの傾斜角（β）の和），（c）摩擦
係数と間隙水圧比．図は Flores et al.（2024）より．詳細は Flores et al.（2024）を参照
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沖でスロー地震活動が低い領域ではデコルマ面が
滑らかで間隙水圧比が比較的低く，一方，室戸沖
など活動的領域では海山の沈み込みに伴いデコル
マ面が粗く，局所的な幾何学的不均質が卓越し，

かつ間隙水圧比が高いことが示された（図 11）．
これはスロー地震の活動域ではプレート境界断層
の形状の不均質構造による高間隙水圧環境にある
可能性を示唆した．
　しかしながら，Flores et al.（2024）は上記の
関係が成立しない領域も存在することを指摘し，
プレート境界断層の幾何学的不均質やそれに伴う
間隙水圧の高さのみではスロー地震の発生を一義
的に説明できないとした．すなわち，スロー地震
の時空間分布は，プレート境界断層の幾何学的不
均質，摩擦特性，間隙水圧の組み合わせによって
複雑に制御されると考えられる．
　さらに，Shiraishi et al.（2025）は，1997～2024
年に実施した反射法地震探査 247 測線を統合し，
南海トラフ全域（沿トラフ方向約 730 km，幅約
150 km）にわたる沈み込むフィリピン海プレー
トの基盤形状を三次元的にマッピングした（図
12）．その結果，沈み込む海洋地殻の基盤形状は
その特徴から，西部（日向灘域）・中部（南海
域）・東部（東海域）の 3 つのドメインに区分さ
れ，九州パラオ海嶺の延長に伴う顕著な基盤の高
まり，中部の四国海盆拡大に起因する正断層群と
海山群，東部の古銭洲海嶺に対応する複雑な海嶺
群が識別された．これらは，大局的には 1946 年
南海地震，1944 年東南海地震，1968 年日向灘地
震のすべり分布と整合した．
　一方，顕著な基盤地形の高まりがあるにもかか
わらずスロー地震活動が乏しい領域も複数認めら
れ，Flores et al.（2024）同様に，形状・物性・
水理学的特性・岩相など地質学的・物理的要因が
複合的にスロー地震活動を規定することが示唆さ
れた．

4． 2011 年東北地方太平洋沖地震：巨大断層 
すべりの実態を示す地下構造

　2011 年東北地方太平洋沖地震（以下，東北沖
地震）に伴う地震動・地殻変動・津波は，日本列
島の稠密観測網に克明に記録された．これらの記
録に基づく断層すべりの時空間分布の推定は多く
の研究で行われ，総説論文にまとめられている

図 12　 1997～2024 年に実施した反射法地震探査
247 測線を統合した，南海トラフ全域にわ
たる沈み込むフィリピン海プレートの基盤
形状（上図）と地震活動（下図）（Shiraishi 
et al., 2025）．領域は H, N, T の 3 つに分か
れる．上図の南北走向の黒色破線は線状の
低地，緑色破線は弓状の谷地，白色線は磁
気の線状帯を示す．赤線で囲まれた領域は
西から東へそれぞれ南海地震，東南海地震，
東海地震の仮想震源域を示す．細い青線で
囲った領域は沈み込んだ海山およびリッジ
を示す．紫色で囲った領域は推定された深
成岩の領域を示す．下図の赤線で囲った領
域は 250 ms ごとの往復走時で 7,000 ms よ
り浅い領域．橙色の星印は M≥7 の地震，
桃色，青色，緑色の半透明の領域はそれぞ
れ 1944 年東南海地震，1946 年南海地震，
1968 年日向灘地震の領域を示す．黄色の
線で囲まれた領域は 2003～2007 年の観測
期間の間に微小地震活動が活発だった領
域，黄色と緑色の点はそれぞれ低周波微動

（tremor）と超低周波地震（VLF）の震源
を示す．黒破線はすべり遅れ速度（単位：
cm/yr）．詳細は Shiraishi et al.（2025）参
照
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（たとえば，Lay, 2018；Wang et al., 2018）．断層
すべり分布の詳細は研究により異なるが，日本海
溝中部（宮城沖）で約 50 m 規模のすべりが海溝
軸近傍に集中したという大局的特徴は共通であ
る．地震発生前に想定されていた地震発生帯の概
念モデルでは，海溝軸周辺は安定すべり/非地震
性すべり領域とみなされており（たとえば，Bilek 
and Lay, 2002），東北沖地震の観測データに基づ
く地震時断層すべり分布の結果はこのモデルと矛
盾した．
　東北沖地震の地震時断層すべりの実態解明のた
め，発生直後から多くの海域観測が実施されてい
た．Fujiwara et al.（2011）は 1999 年の海底地形
と地震直後の地形との差分から海底変動を抽出
し，水平約 50 m，上下約 7～10 m の変位が海溝

軸まで達したことを示した（図 13）．さらに，
Kodaira et al.（2012）は同一測線で得られた地震
前後の反射法地震探査記録を比較し，海溝軸まで
達する断層すべりに起因する構造変化─海溝軸の
地溝内への上盤物質の落ち込みや，堆積層内の褶
曲・衝上構造の形成─を明瞭に示した（図 14）．
これらの観測事実は，地震時の断層すべりが海溝
軸まで到達したことの決定的証拠となった．
　日本海溝の海溝軸周辺構造は，2000 年代初頭
から JAMSTEC により精力的に調査され，たと
えば Tsuru et al.（2002）は中部～北部で幅約 30  
km の楔状低速度域の発達を示した．一方，福島
沖では楔状低速度域は見られず，プレート境界断
層沿いに低速度帯が確認された．Nakamura et 
al.（2014），Kodaira et al.（2017）は，東北沖地

図 13　 2011 年東北沖地震発生後に行われた地形調査の結果．（上図）地下構造探査測線（MY102）を黄
色で示す．黒点は震央．（中図）2011 年の調査で得られた海底地形．海溝位置を赤三角で示す．
青三角は海溝斜面の割れた部分を示す．（下図）1999 年と 2004 年の海底地形の差から推定され
た高度変化を色付けして示す．地震前後の地形偏差から水平約50 m，上下約7～10 mの変位があっ
たことが示された．詳細は Fujiwara et al.（2011）を参照．図は Kodaira et al.（2020）より
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震後のデータも含め，海溝軸周辺の楔状低速度帯
の形状・速度構造を詳細化し，掘削試料の分析と
統合して，楔状低速度帯が主として海洋プレート
上の堆積物の付加体であると解釈した（図 15）．
　震源域中央部での地震時変動は地形・地下構造
の地震前後の比較から明らかにできたが，その分
布の沿海溝方向変化や要因は未解明であった．
Kodaira et al.（2020）は福島沖・三陸沖の差分地

形を解析し，宮城沖から南北約 50 km 離れた両
域では，分解能の範囲で顕著な地形変化が認めら
れないことを示した．
　日本海溝中部，宮城沖の海溝軸近傍で巨大すべ
りが局在化した要因は，統合国際深海掘削計画日
本海溝高速掘削計画（IODP JFAST）で実施し
た深海掘削と地下構造の統合により理解が進ん
だ．JFAST では，断層試料の回収と温度計測に

図 14　 2011 年東北沖地震発生後に行われた反射法地震探査結果．上図は図 13 の測線 MY102 の海溝付
近の拡大図，さらに，中図は上図の黒四角の領域の地震前，および下図は地震後の拡大図を示
す．地震前後の図の比較から海溝軸まで達する断層すべりに起因する構造変化，すなわち，海溝
軸の地溝内への上盤物質の落ち込みや，堆積層内の褶曲・衝上構造の形成が見て取れる．図は
Kodaira et al.（2020）より．詳細は Kodaira et al.（2012）を参照



地下構造探査で観た地球内部変動現象── 19

よる摩擦発熱の残留温度異常の検出から，海溝軸
近傍の地震時断層すべりは，摩擦係数の低いスメ
クタイトに富む遠洋性粘土層内の数 m 厚の層に
限定されることが示された（Chester et al., 2013；
Ujiie et al., 2013；Fulton et al., 2013）．Moore et 
al.（2015）は，北西太平洋の広域的な堆積層構造
の解析から，この遠洋性粘土層が北西太平洋に広
く分布する一方，水深の浅い海山付近で不連続に
なることを示した．福島沖には海山が沈み込んで

おり，海溝軸近傍に地震時巨大すべりが及ばな
かったことは，この遠洋性粘土層の不連続性と整
合的である．
　三陸沖で巨大地震時断層すべりが及ばなかった
要因については未解決であったが，JAMSTEC
の地下構造研究により，断層すべりの伝搬を制御
した可能性がある構造要因が明らかになった．
Fujie et al.（2020）は，千島海溝南部から日本海
溝南部に沈み込む海洋地殻・堆積層構造を，500  

図 15　 JFAST 掘削点（北緯 37°57′）付近を横断する反射法地震探査結果．（上図）重合前深度マイグ
レーション速度解析（PSDM; Pre-stack Depth Migration）の解釈前の図，（中図）PSDM の解釈
を入れた図，（下図）推定された地震波速度構造（Nakamura et al., 2014）．中図の Frontal prism
と記されているのが楔状低速度帯であり海洋プレート上の堆積物の付加体であると解釈される．
JFAST Site C0019 が掘削地点．詳細は Nakamura et al.（2014）を参照



20 ──地震ジャーナル　80 号（2025 年 12 月）

図 16　 （左図）日本海溝沖，南部千島海溝沖で実施された大規模構造探査，日本海溝の海溝軸での稠密
反射法探査の結果から求められた堆積層厚．赤破線で囲った領域は「petit-spot」火山活動（Hirano 
et al., 2006）が確認された領域をしめす．この領域で堆積層が薄いことがわかる．（右図）黒線で
示した領域は東北沖地震の地震時すべり域を示す（10 m ごとのコンター．薄く影をつけた領域
は 30 m 以上の大すべり域（Iinuma et al., 2012）．同探査の結果から求められた遠洋性粘土層が存
在する領域を赤線で示す．堆積層の薄い箇所では遠洋性粘土層が存在しないことがわかる．詳細
は Fujie et al.（2020）を参照．図は Kodaira et al.（2020）より

図 17　 図 16　A4　（上図），R2（下図）に沿った反射法地震探査結果と拡大図（中図）．中図左の図では
堆積層（往復走時が 7.0～7.5 s の層）が厚いのに比べ右側の 3 カ所においては堆積層が薄いこと
が見て取れる．詳細は Fujie et al.（2020）を参照．図は Kodaira et al.（2020）より
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km 超の長大測線や海溝軸付近の稠密探査測線に
よって得られたデータから面的にマッピングした

（図 16）．その結果，日本海溝から千島海溝南部
に沈み込む海洋プレートの大部分では堆積層は数
百 m 厚であるが，極端に薄い領域が散在し，こ
れらは「petit-spot」火山活動（Hirano et al., 2006）
の位置に一致した（図 16，17）．その 1 つの領域
は三陸沖の海溝軸近傍に確認された．この結果か
ら，Petit-spot 活動によるマグマの貫入は堆積物
中のスメクタイト層の連続性を破壊し熱変成する
可能性があり，そのため 2011 年の巨大断層すべ
りは三陸沖の薄い堆積層域の直前で停止したと解
釈された．この結果は，海洋プレート上の堆積物
の構造・鉱物改変が地震時断層すべりの伝播に影
響した可能性を示す結果であり．この仮説の検証
のための新たな深海掘削計画が 2025 年 10～11 月
に三陸沖で予定されている．

5． 海洋性島弧の生成過程

　前章までは，海溝周辺のプレート境界構造や沈
み込み帯インプットとしての海洋プレートの構造
とプレート境界変動現象（地震現象）との関係を
論じた．本章では，沈み込みに伴う物質循環の結
果として新たに形成される島弧地殻，すなわち沈
み込み帯のアウトプットと地下構造の関係を概観
する．
　岩石学的研究から沈み込み帯は海洋プレートの
沈み込みに伴う物質循環により，現在の地球上で
大陸的な地殻が生成される場であるという仮説が
提唱されてきた（たとえば，巽，2008；図 1）．そ
れによると，プレート沈み込みの開始に伴う，物

質循環・マグマ上昇により，玄武岩質（basaltic）
の初期島孤が形成され（図 18（1）），その後のマ
グマ活動によって安山岩質（andesitic）の中部地
殻が形成され（図 18（2）），海洋プレートの縁で
徐々に大陸地殻（島孤地殻）が成長する（図 18

（3）），としている．その仮説の検証のため，1990
年代後半には日・米のグループが伊豆小笠原やア
リューシャン列島で相次いで地下構造探査を実施
した．その結果，伊豆・小笠原弧北部では大陸的
性質をもつ Vp ≈ 6 km/s の安山岩質中部地殻が
厚く存在するのに対し（Suyehiro et al., 1996），
アリューシャン列島では同層の明瞭な発達が確認
されず（Holbrook et al., 1999），統一的見解には
至っていなかった．
　2000 年代前半，JAMSTEC は伊豆・小笠原弧
全体をカバーする広域・高分解能探査を実施し，
海洋性島弧における大陸地殻成長過程を決定づけ
る重要な証拠を提示した．代表例として，図 19
に示す 3 つの測線，すなわち（a）海洋プレート
の沈み込みから現在まですべての活動を記録して
いる現在の火山フロント直下，（b）島孤成長過
程の半ばで成長を止めた背弧側約 150～200 km
に位置するリアアーク（西七島海嶺）直下，（c）
沈み込み開始直後の痕跡を残す小笠原海嶺直下，
の結果を以下に示す．これらを統合することで，
岩石学的モデルの地球物理学的検証が可能となっ
た．
　Kodaira et al.（2007）は，伊豆・小笠原弧の
1,000 km に及ぶ火山フロント直下の深部構造イ
メージングを行い，地殻の厚さが伊豆弧で最大約
32 km，小笠原弧で最小約 10 km と火山フロント
に沿って変化すること，Vp＝6.0～6.8 km/s の安

図 18　海洋性島弧成長モデル（巽，2008）．詳細は巽（2008）を参照
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山岩質中部地殻が火山フロントに沿って繰り返し
厚化・薄化していることを明らかにした（図 20
中図）．さらに，火山岩の化学組成との比較によ
り，中部地殻が厚い領域は玄武岩マグマの噴出す
る火山に，薄い領域は流紋岩（Rhyolite）マグマ
を噴出する火山に対応するという強い相関を示し
た（図 20 下図）．すなわち，現在の玄武岩火山直
下で中部地殻が生成されてきたことを示した．
　一方，島弧地殻全体の平均 P 波速度（約 6.8 
km/s）は典型的な大陸地殻の平均 P 波速度（約
6.4 km/s）より有意に速く，弧地殻全体が相対的
に苦鉄質（mafic）であることも示された．さら
に，地殻最下部の高速度層を除くと島弧の平均 P
波速度は大陸地殻に近づくことから，島弧地殻が
大陸地殻へ進化するには，苦鉄質に富む下部地殻
が地殻からはがれてマントルへ沈んでゆく，いわ
ゆる「デラミネーション」（図 18（4））の過程が

必要であるという仮説が支持された．
　Kodaira et al.（2008）は，約 5,000 万年に及ぶ
伊豆・小笠原弧の地殻成長過程の時間変化を明ら
かにするため，背弧拡大によって島弧成長の半ば
で成長を止めたと考えられる古い島弧が存在する
火山フロントから西方約 150 km に位置する西七
島海嶺に沿って，長さ約 500 km に地下構造探査
を実施した（図 19（b））．
　その結果を図 21（下）に示すが，背弧域の地
殻には南北方向に沿って顕著な構造の不均質が存
在し，特に中央部には約 80～100 km の間隔で 3
つの明瞭な厚い地殻セグメント（厚さ 20～25 km）
が認められた．これらの厚いセグメントは，前出
の火山フロント下の地殻と同様に，地震波速度
6.0～6.8 km/s を示す中部地殻によって特徴づけ
られた．一方，北部および南部では比較的薄い

（10～17 km）地殻が分布していた．こうした構
造の変化は，海底地形や新第三紀以降に形成され
た島弧横断的な海山列との相関は乏しく，むしろ
火山フロントに沿った構造と非常に類似してい
た．特に中部地殻の厚さ変化や全体の平均 P 波
速度変化は火山フロントと背弧で強い相関が認め
られた．これにより，背弧域に存在する厚い地殻
セグメントは，かつて現在の火山フロントと一体
であった古い島弧構造，すなわち古島弧である可
能性が高いことが示唆された．
　ここまでの結果から火山フロントや背弧の地殻
構造から，沈み込み開始から現在に至る島弧地殻
形成過程を議論してきた．島弧成長に関する岩石
学的モデルでは，沈み込み開始のごく初期段階で
は，海溝での海洋プレートの沈降による前弧海洋
底拡大により島弧地殻とは異なった組成をもつ前
弧の海洋地殻が生成されるとしていたが（たとえ
ば，Ishizuka et al., 2006），その地球物理学的証
拠は乏しかった．そこで Kodaira et al.（2010）
では伊豆小笠原弧形成のごく初期に形成されたと
考えられている小笠原海嶺を対象に地下構造探査
を実施した（図 19（c））．
　その結果，小笠原海嶺北部では地殻厚が 10 km
以下ときわめて薄く，一方で南方では約 20 km
まで急激に厚くなることが明らかとなった（図

図 19　 伊豆小笠原弧において実施した地下構造探
査測線．（a）火山フロント直下の測線，（b）
背弧側の測線，および，（c）小笠原海嶺直
下の測線を示す（Kodaira et al., 2010）
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21（上））．この薄い地殻を持つ北部の地殻構造は，
典型的な海洋地殻と比較したところ，両者は地震
学的にほぼ同一であることを確認した．さらに，
火山岩の年代測定によれば，北部の薄い海洋型地
殻は，約 48～45 Ma の期間，すなわち伊豆・小
笠原弧の沈み込み開始とほぼ同時期に形成された
ことが示された（Ishizuka et al., 2006）．一方で
南部の厚い地殻は，約 44～40 Ma の島弧地殻形
成過程の初期に形成されたと解釈された．
　以上，一連の伊豆・小笠原の研究は沈み込み開
始直後の前弧海洋底拡大，島弧地殻形成の中期，
そして現在までの過程の積算，というすべての過
程を網羅しており，その代表的な地殻構造を並べ
ると図 22 のようになる．この図から，前弧海洋
地殻形成から現在の島弧地殻への変遷が読み取る
ことができ，特に中部地殻の成長過程を明瞭に見
ることができる．これは岩石学的に示された島弧
成長モデルと非常に良い一致を示し，伊豆・小笠
原弧における一連の地下構造探査により，地球物
理学的データによって岩石学的に提案されてきた

島弧地殻成長モデルを検証することができた．こ
のような，岩石学と地震学との統合研究は，地下
構造探査の高精度化，大規模化によってはじめて
可能になったものである．

6． お わ り に

　本総説では，沈み込み帯を中心に海洋プレート
の形成・移動・沈み込みという一連のプレート運
動過程に対して，地震学的地下構造探査がどのよ
うな新たな知見をもたらしてきたかを概観した．
これら一連の研究によって，南海トラフや日本海
溝では，巨大地震の断層すべりやスロー地震の空
間分布が，プレート境界の幾何学的構造や物性の
不均質性と密接に関連していることが示された．
また，海洋プレート沈み込み前の構造が，沈み込
み帯での流体分布や摩擦特性を支配する重要な要
因であることも明らかにした．一方，伊豆・小笠
原島弧における構造探査は，島弧地殻がどのよう
に形成・進化し，大陸地殻へと成長していくのか

図 20　 伊豆小笠原弧火山フロント（図 19（a））に沿った地下構造探査結果．（上図）地震波速度構造，
（中図）測線に沿った中部地殻の厚さを赤線，地殻の地震波速度の平均値の変化を黒線で示す， 
（下図）火山岩の SO2 平均重量比を示す．値の大きいところは流紋岩質，値の小さなところは玄
武岩質の火山を示す（Kodaira et al., 2007）．詳細は Kodaira et al.（2007）を参照
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という根源的な問題に対して，地球物理学的制約
を与える成果が得られた．
　紙面の制約から本総説では詳細は示すことはで
きないが，高分解能・広域地下構造探査はこれま
での地下構造探査研究では明らかにすることがで
きなかった海洋プレートの深さ 50～100 km の深
部構造（Ohira et al., 2017, 2018）や，海洋プレー
ト運動の原動力を示す詳細構造（Kodaira et al., 
2014）なども明らかにしてきた．

　これらの研究は，地殻・マントル構造と多様な
地球物理学・地質学・岩石学的データの統合に
よって，海洋プレートの生成・移動・沈み込みな
ど，海洋プレートダイナミクスに関する理解が飛
躍的に進展しうることを示している．
　今後は，これまでの 2 次元測線に基づく地下構
造の “profiling” から 3 次元探査による “mapping”
に進展し，走時解析に代わって全波形解析が主流
となり，海陸観測網との連携，他分野との統合的

図 22　 地下構造探査結果からみた海洋性島弧成長過程．図 21 の（a）～（d）の領域を示す．（a）前弧の
海洋地殻，（b）幼生期の島弧地殻，（b）成熟した島弧地殻，および（d）成熟した島弧地殻の継
続的成長（Kodaira et al., 2010）．詳細は Kodaira et al.（2010）を参照

図 21　 伊豆小笠原弧の火山フロント（中央），背弧（下），前弧（上）の地震波速度構造（Kodaira et al., 
2010）．詳細は Kodaira et al.（2008），Kodaira et al.（2010）を参照
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解析を通じて，プレート境界の力学や物質移動の
さらなる解明が期待される．
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1． は じ め に

大災害をもたらす自然地震は大きな脅威であ
る．しかも地震は地下深部で起こる現象であり，
火山のように直接見ることもできない．このため
に，大きなナマズが地下にいて，タガとなる要石

（かなめいし）が何かのきっかけで外れて暴れる
ことで地震が起こると，かの昔に語られていたこ
とは有名である．根拠のない流言とはいえ，その
ようないわば姿（メカニズム）がわかると，お祈
りでナマズを穏やかにさせるといった対策が可能
となり，少なくとも恐怖をやわらげる効果はあっ
たと推察される．もちろん，真の姿がわからなけ
れば，真の対策はできない．こうして科学的な取
り組みが行われ，やがて"なまず"の正体が断層
あるいはプレート境界の滑りであることが明らか
となった．しかし，"なまず"と人間のいる地表
の間にある数十 km の隔たりはいぜんとして大き
く，今もなお多くの人々がさまざまな視点で真の
姿の探求に取り組んでいる．

一方，マグニチュードで M2.5 以上の地震が起
こると，有感つまり地表の人間が体に揺れを感じ
るとされている（たとえば，UPSeis, 2025）．こ
の有感地震が，日本では千回/年以上の割合で頻
発している．これに対して，たとえば米国中部の
オクラホマ州では，有感地震が通常は数回/年程
度であり，日本よりはるかに少ない．ところが，
同地域の有感地震の数が，2008 年からの十数年
間に激増し，多いときでは日本と同等の千回/年
近くに達した．また，それらの震源が深度数 km
と浅く，通常の自然地震とは明らかに異なってい
た．そこで，原因が調べられた結果，同年の
2008 年から同地域でシェールガスあるいは同オ
イルの開発が活発化しており，それに伴って実施

されたフラクチャリングが有感地震の原因と断定
された．

問題のフラクチャリングとは，次のようなもの
である．まず天然ガス・オイルは，地下数 km の
深度にあって，水平方向に少なくとも数 km 四方
の広がりがあり，隙間の多い地層（貯留層）にた
まっている．その貯留層と地表をボーリングした
坑井でつなぎ，天然ガス・オイルを地表に取り出
す．ただし，坑井の直径は 20 cm 程度にすぎない
ので貯留層と接する坑井壁面の面積は小さく，そ
のままでは天然ガス・オイルの貯留量に見合った
大きな生産レートを確保できない．そこで，地表
に置いた大流量・高圧ポンプ（数 m3/min，数十
MPa）から坑井の一部を密閉した区間に流体を
注入して圧力を上昇させ，その圧力で坑井壁面を
破壊してフラクチャー（割れ目）を形成する．そ
の後も流体の注入を続けることで，フラクチャー
が成長して坑井軸方向に大きくなるとともに，坑
井から離れる方向におおむね直線的に伸びてい
く．フラクチャーの大きさは，流体注入のレート
や量によって調整でき，百 m 以上の大きさにす
ることも可能である．その結果，坑井壁面に比べ
て何百倍も大きな，つまり坑井何百本分にも相当
する，天然ガス・オイルの排出面積を形成できる

（図 1）．これがフラクチャリングである．このと
き，坑井を通して地下岩体に負荷された圧力が，
流体の流れとともに何らかの経路をたどって断層
に到達し，それが断層滑りを誘発させることで有
感地震が発生したと判断された（図 2）．このよ
うに，地下岩体への人為的な流体注入によって発
生した地震を注水誘発地震と呼ぶ．米国に比べる
と，日本におけるフラクチャリングの実施例は少
ない．ただし，地球温暖化対策の一環として，日
本でも排出源で回収した二酸化炭素を地層に圧入
して貯留する技術を適用し，2030 年までに事業
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化する計画となっている．この技術では．通常の
フラクチャリングよりもはるかに大量の流体（二
酸化炭素）を高圧で圧入することになるので，無
対策で実施すればやはり有感地震が発生する可能
性がある．また，たとえば能登地震および松代地
震のように，自然地震の中にも地下深部の流体移
動に起因していることが明らかになっているもの
があり，注水誘発地震と同様のメカニズムで発生
した可能性がある（たとえば，Cappa et al., 2009；  
Mukuhira et al., 2022）．

脅威をもたらす地震が人為的に発生したとなれ
ば，社会問題化するのは必須である．このため，
少なくとも有感未満の規模にする対策が必要であ
り，それはフラクチャリングと地震の因果関係を
踏まえたものでなければならない．地震自体の原
因が断層の滑りであることは，注水誘発地震も自
然地震と変わらない．ただし，震源の深度を比べ

ると，注水誘発地震のほうがはるかに地表に近く，
ボーリングで到達できる程度である．事実として
Guglielmi et al.（2015）は，研究を目的に深度数
百 m にある断層に水を注入することで，地震を人
為的に起こすことに成功している．これにより，
断層周囲に配置した加速度計による近接距離での
地震波測定，さらには注水坑井内に設置した独自
の装置によって断層滑りの直接測定に成功してい
る．また，自然地震の場合，先述の要石とナマズ
の関係のような，何をきっかけに地震が起こるの
かがいまだにはっきりしていない．その結果とし
て，いつ，どこで，どの程度の地震が発生するの
かという，対策に不可欠な要素の予測まで至って
いない．これに対して，注水誘発地震では人為的
な流体注入がきっかけになっていることが明らか
である．このため，Guglielmi et al.（2015）のよう
に事前に加速度計を配置して，時間・空間的に高
密度に地震波を測定することも可能である．異な
る目的ではあるが，地熱開発でもフラクチャリン
グが行われることがあり，そのときの地震波を観
測して，既破断面に沿って生じる流体の流れを把
握するために積極的に利用されている（たとえば，
Mukuhira et al., 2017）．以上のように，自然地震
の情報を得るには，長遠距離の地震波観測や，露
頭などに現れた過去の痕跡をたどるしかないのに
対して，注水誘発地震ではより詳細な情報をはる
かに容易に得ることができる．その情報によって
注水誘発地震の詳しいメカニズムが明らかにな

図 2　坑井による流体注入と注水誘発地震の関係

図 1　フラクチャリングによる生産性の改善
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り，ひいては自然地震の解明にもつながることが
期待される．

未知の現象を理解する上で，詳細なデータを提
供してくれる数値シミュレーションは重要である．
しかし，モデルの簡略化あるいは実測することが
難しいパラメータを含んでいることなどによって，
結果に大なり小なりの曖昧さが含まれてしまうこ
とは避けがたい．これを補うために，実験的に現
象を再現して観察する試みは不可欠である．本稿
は，注水誘発地震のメカニズムに関して著者が
行った，大型試験片を用いた室内実験による取り
組み（Ito et al., 2024），ならびに資源素材学会秋
季講演会（2020），（公財）深田地質研究所による
第 202 回深田研談話会（2024）および（独法）エ
ネルギー・金属鉱物資源機構（JOGMEC）による
CCS ジオメカセミナー（2025）で行った招待講演
の内容をまとめたものである．

2． 注水誘発地震の特徴

断層が滑る条件は，次式で表される（図 3）．
|τF |＝μ（σF－P）  （1）

この関係は，左辺の断層面に作用するせん断応
力が右辺の断層面間の摩擦力とつり合う状態を表
しており，一般にクーロンの破壊基準と呼ばれ
る．τF およびσF はそれぞれ地殻応力によって断
層面に生じるせん断応力および垂直応力，P は断
層内の流体圧であり，またμは断層面の摩擦係
数である．本報では垂直応力の圧縮を正とする．
地震発生前は左辺より右辺が大きいが，地殻応力
が変化してσF よりも相対的にτF が大きくなる
か，あるいは地殻応力が不変でも P が大きくなっ
て式（1）が満足されると断層が滑る．

一方，理論と観測事実に基づく考察から，地震

のマグニチュードが，滑った部分の断層の長さ，
滑り量および断層に作用するせん断応力の降下量
と相関することが明らかになっている（たとえ
ば，Stein  and Wysession,  2003；Zoback  and 
Gorelik, 2012）．これによれば，数百 m の長さの
断層全体が高速で数 mm 滑ったときに，マグニ
チュードが M2.5 程度の有感地震となる．ただし，
そのように大きな部分の断層の応力状態が完全に
一様であるはずはなく，全体が同時に滑ることは
考えにくいので，一部で起こった断層滑りが急速
に周囲に拡大し，最終的に全体が所定量だけ滑る
ものと考えられる．

この点において自然地震では，プレート運動の
ように大規模なメカニズムによって岩体の応力が
一様に増加し，それに伴って岩体内にある断層面
の応力つまり式（1）のτF およびσF も増加する．
それがやがて式（1）の条件に至って断層が滑る．
この場合，断層全体の応力が一様に変化し，かつ
断層は平面なので，全体で式（1）の条件がほぼ
満たされた臨界状態にあるはずである．このた
め，何らかのきっかけ（外乱）で始まった一部の
滑りが，高速で周囲に拡大することは当然であろ
う（図 4a）．これに対して注水誘発地震では，先
述のように坑井を通して地下岩体に負荷された流
体圧が，何らかの経路をたどって断層に到達して
断層面の流体圧 P が増加する．それによって式

（1）の条件が満たされれば，流体が到達した位置
で断層が滑る（図 4b）．ここで，もし式（1）の
条件を満たす程度の P の増加が，断層に沿った
広い範囲に伝播するまで滑りがまったく発生しな
いとすれば，上述の自然地震の場合と同様に，広
い範囲の断層が式（1）の条件を満たす臨界状態
となる．よって，その部分が一気に滑って地震が
発生するだろうし，滑った部分が十分に広ければ
有感規模となるだろう．しかし，流体の流れに伴
う圧力分布を考慮すれば，そのような現象は不自
然で起こりそうにない．つまり，流体の圧力は上
流から下流に向かって小さくなる．もちろん，圧
力勾配は断層に沿った流体の広がり方や断層の開
口幅などで変化するだろうが，圧力分布の傾向自
体は変わらない．このことから，流体の流入点か図 3　断層滑りの発生条件
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ら，たとえば数百 m の距離に及ぶ広い範囲の圧
力が，一様に増加して式（1）の条件を満たす状
態になることは考えにくい．実際には，流体の流
れに沿って P の増加する範囲が徐々に周囲に拡
大していくとともに，その先端でまず式（1）の
条件に達して滑りが発生し，それが P の伝播と
ともに連続的ないしは断続的に繰り返されるはず
である．その様子がわかる数値シミュレーション

の例を図 5 に示す（横山，2020）．これは，流入
開始から多少時間がたった後での，断層に沿って
分布する流体圧，せん断応力および滑り量を表し
ている．ただし，断層面の摩擦係数が一定で流体
流入点の圧力も一定の単純なケースを仮定した．
横軸が流体流入点からの距離，縦軸が各変量の大
きさ，また"Critical pressure"（臨界圧）は，断
層面の初期応力状態において式（1）を満足する

図 5　流体注入と断層滑りの関係（数値シミュレーション，横山（2020））

図 4　自然地震および注水誘発地震の発生過程
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圧力である．同図から，上述のとおりに流体圧が
流入点から離れるにつれて減少し，流入点周りで
流体圧が臨界圧を超えた部分で滑りが発生してい
ることがわかる．さらに時間が経てば，大きな圧
力が周囲に伝播し，その部分で新たな滑りが起こ
ることになる．しかしながら，このままでは滑り
領域がゆっくり広がるだけなので，地震が起きた
としても小さい規模にしかなり得ない．したがっ
て，有感規模の注水誘発地震が起こるためには，
圧力が伝播した範囲を超えて，滑り領域が高速に
拡大するようなことが必要になる．

3． 室内実験による注水誘発地震の再現

3．1　室内実験の課題
先述のように自然地震は一般に十 km 以上の深

度で起こる現象であり，ボーリングで到達もでき
ず，直接観察することが不可能である．そこで，
唯一観測可能な情報である地震波を解析して現象
を解明することが広く行われている．このため，
地震学といえば，地震波の解析手法を議論する学
問を指すのが一般的である．他方，室内実験もま
た，直接観察できない現象を理解するために重要
なアプローチとなる．そこで，室内実験で断層の
滑り現象を再現するためのさまざまな研究が行わ
れ，それによって岩石の摩擦特性，あるいは滑り
速度が低速から高速に遷移する現象などが明らか
にされてきた．

一方，自然地震の場合に比べると，注水誘発地
震を室内実験で調べた研究は多くない．その原因
の 1 つは，試験片の形状と大きさにあると考えら
れる．つまり，自然地震の研究で用いられてきた
試験片の多くは，直径がφ100 mm に満たない円
柱形で，それに断層を模擬する斜めの切断面を設
けたものである．これは，断層を除けば一般的な
岩石の力学試験に用いられる試験片と同じ形状で
あり，試験装置も同じものを流用できて簡便で
あったためと考えられる．しかし，これを注水誘
発地震の再現実験に適用することは難しい．なぜ
なら，外部から断層面に負荷された流体圧が断層
面に沿って徐々に伝播するという，注水誘発地震

で重要な過程が再現できないためである．つま
り，もし円柱形試験片を横切る模擬断層の中央に
外部とつながる孔を設け，そこから断層面に流体
を注入したとしても，その流体はただちに模擬断
層の端，つまり試験片側面に達して漏れ出てしま
う．その結果，断層内の流体圧分布がほぼ一様か
つ定常状態となってしまうので，実際の断層で流
体の流入点から周囲に向かって圧力が伝播してい
く状況を再現できないことになる．

注水誘発地震の室内実験による再現を難しくし
ている別の課題が，滑りの観測方法である．先述
のように長さが数百 m の断層であれば数 mm の
滑りが起こるが，その滑り量は断層の長さに比例
して小さくなる．このため，かりに長さ 1 m 程度
の模擬断層を用意して地震となるような滑りを起
こすことができたとしても，滑り量は 10 μm 程度
ときわめて小さくなってしまう．一方，断層が滑
ると，断層面に沿ったせん断ひずみが変化する．
その変化量は，滑り量とは異なって断層の長さに
依存せず，また，ひずみゲージという専用のセン
サを用いることで容易に測定できる．したがって，
滑り量ではなくせん断ひずみを利用すれば，実験
室規模の断層であっても，滑り挙動を正しく測定
できるはずである．これを自然地震の研究に応用
したのが Ohnaka et al.（1986）である．これによ
り，断層面の一部がゆっくり滑り始め，やがて滑
り領域が適度に広がったところで高速な滑りに遷
移する現象を明らかにした．この実験で用いられ
た試験片は板状の直方体で，それに断層を模擬す
る斜めの切断面を設けたものである．直方体の端
面に負荷した一軸の圧縮荷重によって断層を滑ら
せ，その挙動を断層に沿うように試験片側面に貼
り付けた複数のひずみゲージで測定した．しかし
ながら，同じ要領を注水誘発地震の室内実験に適
用することはできない．なぜなら，先述の円柱形
試験片を用いた場合と同じく，断層面に注入した
流体が容易に試験片側面に達して漏れ出てしまう
ためである．もちろん試験片を断層の幅方向に十
分厚くすれば，漏れ出しを遅らせることができ
る．しかし，断層の中心付近で起こるはずの滑り
初動を，そこから離れた試験片側面に貼り付けた
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ひずみゲージでは，測定することが難しくなる．
そこでわれわれは，上記 2 つの課題を解決して

注水誘発地震を再現できる実験方法を新たに構築
した．すなわち，正方形に近い模擬断層を有する
大型試験片を用い，断層面に 2 次元配列で埋め込
んだセンサで，滑りに伴うせん断ひずみの変化と
分布を測定しながら注水誘発地震を再現できる方
法である．これを用い，条件を変えたいくつかの
実験を行って，注水誘発地震のメカニズムを調べ
た．その方法と結果を以下にまとめた．
3．2　実験装置および試験片

開発した実験装置を図 6 に示す．同図 a が実物
の画像であり，b が構成図である．鋼製の四角い
フレームの中に 600×600×600 mm3 の大きさの
試験片が入っており，2 対のフラットジャッキを
用いて，水平および上下方向に独立した 2 軸の圧
縮応力 Sx および Sy（Sx≥Sy）を負荷する．ここで，
フラットジャッキとは 2 枚の板の端を溶接したも
のであり，それを試験片とフレームの隙間に挟
み，板の間に加えた油圧で膨らませることで試験
片を圧縮するものである．油圧は，主に電動ポン
プで供給し，ハンドポンプで微調整する．構造的
に，フラットジャッキに加えた油圧と同じ大きさ
の圧縮応力が，試験片に負荷される．

試験片は，山形県産の最上安山岩で作製した．
そのヤング率 E およびポアソン比νはそれぞれ
16.3 GPa および 0.2 である．試験片は，図 7 のよ

うに側面に対して 45°の角度で斜めに切断されて
おり，その断面が模擬断層となる．そこで，断層
の相対する面が一様に接触するように，細目の砥
石を付けたグラインダーで研削した．断層は，傾
斜方向に少し大きい長方形で 708×600 mm2 の大
きさである．実験では長いほうに断層が滑る．以
下では，長いほうと短いほうをそれぞれ断層の縦
と横とする．また，試験片の，断層より上と下の
部分をそれぞれ上側（upper）および下側（lower）
ブロックと呼ぶ．なお，Sx≥Sy なので，試験片の
下側に対して上側ブロックがせりあがる向きに断
層が滑ることになる．

試験片に負荷した Sx および Sy によって，断層
面に垂直応力σF およびせん断応力τF が生じる．
圧縮応力を負荷する試験片側面と断層のなす角が
45°なので，各応力の関係が次式で与えられる．

σF＝
Sx＋Sy

2
，τF＝

Sx－Sy

2
  （2）

したがって，Sx と Sy を同じ割合で増加させる
と，τF が一定のままでσF のみが増加し，また Sx

と Sy それぞれを同じ割合で増加および減少させ
ると，逆にσF が一定のままでτF のみが増加する
ことになる．なお，フラットジャッキに加えた油
圧として Sx と Sy を測定でき，それらを式（2） 
に代入して計算すれば，断層面のσF およびτF が
わかることになる．ただし，断層面の応力は，局
所的な材料特性のばらつきや微小な凹凸などに

図 6　断層滑り実験装置，a：装置外観，b：構成図



34 ──地震ジャーナル　80 号（2025 年 12 月）

よって多少変化するはずであり，式（2）で求め
られるσF およびτF は，断層面全体の平均的な値
となる．

注水誘発地震の要である外部流体は，上側ブ
ロックの断層面の中央に設けた注入口（inlet 
port）から断層面に流れ込む．その流体は，断層
と直交する方向に上側ブロックを貫く孔に設置し
た配管を通して，試験片の外に置いたシリンジポ
ンプから供給される．上側ブロックの断層面に
は，断層面を横断する向きで注入口と交差するよ
うに，幅と深さが 5 mm の溝が掘られている．溝
の両端は，試験片側面から約 80 mm だけ離れて
いる．この溝は，断層の滑り方をなるべく単純に
して現象を理解しやすくするために導入した．つ
まり，注入口から流入した流体は，図 7 の上段左
側にある上側ブロック正面図に青線で示したよう

に，溝に沿って流れ始め，その後に溝から出て断
層面の縦方向に流れる．また溝に沿う流動抵抗
は，断層のそれよりもはるかに小さい．その結果，
断層面に沿った流体圧分布が，断層の横方向つま
り溝と平行な方向に均一になるので，流体圧に
よって起こる断層滑りも同様に均一になって，二
次元的な滑り方になることを想定した．

注入流体は，粘性を 130 mPa・ s に調整したポ
リマー流体であり，水に少量のキサンタンガムを
混ぜて作製したものである．この流体にしたの
は，水よりも粘性の大きい流体にすることで流れ
に沿って生じる圧力勾配が大きくなり，それに
よって注入点の周囲と離れた部分の圧力差が断層
滑りに及ぼす影響を観察しやすくするためである．

また，図 7 の下段右側にある下側ブロック正面
図に示したように，F，C，B を付した 3 本の線

図 7　試験片構造，a：上側ブロック，b：下側ブロック
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に沿って，複数のひずみゲージを断層面の直下に
埋め込んだ．ここで用いたひずみゲージは，せん
断ひずみ測定用のものである．要領は図 8 のとお
りであり，溝の側面にひずみゲージを貼り付けて
からエポキシ接着剤で溝を充填した．固化したエ
ポキシ接着剤のヤング率は約 3 GPa であり，試験
片材料よりも十分軟らかく，断層面の変形に影響
しない．各ひずみゲージは，図 6b のように外に
置いたデータロガーと接続される．また，データ
の記録時間に差が生じないように，フラット
ジャッキの圧力を測定するセンサも同じデータロ
ガーに接続され，すべてのチャンネルを 10 Hz の
サンプリング周波数で同時測定した．
3．3　実 験 結 果

条件を変えて，Experiment I～III の 3 種類の
実験を実施した．断層面の違いによる影響を避け
るため，いずれの実験でも同じ試験片を用いた．
これらの実験により，断層面の垂直応力σF，せ

ん断応力τF および流体圧 P の変化で生じる断層
面の滑り挙動を観察した．実験中の各パラメータ
の変化を図 9 にまとめた．同図の上段，中段およ
び下段が，それぞれ Experiment I，II および III
の結果である．また，左列が全体であり，その一
部を拡大したものが右列である．

初めに実施した Experiment I（図 9a）では，断
層面の摩擦強度を求めることを目的として，まず．
Sx と Sy を一緒に増加させる要領でσF を 6.5 MPa
まで増加させた．次に，その状態から徐々に Sx

を増加させながら，同じレートで Sy を減少させ
た．これにより，σF を固定したまま，τF を零か
ら徐々に増加させた．その結果，τF が 2.4 MPa に
達した 645 s のときに，τF が 0.1 MPa だけ急減し
た（図 9b）．ただし，τF の急減にかかわらず，σF

は不変であった．この状況から，τF が急減したと
きに，断層全体が滑ったと判断した．その理由は
次のとおりである．式（2）の関係から，σF は不

図 8　断層面へのせん断ひずみゲージの埋め込み要領，a：ひずみゲージ構造，b：溝と貼り付け要領
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変でτF のみが 0.1 MPa だけ減少するためには，
瞬間的に Sx が 0.1 MPa だけ減少し，それと同じ
割合で Sy が増加しなければならない．しかし，
外部から供給される油圧が瞬間的に変化すること
はない．よって，そのように Sx と Sy が変化する
ためには，瞬間的にフラットジャッキの Sx を負
荷するほうの体積が増加し，それと同じ割合で
Sy を負荷するほうの体積が減少しなければなら
ない．さらに，フラットジャッキは硬いフレーム
と試験片に挟まれているので，その体積が増加あ
るいは減少するためには，フラットジャッキと接
する方向に，それぞれ試験片が収縮あるいは膨張
しなければならない．つまり，試験片が Sx の方

向に収縮し，同じ量だけ Sy の方向に膨張するこ
とになる．この現象を合理的に説明するには，上
述のとおりに断層が全体的に滑ったと考えるのが
妥当である．そのとき，Sx≥Sy の条件に応じて，
試験片の下側に対して上側ブロックがせりあがる
向きに滑れば，試験片の相対する側面が水平方向
つまり Sx の方向に近づき，同じ量だけ鉛直方向
つまり Sy の方向に離れることになる．なお，フ
ラットジャッキを満たす油の圧縮率を考慮すれ
ば，その圧力が 0.1 MPa だけ変化するためには厚
さが数μm だけ変化するはずであり，断層が滑っ
た量も同程度と推定され，断層滑りのスケール則
とも整合する．

図 9　断層面の垂直応力σF，せん断応力τF および流体圧 P の時間変化，左列（a, c, e）全体，右列（b, d, f）詳細
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Experiment I の結果から，σF が 6.5 MPa のと
きの断層の摩擦強度が 2.4 MPa であることがわ
かった．この実験が終わった後に，フレームを開
けて試験片の上側ブロックを持ち上げ，断層面を
清掃してから元に戻した．それから次の Experi-
ment II（図 9c）にとりかかり，まず Experiment 
I と同じ要領でσF を 6.5 MPa にしてから，τF を
Experiment I で判明した摩擦強度よりもやや小
さい 2.3 MPa にした．その状態を保持したまま，
2,040 s から圧力が 5 MPa となるまで断層に流体
を注入した．その結果，注入開始から 5 s が経過
した 2,045 s に，σF は不変のままでτF が 0.1 MPa
だけ急減した（図 9d）．この挙動は Experiment 
I と同様であり，2,045 s に断層全体が滑ったこと
を示している．実験後にふたたびフレームを開け
て試験片の上側ブロックを持ち上げ，下側ブロッ
クの断層面を撮影した画像が図 10 である．注入
流体が広がって濡れた部分が，濃い色になって表
れている．上側ブロックに流体注入口を横切るよ
うに設けた溝の効果で，期待どおりに断層を横切
る方向に一様となるように，流体が断層に沿って

流れたことがわかる．断層の縦方向に伸びる 3 本
の白い線は，ひずみゲージを埋め込んだ溝であ
る．黒丸は，"F"の溝に沿ったひずみゲージの
位置を表しており，溝の中心にある"F0"から，

"F＋4"および"F－4"のひずみゲージの位置ま
で流体が広がっている．ここで，位置の呼称の数
字は並びの順番である．この"F"の溝に沿って
配置された，"F＋6"から"F－6"までのひずみ
ゲージによって，流体注入中に測定されたひずみ
の時間変化が図 11 である．ただし，それぞれの
結果を比較しやすいように，2,040 s からの変化量
で示している．また，τF および流体注入圧力 P

図 10　 実験（Experiment II）の後に断層面を露出さ
せた状況

図 11　 実験（Experiment II）で測定されたせん断ひ
ずみの時間変化
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の時間変化を上段に併記した．これらの結果よ
り，2,045.5 s でτF が急減しており，同時にほぼ
すべての箇所のひずみが変化している．このこと
は，τF が急減したときに断層面全体が瞬間的に
滑ったという解釈と合致している．なお，ひずみ
の時間変化の詳細については，各曲線に添えた矢
印の意味を含めて後述する．また，図 11 におい
て 2,045.5 s からのτF の時間変化が，鉛直よりや
や傾いた線として描かれている．しかし，傾きに
応じた時間をかけてτF が変化しているわけでは
なく，データ記録間隔の事情で 2,045.6 s まで次の
プロット点がないためであり，実際には 0.1 s に
満たない時間で瞬間的に変化したはずである．

最後の Experiment III（図 9e）では，Experi-
ment II と同様に断層面を清掃した後，σF を 6.5 MPa
とし，τF を Experiment II より小さい 2.0 MPa に
設定した．その応力状態を保持した状態で 2,710 s
から断層に流体を注入した．しかしながら，この
実験では注入開始から 10 s 以上経過してもσF と
τF のいずれも一定のままで変化はみられなかっ
た（図 9f）．

4． 考　　　察

4．1　断層の滑り挙動
断層滑りを起こす駆動力は，断層面に作用する

せん断応力である．このため，断層が滑ると，そ
の位置のせん断応力が低下する．この原理に従っ
て，先に示した図 5 の数値シミュレーション結果
では，流体圧が最も大きくなる断層中心におい
て，せん断応力が初期値から最も大きく減少して
いる．ただし，断層周りの岩体が受け持たなけれ
ばいけない力は変わらない．このため，滑った部
分で減少した分のせん断応力が再配分されて，そ
の周囲のまだ滑っていない部分が受け持つことに
なる．これが，図 5 において断層中心から左右に
少し離れた位置のせん断応力が，初期値よりも大
きくなって，上に凸の山型の分布になっている理
由である．また，滑り領域の先端付近でせん断応
力がピークになっている．流体圧の大きい領域が
さらに広がれば，滑る領域も広がって先端が移動

する．その結果，せん断応力が初期値より大きい
山型分布が，断層中心からさらに離れることにな
る．これを踏まえれば，断層に固定した位置から
見たときのせん断応力の時間変化は，図 12 に模
式的に示した，A あるいは B のいずれかのパター
ンとなる．A は流体注入点の付近の場合であり，
時間とともに一方的に小さくなっていく．これに
対して B は流体注入点から離れた位置の場合で
あり，滑り領域の先端が近づくにつれて初期値よ
り大きくなっていき，先端と重なったところで
ピークに達し，それ以降は同先端が遠ざかるにつ
れて小さくなっていく．ここで，せん断応力を剛
性率（E/2（1＋ν））で割ったものがせん断ひずみ

（正しくは工学ひずみ）であり，両者は正比例の
関係にある．したがって，せん断ひずみも図 12
と同様に変化することになる．一方，滑った領域
のせん断応力には下限があり，式（1）に従って
次のように与えられる．まず流体注入によって P
は変化するが，σF は変わらない．また，P は断
層に流体が流入した位置の圧力 Pi を超えること
はない．よって，滑った領域のせん断応力の下限
は，μ（σF－Pi）となる．ただし，これは摩擦係
数μが滑り運動と無関係の場合である．一般的
には，停止と運動している状態では摩擦係数が異
なり，前者よりも後者のほうが小さくなる．この
場合，滑った領域のせん断応力の下限は，上記よ
り小さくなってμd（σF－Pi）となる．ただし，運
動状態の摩擦係数の下限をμd とした．

図 12 の関係を踏まえれば，Experiment II で
測定された図 11 のせん断ひずみ変化から，流体
注入に伴って発生した断層の滑り挙動を理解する

図 12　 断層に固定された位置から見たときのせん断ひ
ずみの時間変化挙動
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ことができる．まず F0 は，流体注入口を通る溝
と交差している場所なので，流体注入点に相当す
る位置にある．たしかに F0 のせん断ひずみは，
2,042.7 s からしだいに小さくなっており，図 12
の Type A のパターンで変化している．一方，
F0 から離れた位置にある F＋2～F＋4 および 
F－1～F－4 のひずみ変化には，途中に上に凸の
山型の分布が現れており，Type B のパターンと
なっている．また，F0 から離れる位置ほど遅れ
てピークが現れており，F＋4 と F－4 では断層
面全体が瞬間的に滑った時間（2,045.5 s）とピー
クがほぼ重なっている．これらの観測事実および
図 12 のひずみ変化とせん断滑りの関係を勘案す
れば，断層面への流体注入によって 2,042.7 s に
F0 の位置から断層が滑り始め，時間とともに滑
り領域が徐々に周囲に広がり，その先端が F＋4
と F－4 に達した直後に，滑り領域が瞬間的に拡
大して断層面全体が滑ったと考えられる．この解
釈は，図 10 の画像で"F＋4"および"F－4"の
位置まで流体が広がっていることと合致する．こ
こで，流体が到達した広さは，断層面全体の約
20％である．よって上記の結果は，2,045.5 s から
0.1 s に満たない時間で，断層面の 20％から 100％
まで，流体圧が伝播した範囲を超えて滑り領域が
高速で拡大したことを示している．同様な現象が
実フィールドのスケールで起これば，有感規模の
地震になり得る．
4．2　高速滑りのメカニズム

流体を注入した Experiment II および III にお
いて，II では注入後半で断層面全体が滑ったが，
III では起こらなかった．両者の実験条件の違い
はτF の設定値だけであり，II では 2.3 MPa だっ
たのに対して，III では 2.0 MPa であって II より
も 0.3 MPa だけ小さかった．また，Experiment I
の実験から，本実験で用いた断層の摩擦強度が
2.4 MPa であること，つまりτF が 2.4 MPa になっ
たときに，流体注入なしに断層全体が滑ることが
わかっている．よって，τF の設定値が II では摩擦
強度よりも 0.1 MPa だけ小さく，III では 0.4 MPa
だけ小さかったことになる．

一方，前節で説明したように，Experiment II

では断層面全体に及ぶ滑りが発生する前に，せん
断ひずみ‒時間曲線に上に凸となる山型の分布が
現れ，そのピークの位置が時間とともに流体注入
点から離れていく様子が観測されている．この現
象は，断層が滑って解放されたせん断応力が再配
分されて，滑り領域の先端に集まるために起こる
と考えられる．これが正しければ，滑り領域が拡
大するにつれて，再配分されるせん断応力が増え
るので，山型分布のピークが高くなっていくはず
である．その傾向が実際に図 11 の結果に現れて
おり，断層面全体が滑る直前にはピークの高さ
が，10 με程度まで大きくなっている．その値は
応力に換算すると 0.1 MPa 程度になる．さらに，
その大きさは，断層面の摩擦強度と Experiment 
II で設定したτF の差に等しい．したがって，せ
ん断応力が増加して摩擦強度にほぼ等しい状態と
なるので，滑り領域がさらに広がるはずである．
しかし，この場合はせん断応力と摩擦強度が釣り
合ったまま滑ることになり，やがて滑りが止まっ
てしまう．このため，それ以上の滑り領域の拡大
には，やはり流体圧の伝播が必要になる．一方，
前節でも述べたように，停止している状態と運動
している状態で摩擦係数が異なれば，新たな滑り
が起こっただけで高速すべりが発生する可能性が
ある．このことを示したのが図 13 である．つま
り，流体の注入によって注入点付近の流体圧が上
昇し，それに伴って静的摩擦強度が低下する（図
13a）．やがて静的摩擦強度がせん断応力まで低下
すると，動的すべりが発生する．その結果，滑っ
た部分のせん断応力が動的摩擦強度まで低下する

（図 13b）．そして，その低下した分が進展した滑
り領域の先端に再配分され，さらに滑りが拡大す
る（図 13c）．このせん断応力の再配分と滑り発
生の正のフィードバックには，流体圧の伝播を必
要としない．その結果，流体圧が伝播した領域を
超えて，断層滑りが高速に広がっていくことにな
る（図 13d）．そして，その現象が実際に Experi-
ment II で起こったと考えられる．これに対して
Experiment III では，τF の設定値と摩擦強度の
差が 0.1 MPa よりも数倍大きかったため，同様な
現象が起こらなかったと考えられる．
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5． ま　と　め

注水誘発地震は，天然ガス・オイル開発を目的
として，掘削した坑井を通して地下岩体に流体圧
を負荷する行為に伴って起こる地震である．これ
は，流体圧が何らかの経路をたどって断層に到達
し，それが断層を滑らせるために発生すると理解
されている．場合によって有感規模になることも
あり，そのためには少なくとも数百 m の長さの
断層全体が瞬間的に数 mm 滑らなければならな
い．ただし，自然の構造である断層が全体で一様
の状態になることはあり得ないので，全体が同時
にではなく，一部で起こった断層滑りが急速に周
囲に拡大すると考えられる．しかし，その速度に
比べると，断層に沿った流体圧の広がり方ははる
かに低速である．このため，有感規模の注水誘発
地震が起こるためには，流体圧力が伝播した範囲
を超えて，滑り領域が高速に拡大するようなメカ

ニズムが必要になる．それを明らかにするため
に，流体注入による断層滑りを再現する室内実験
を行った．その結果，断層面に負荷したせん断応
力が摩擦強度に近く，両者の差が 0.1 MPa 程度の
とき，断層面の 20％から 100％まで，流体圧が伝
播した範囲を超えて滑り領域が高速で拡大する現
象が確認された．また，高速滑りが発生する前に，
断層面のせん断ひずみ─時間曲線に上に凸となる
山型の分布が現れ，そのピークの位置が時間とと
もに流体注入点から離れていく様子が観測され
た．この現象は，断層が滑って解放されたせん断
応力が再配分されて，滑り領域の先端に集まるた
めに起こると考えられる．さらに，断層面全体が
滑る直前にはピークのせん断ひずみが，せん断応
力に換算すると 0.1 MPa に相当する大きさであ
り，上記のせん断応力の設定値と摩擦強度の差に
近かった．一方，停止している状態と運動してい
る状態で摩擦係数が異なれば，新たな滑りが起
こっただけで，その部分のせん断応力が低下す

図 13　流体圧を要せずに断層滑りが拡大するメカニズム
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る．そして，その低下した分が進展した滑り領域
の先端に再配分され，さらに滑りが拡大する．こ
のようなせん断応力の再配分と滑り発生の正の
フィードバックには，流体圧の伝播を要しない．
その結果，流体圧が伝播した領域を超えて，断層
滑りが高速に広がっていくことになり，それが実
際に実験に現れたと考えられる．本実験の結果
は，流体注入による断層滑りが有感地震の規模で
起こるためには，自然状態において断層面のせん
断応力が摩擦強度にそうとう近い状態であること
を示している．なお，実験の詳細はオリジナルの
論文（Ito et al., 2024）を参照されたい．
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1． は じ め に

　大多数の地震は，固着していた断層が破壊さ
れ，急激にすべる（食い違う）ことによって引き
起こされるものである．その際に放出される地震
波や生じる地殻変動・津波の観測，およびそれら
から得られるデータの解析により，その地震がど
のような特徴を持ち，どのような過程を経て発生
に至ったのかも明らかにされつつある．
　一方で，地震の本質である断層の破壊過程や岩
石の摩擦特性については直接的に観察することが
きわめて困難であることから，主に実験室内での
岩石摩擦実験により理解が深められてきた．たと
えば，固着している断層が破壊される際には，断
層全面が同時に破壊されるのではなく，断層上の
一部から始まった破壊の領域がある臨界サイズに
達するまでは安定的に広がり，そのサイズを超え
たところで破壊領域が加速度的に拡大する，いわ
ゆる震源核形成過程を経て地震に至ることが実験
によって確認され，その過程の詳細が調査された

（e.g., Ohnaka and Kuwahara, 1990）．また，一般
には，摩擦の強さを示す摩擦係数には物体が静止
した状態における静止摩擦係数と動いている状態
での動摩擦係数の 2 種類があるとされているが，
実際にはすべらせる速度や履歴に依存することが
実験的に示され，その結果に基づいて構築された
速度-状態依存摩擦則（e.g., Dieterich, 1979; Ruina, 
1983; Marone, 1998）が，地震をはじめとするさま
ざまな自然現象の再現や予測に役立てられている．
　このように，岩石摩擦実験は地震発生過程の理
解に向け大きく貢献してきたが，従来の実験では
数センチメートル程度の小型試料が使用されるこ
とが多く，そのサイズで明らかとなった摩擦特性
を数 100 キロメートルサイズの自然断層に直接適

用できるかどうかいまだ不明である．また，自然
断層における複雑な地震発生過程を再現し調査す
ることにも限界があった．そこで防災科学技術研
究所（以下，防災科研）は，これらの課題を克服
するため，大型の岩石試料を使用可能な岩石摩擦
試験機を開発し，地震発生過程の本質的な理解に
向けた実験研究を進めてきた．本稿では特に，断
層面の不均質性が地震の初期過程とそれに付随す
る現象に与える影響について調査した実験研究を
紹介する．

2． 大型岩石摩擦試験機

　岩石摩擦実験では通常，岩石試料ペアの接触面
（模擬断層面）へ垂直荷重（断層面を押さえつけ
る力）を載荷した後，片側の岩石試料の側面に荷
重を載荷し，断層面へせん断荷重（断層をすべら
せるための力）を与える．すると，試験機や断層
の剛性にもよるが，しばしば断層がすべっては止
まるスティックスリップイベントが繰り返し発生
する．スティックスリップは日常的にもよく見か
けられる現象であるが，その力学メカニズムはあ
る 1 つの自然断層で地震が繰り返し発生すること
と同等と考えられている（Brace and Byerlee, 
1966）．防災科研が所有する大型岩石摩擦試験機
を使った実験でも基本的にスティックスリップが
発生し，模擬断層全体がすべった際を本震と見な
して解析を行っている．
　実験ではインド産の変はんれい岩ブロック 2 本
を岩石試料として使用し，上下に積み重ねて試験
機フレーム内に収めている（図 1）．模擬断層面
の長さは 1.5 m，幅は 0.1 m である．世界には，
数が少ないものの，このような大型岩石試料を使
用可能な摩擦試験機が数台存在している．しかし
防災科研の大型試験機は，つくば本所の大型振動

地震発生過程の理解に向けた大型岩石摩擦実験研究
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台を動力として用いている点で特徴的であり，そ
れにより他の試験機と比較して大型岩石試料を大
きく（最大 0.4 m），かつ速く（最大 1 m/s）すべ
らせることが可能である．このことは，模擬断層
面を粗く発達させ自然に不均質を作る点で特に有
効である．断層面に加わっている巨視的な荷重は
荷重計を使って測定されているが，局所的に発生
している現象をモニターするため，ひずみゲージ
と弾性波センサーが岩石試料側面の断層沿いに多
数設置されている．これらにより，局所的な応力

（力が働く面と力の方向の情報も含む単位面積あ
たりの力）や，断層面上で発生する極微小な地震
活動がモニターされている．その他の試験機の詳
細は Fukuyama et al.（2014）等を参照されたい．

3． 断層面不均質の成長にともない複雑化 
する震源核形成過程

　スティックスリップイベントを本震と見なす実
験では，繰り返し発生するイベント同士が干渉し
ないよう互いに孤立させ，自発的に発生・発展す
る断層破壊過程を詳細に観察したいため，可能な
かぎり低速でせん断荷重を載荷する．具体的には
0.01 mm/s の速度で大型振動台を図 1 の紙面左方
向（西方向）に移動させ，1 つの実験で約 7 mm
の相対変位量を与える．岩石試料ペア LB12 を用

いた実験では下側の試料の北側側面に 32 個のひ
ずみゲージ（STT01～STT32）を装着してせん
断応力を計測した．図 2 に示しているのは，模擬
断層全体が破壊する本震直前の，STT02 から
STT31 までのひずみゲージによって求められた
断層面上のせん断応力（断層をすべらせようとす
る応力）の時空間発展である．せん断応力の一時
的な増加は断層の破壊領域先端での応力集中によ
るものであり，それが破壊域の拡大にともなって
双方向へ加速度的に伝播していく様子，すなわち
冒頭で述べた震源核形成過程が示されている．
　このような震源核形成過程は断層面の粗さが発
達するにつれ複雑化する．ここでは，このことを
明らかにするために行われた Yamashita et al. 

（2018）の研究例を紹介する．かれらの研究では，
同一の岩石試料ペア LB12 を用いて LB12-001 か
ら LB12-013 の 13 回の実験が行われた．多くの
回では使用した岩石試料ペアおよび載荷条件を平
均垂直応力 6.7 MPa，載荷速度 0.01 mm/s とした
が，断層面の不均質化を加速させるために，5 回
目（LB12-005）と 10 回目（LB12-010）の実験で
は 1 mm/s の載荷速度で 0.4 m の変位量を与え
た．そのような高速かつ大変位でせん断させる
と，図 3a～c に示すように断層面に条線が発生す
る．実際には条線とともに摩耗物（ガウジ）も生
成されるが，基本的に次の実験前にすべて回収し
ている．それでも実験を重ねるごとに条線の数が
増え，発達し，断層面の不均質性が増加していく．
実験を繰り返したことにより断層面の粗さが発達

図 1　 防災科研の大型振動台を利用した岩石摩擦
試験機の模式図（Yamashita et al.（2018）
を改変）．紙面右方向が東，左方向が西．岩
石試料ペア LB12 を用いた実験では，局所
的な応力のモニターのため，下側試料の北
側側面に 32 個のひずみゲージ（STT01～
STT32）が設置されている

図 2　 ひずみゲージを使った計測から得られた本
震直前の局所せん断応力変化の例（Yama-
shita et al.（2018）を改変）．準静的に拡大
する破壊領域が臨界サイズに達した後に加
速度的に拡大する震源核形成過程が確認で
きる
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し不均質性が異なる状態で行われた 3 つの実験
（LB12-002（滑らか），LB12-007（やや不均質），
LB12-012（かなり不均質））の震源核形成過程を
比較した．各実験とも，載荷速度一定で変位を加
えていくと多数のスティックスリップイベントが
発生するが，断層面の不均質の程度の違いによっ
てこれらのイベントの発生場所や発生時期に，以
下に示すような違いが生じる．
　断層面に明瞭な条線がまだ発生していない
LB12-002 では，断層破壊が開始し震源核が形成
される場所が断層西端から 700 mm 付近にほぼ固
定されている上（図 3d），破壊開始の時刻も再来
周期の 10% 以下の直前に集中しており（図 3g），
非常に再現性が高いことが分かる．実際の実験の
状況に合わせ，岩石形状やその弾性的性質，荷重
を加える位置や固定部等の境界条件を設定した有
限要素法モデリングを実施して断層の破壊が開始
しやすい位置を確認したところ，断層西端から
400～700 mm となり，LB12-002 の実験結果と調
和的であることが分かった．このことは LB12-
002 のような断層面が滑らかな場合は，断層の破
壊開始時刻と場所が予測可能であることを示して

いる．実際の断層がこのような状況であれば，地
震発生予測の観点からは好ましいと言える．しか
しながら，断層面の不均質が増加するとともにこ
の状況は変わっていく．
　断層面の不均質性がやや増した LB12-007 にお
ける震源核形成の位置と時刻は，全体的な傾向と
しては LB12-002 と類似しているものの，東側で
震源核形成するイベント（図 3e）や，断層破壊
が始まって本震に至るまでの時間が長いイベント

（図 3h）が発生し始めた．さらに不均質性の増し
た LB12-012 では，巨視的な載荷条件により予測
される地点から大きく外れた断層中央付近で断層
破壊が始まり（図 3f），さらに破壊開始から本震
に至るまでの時間も大きくばらついて再来周期の
40% に至るイベントもあった（図 3i）．これらの
結果は，不均質性が増加すると巨視的な載荷条件
よりも局所的な応力および摩擦条件のほうが支配
的になり，どこから断層が破壊し始めるかの予測
が困難な上，かりに破壊開始を検知できてもいつ
本震に至るのかを知ることが難しいことを示して
いる．

図 3　 （a）LB12-002，（b）LB12-007，（c）LB12-012 の実験後，ガウジを取り除いた後の断層面の中央
付近の同じ位置における代表的写真．（d）LB12-002，（e）LB12-007，（f）LB12-012 における断
層破壊開始位置の頻度分布．（g）LB12-002，（h）LB12-007，（i）LB12-012 における断層破壊開
始時刻の頻度分布．ただし本震発生までの時間をスティックスリップイベントの再来周期によっ
て規格化している（Yamashita et al.（2018）を改変）
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4． 断層面不均質が制御する前震活動と 
地震の始まり

　室内実験の利点の 1 つは，発生する現象をごく
近傍で観察し，そこで得られたデータに基づいて
現象の詳細を把握できることである．しかし自然
環境ではそのような観測は容易ではないため，代
わりに，断層やその周辺で発生している地震活動
から，原位置の状況やそこで起きている現象の理
解が進められている．たとえば，微小地震の規模
別頻度分布を調べることで，その統計的特徴から
b 値と呼ばれるパラメータを得ることができる．
室内実験等の結果から，b 値は断層周辺の平均的
な応力と負の相関がある（応力が大きいと b 値が
小さい）ことが知られている（e.g., Scholz, 1968; 
Goebel et al., 2013）．また，応力変化に伴い時間
変化することも知られており，巨大地震前に将来
の震源域で b 値が低下したという報告もなされて
いる（e.g., Nanjo et al., 2012）．したがって，室内
実験で発生する現象を稠密な測定で把握するとと
もに，極微小地震を自然地震と同様の手法で解析
することで，地震観測を通した自然地震の発生過
程の理解に貢献できると期待される．ここでは，
地震の始まり方やそれに付随して発生した極微小
地震，すなわち前震の様式が断層面上の不均質性

によって制御されることを示した Yamashita et 
al.（2021）を紹介する．
　前章で紹介したとおり，防災科研の大型摩擦実
験では回数を重ねるごとに模擬断層面上の条線が
増え不均質性が増していき，震源核形成過程が複
雑化していく．それではさらに不均質性が増した
断層ではどのように地震が始まるのだろうか？．
この疑問に答えるため，通常は実験によって生成
されたガウジをすべて回収して次の実験を開始す
るところを，高速かつ大変位の実験で生成された
大量なガウジを残した状態で実験（LB12-011）
を実施した．この実験と，前章では最も不均質な
断層として取り扱われたが，実験前に既存のガウ
ジが存在しない比較的均質な状態で開始した実
験，LB12-012 とを比較する．どちらも平均的垂
直応力 6.7 MPa，載荷速度 0.01 mm/s で行われた
実験である．
　図 4a，b は，それぞれ LB12-012 および LB12-
011 の前後に撮影した写真を画像解析し推定した
ガウジの分布であり，LB12-011 において大量な
ガウジが模擬断層面上に不均質に分布しているこ
とが明らかである．また，図 4c，d は，弾性波セ
ンサーを使った計測から推定された，LB12-012
および LB12-011 中に発生した前震の位置と規模
を示している．図 4a および図 4b とそれぞれ比
較すると，ガウジと前震の位置が調和的であるこ

図 4　 （a）LB12-012 および（b）LB12-011 における実験後のガウジ分布．（c）LB12-012 および（d）LB12-
011 における前震の震源分布（Yamashita et al.（2021）を改変）
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とが分かる．これは模擬断層面上のガウジの盛り
上がりに応力が集中し，それが部分的に破壊する
ことで前震が発生したためと考えられる．これら
の前震の規模はモーメントマグニチュード（Mw）
で－7.0 から－4.5 と，自然地震に比べるとはるか
に小さい．それぞれの規模別頻度分布から b 値を
求めると，LB12-012 では 0.46±0.03，LB12-011 で
は 0.33±0.02 という結果になった．LB12-011 の
ほうで小さい b 値が得られたのは，断層面上に応
力が集中するガウジがより多く存在している状況
を反映していると考えられる．

　次に，それぞれの実験でどのように本震が始
まったのかについて比較する．図 5a は，比較的
均質な LB12-012 の，ある本震直前における断層
面上のせん断応力の時空間発展である．前章でも
確認されたとおり，震源核形成過程を経て本震が
発生している．この過程に伴う断層すべりはプレ
スリップと呼ばれ，プレスリップモデルは地震の
始まり方の有力なモデルの 1 つである．また，図
5a 中の白丸は前震の時空間分布を示す．局所せ
ん断応力の時空間発展と比較すると，破壊領域先
端の通過に伴って発生しており，前震がプレス
リップの副産物であることが分かる．
　一方，比較的不均質な LB12-011 の本震直前

（図 5b）では，図 5a に見られたような明瞭な震
源核形成過程は確認できない反面，前震の数と規
模が本震の発生時刻に向かって加速度的に増加し
ている様子が示されている．また，前震の発生に
伴ってせん断応力が局所的に解放され，それが周
囲に再分配されていることも分かる（図 5c）．こ
の再分配され増加した応力により前震がドミノ倒
しのように次々と引き起こされ，本震に至ったと
考えられる．したがって LB12-011 では，プレス
リップモデルとは異なり，前震が本震発生におけ
る主要な役割を果たしていると言える．このドミ
ノ倒しのような応力再分配が要因となって本震に
至るものはカスケードアップと呼ばれ，地震の始
まり方のもう 1 つの有力なモデルである．
　LB12-011 の前震活動についてはもう 1 つ興味
深い特徴が明らかとなっている．図 6 は各ス
ティックスリップのサイクルを再来周期で規格化
し，本震発生までの規格化時間を基準として，発
生した前震数が同数になるように 5 つの規格化時
間帯（P1-P5）に分けた上で，それぞれの時間帯
で発生した前震カタログで b 値を計算し，巨視的
なせん断応力と比較したものである．載荷速度は
一定のため，せん断応力は時間に対しほぼ線形に
上昇するが，図 6 では時間軸を対数で示している
ため，歪んで表示されていることに注意が必要で
ある．この結果によると b 値はサイクルを通じて
減少し続けており，P3 までの減少は前述したと
おり b 値と応力が負の相関を示す特徴で説明でき

図 5　 （a）比較的均質な LB12-012，および（b）
比較的不均質な LB12-011 における本震直前
の局所せん断応力変化（カラーマップ）と
前震の時空間分布（白丸）．（c）（b）の本震
直前をさらに拡大した図（Yamashita et al. 

（2021）を改変）．LB12-012 では明瞭な震源
核形成過程が確認でき，前震は破壊領域の
拡大に伴って発生していることが分かる．
一方，LB12-011 ではそのような過程は見ら
れず，前震の数と規模が加速度的に増加し
本震に至っている
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る．しかしながら，せん断応力が最大に達した後
の P4-P5 の時間帯においても b 値は減少し続け
ており，それほど単純ではないことが示唆され
る．おそらく，外部からの応力載荷が最大に達し
た後も，前述した自発的な応力再配分が加速度的
に進んでおり，破壊されずに残っている断層部分
の応力が上昇し続けている状況を反映して b 値が
減少し続けているものと考えられる．
　以上のように，載荷条件が同じであっても断層
面の不均質性によって地震の始まり方が大きく異
なりうることが示された上，地震活動を通してそ
の状況を把握しうることが示された．

5． お わ り に

　本稿では，防災科研の大型岩石摩擦試験機を用
いた実験から明らかとなった，断層面不均質が地
震の初期過程やそれに付随する現象に与える影響
を紹介した．Xu et al.（2023）はさらに，不均質
が断層強度や破壊の伝播過程に与える影響につい
ても明らかにしている．一般に，摩擦実験で模擬
断層面へ適度な不均質を導入することは容易では
なく，さらに，その影響を評価するには，不均質
と同程度の空間分解能での計測が求められる．こ
うした点を踏まえると，大型岩石試料を用いた摩
擦実験の意義は大きいと言える．
　なお，Yamashita et al.（2018）では最初は均
質だった断層面が実験とともに粗く発展し，不均
質性が増加する過程が示された．このような過程

は他の室内実験でも確認されているが（e.g., 
Brodsky et al., 2020），自然の断層では逆に成熟
とともに均質化していくことが予想されるため，
その点は注意が必要である． 
　本稿で紹介した試験機は，防災科研が最初に開
発した大型岩石摩擦試験機であり，いわば第一世
代の試験機である．その後，模擬断層面が長さ
4.0 m，幅 0.1 m となる岩石試料ペアを使用可能な
第二世代大型岩石摩擦試験機が開発され，震源核
形成に伴う前震の特徴がさらに詳細に調査された

（Yamashita et al., 2022）．さらに 2023 年には，
模擬断層面の長さが 6.0 m，幅が 0.5 m という，
確認できる範囲では世界最大の実験が可能な第三
世代大型岩石摩擦試験機が開発された．現在この
第三世代試験機が主力となり，さまざまな実験研
究が進められている．その特徴の 1 つとして，垂
直荷重を与えるジャッキが 6 台に増えた上，それ
ぞれ個別に制御可能なことがあげられる．この機
能により，断層面上の垂直応力分布をある程度自
由に設定できるようになり，断層の部分破壊等の
複雑な現象が実現できている．今後，さらに現実
的な断層破壊が再現され，そのメカニズムの理解
が進むと期待される．
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1． は じ め に

　地震に伴う揺れや被害の大きさおよびその分布
を，発災直後に把握することは，適切な初動対応
を行う上できわめて重要である．この目的で用い
られる地震動指標のうち，日本において最も広く
普及しているのは震度（計測震度）である．震度
は，多くの機関が初動対応の基準として用いてい
るだけでなく，国民の多くが震度と揺れや被害の
程度を結びつけて理解していることから，防災上
きわめて大きな役割を果たしている．従来，震度
は体感や被害状況に基づいて定められていたが，
1996 年に行われた震度の計測化により震度計が
自動算出する計測震度に基づいて定められること
になった．なお，震度計は計測された強震動から
計測震度を算出する機能を持つもので，強震計の
一種に分類できる．本稿でたんに強震計と言う場
合は震度計も含むものと考えられたい．
　震度の計測化は地震発生直後の初動対応の迅速
化に大きな役割を果たした．しかしながら，計測
震度は一定の時間幅（多くの場合 1 分間）の地震
動記録を蓄積した後に算出されるため，速報性が
求められる用途には必ずしも適していない．計測
震度の算出方法は，平成 8 年気象庁告示第 4 号

（気象庁，1996）において定められており，次の
ように演算される．まず震度計においてディジタ
ル加速度記録 3 成分（水平動 2 成分，上下動 1 成
分）のそれぞれのフーリエ変換を求める．次に地
震波の周期による影響を補正するフィルタを掛け
て逆フーリエ変換を行い，時刻歴の波形に戻す．
得られたフィルタ済みの 3 成分の波形をベクトル

的に合成し，その波形の絶対値がある値 a 以上と
なる時間の合計を計算したときに，これがちょう
ど 0.3 秒となるような a を求める．この a を用い
て式 I＝2 log（a）＋0.94 に代入する．計算された I
の小数第 3 位を四捨五入し，小数第 2 位を切り捨
てたものを計測震度とする（詳細は気象庁 Web
を参照のこと）．この手法では，一定時間蓄積し
た地震記録を周波数領域でフィルタ処理すること
が必要となる．このため，逐次的に得られる地震
記録に対して連続的に値を算出することはできな
い．この制約を補う手法として，解析区間を移動
させながら，地震の有無にかかわらず計測震度を
連続的に算出する方法も提案されている（石垣，
2006）．しかし，この方法は多数のフーリエ変換
を必要とするため，強震計において 0.01 秒ごと
などの高頻度で値を得ることは困難である．
　一方で，正式な定義に基づく計測震度ではなく
とも，迅速に得られる概算値が十分有用な場合も
あり，この目的のためにいくつかの試みがなされ
てきた．たとえば，最大加速度など実時間で容易
に計算可能な強震動指標から回帰式を用いて計測
震度を概算する手法が提案されている（中村，
2003; 鈴木・島村，2003; 石垣，2006，など）．石
垣（2006）はさまざまなデータ間の相関関係に基
づいて複数の回帰式を作成し，赤池の判断基準
Akaikeʼs  Information Criterion（AIC）（Akaike, 
1974）を用いて比較した．その結果，計測震度を
I，最大加速度（3 成分合成値）を A，最大速度（3
成分合成値）を V，スペクトル振幅補正係数をθ
として
　　I＝1.0258＋1.4578 logA
　　　 ＋0.45521 logV＋1.6089 logθ

震度のリアルタイム演算法

㓛刀　卓
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が最良な回帰式であるとしている．しかし，これ
らの回帰式は計測震度の本来の算出過程を大幅に
簡略化したものであるため，その計算精度や適用
範囲には自ずと限界が存在する．
　このように，計測震度の実時間概算に関して
は，計算精度と迅速性を両立した演算法はいまだ
存在しなかった．われわれは，この状況を改善す
ることを目的として，時間領域の近似フィルタを
用い，他の強震動指標を介することなく計測震度
演算を直接リアルタイム化する方法（㓛刀ほか，
2008）を考案した．さらに，㓛刀ほか（2013）に
おいて近似フィルタの精度改善を行い，その結
果，高い計算精度と迅速性を兼ね備えた計測震度
の実時間概算方法（震度のリアルタイム演算法）
を確立した．強震動指標の多くは，強震記録に対
してフィルタ処理（積分や応答計算等を含む）を
施し，一定区間における最大値を算出する手法を
採用している．計測震度の場合は，さらに継続時
間の考慮が必要となる．計測震度を逐次的に計算
する際の課題は，高速フーリエ変換による周波数
領域でのフィルタ演算が不可欠である点にある．
われわれが考案した演算法は，周波数領域のフィ
ルタ処理の代わりに，複数段の再帰型フィルタを
用いて時間領域で近似的なフィルタ処理を行うこ
とを特徴とする．当然ながら，この方法により求
められる計測震度は，本来の値とは異なる概算値
である．本稿では，われわれが開発した震度のリ
アルタイム演算法（本演算法）の概要を示すとと
もに，いくつかの応用事例について紹介する．

2． 演算法の概要

2．1　近似フィルタの作成
　計測震度の算出方法は，前節で述べたように，
平成 8 年気象庁告示第 4 号に定められており，そ
の算出にはフーリエ変換を用いた地震記録のフィ
ルタ処理が必要である．しかし，この処理には地
震波形を一定時間蓄積する必要があるため，刻々
と測定される地震記録に対して連続的に値を算出

することはできない．すなわち，計測震度演算に
おいては周波数領域のフィルタ処理が実時間処理
を阻害している．一方，計測震度算出の手順を改
めて検討すると，フィルタ波形を実時間で得るこ
とができれば，それ以降のすべての手順は実時間
で実行可能であることが分かる．フィルタ波形を
実時間で得るためには，時間領域でのフィルタ演
算が必要となる．しかし，気象庁告示で定められ
ている周波数領域のフィルタは，振幅特性に周波
数の指数関数や非整数次項を含むため，通常の実
時間処理に適用可能な時間領域フィルタに変換す
ることはできない．よって，計測震度演算に用い
る周波数領域のフィルタ特性は，時間領域のフィ
ルタでは厳密に再現することは不可能である．し
かし，近似的な特性を持つフィルタを用い，十分
な精度でフィルタ波形を得ることができれば，速
報のための概算用途には問題がないと考えられる．
　図 1 には，㓛刀ほか（2013）にて提案した近似
フィルタの振幅特性と，気象庁告示で定められた
本来のフィルタ振幅特性を併せて示している．近
似フィルタ設計においては，振幅特性のみを目標

図 1　 フィルタの振幅周波数特性の比較．（A）㓛
刀ほか（2013）に基づく近似フィルタ．（B）
気象庁告示に基づくフィルタ．（C）A の B
に対する相対特性．㓛刀ほか（2013）と同
一のデータに基づき再作図
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とし位相特性の近似は行っていない．その理由
は，対象とする元のフィルタが，零位相特性（線
形位相特性の特別なケース）を持つためである．
零位相特性を持つフィルタは，ある時刻の出力
データを得るために未来時刻の入力データを必要
とするため因果律を満たさない．リアルタイム処
理に必要となる因果律を満たした時間領域フィル
タを設計する場合，FIR（Finite impulse response）
フィルタおよび IIR（Infinite impulse response）
フィルタのいずれであっても，零位相特性を再現
することは不可能である．このため，本手法では
振幅特性のみを近似対象とし，位相特性は考慮外
とした．図 2 および図 3 は，作成した近似フィル
タと計測震度演算本来のフィルタを実際の強震記
録に適用した例である．図 2 には，比較的長周期
成分が卓越する強震動の例として，2004 年中越
地震（M 6.8，深さ 13 km）の K-NET 小千谷観測
点（NIG019）の東西動を示している．一方，図
3 には，短周期成分が卓越する強震動の例として，
2003 年 宮 城 県 沖 地 震（M 7.0， 深 さ 71 km） の
K-NET 牡鹿観測点（MYG011）の南北動を示し
ている．それぞれ，上段が加速度原記録，中段が
FFT を用いて本来のフィルタを周波数領域で適
用した波形，下段が近似フィルタを時間領域で適
用した波形である．いずれの例においても，フィ

ルタ波形は大局的に一致しており，近似フィルタ
を用いた計測震度演算が実用的な精度を有するこ
とが期待される．
2．2　計測震度の即時概算
　本来の計測震度の演算では，3 成分のフィルタ
波形をベクトル合成して振幅時系列を得た後，こ
の振幅時系列から継続時間の合計が 0.3 秒となる
振幅値を求め（以下，継続時間判定処理という），
この値をもとに計測震度を算出している．告示に
基づく計測震度算出において，現行で運用されて
いる震度計での設定では，60 秒間のフィルタ波
形が得られるごとに継続時間判定処理を行うた
め，60 秒ごとの値しか得られない．一方，時間
領域フィルタを用いて実時間処理でフィルタ波形
を得られれば，つねに最新の 60 秒間を対象とし
て継続時間判定処理を行うことが可能となる．こ
れにより，任意のタイミングで計測震度の概算値

（近似フィルタを用いるため概算値と表現する）
を得ることが可能となる．たとえば，サンプリン
グ周期 0.01 秒で加速度記録が得られれば，最大
で 0.01 秒ごとに計測震度の概算値を算出できる．
　 図 4 に は， 上 記 方 法 を 2004 年 中 越 地 震 の
K-NET 小千谷観測点（NIG019）の強震記録に適
用して得られた計測震度の概算値を示す．この例
では，加速度記録がサンプリング周期 0.01 秒で

図 2　 近似フィルタの適用例（2004 年中越地震時
の K-NET 小千谷（NIG019）観測点の東西
動）．上段から，原記録，気象庁告示に基づ
くフィルタの適用波形，近似フィルタの適
用波形

図 3　 近似フィルタの適用例（2003 年宮城県沖地
震時の K-NET 牡鹿（MYG011）観測点の南
北動）．上段から，原記録，気象庁告示に基
づくフィルタの適用波形，近似フィルタの
適用波形
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取得されているため，概算値は 0.01 秒ごとの時
系列となっている．概算値の時系列は，最新 60
秒間を対象とする継続時間判定処理の効果によ
り，最大値に達してからおおよそ 60 秒間その値
が維持される特徴を持つ．この時間的な最大値
が，60 秒間の地震記録を対象とした本来の計測
震度（Ijma）の概算値に相当する．以下，この値
を計測震度概算値（Iapx）と呼ぶ．図 4 の例では，
計測震度概算値（Iapx）は 6.710 である（計測震度
は通常小数点以下 1 位まで表示されるが，本稿で
は手法の検討のため小数点以下 3 位まで表示して
いる）．一方，本来の定義に基づく計測震度（Ijma）
は 6.732 であり，その差は 0.022 である．本デー
タに限れば，計測震度概算値（Iapx）は速報用途
として十分な精度を有するといえるが，当然のこ
とながら，この例のみでは手法の有効性は判断で
きない．多数の強震記録を用いた検証については
次節にて述べる．
2．3　 リアルタイム演算により得られる計測震度

の精度
　ここでは，㓛刀ほか（2013）により行われた，
本来の定義に基づき算出した計測震度（Ijma）と，
前節で提案した方法により算出した計測震度概算

値（Iapx）の比較結果を再掲する．検証に用いた
強震記録は，防災科学技術研究所の K-NET（1996
年 6 月～2011 年 12 月分，230,017 波）と KiK-net

（1997 年 10 月～2011 年 12 月分，213,695 波），気
象庁の震度計・多機能型地震観測装置（1996 年 10
月～2011 年 4 月分，9,645 波）で得られた計 453,357
波の 3 成分加速度記録である．
　一般に，強震動指標と計測震度との比較では，
マグニチュードの大きな地震による記録のみを対
象とする場合が多い．これは，低震度の記録を多
く含む小地震データの影響により，高震度の記録
の相対的な重みが低下することを避けるためであ
る．しかし，ここで行った比較は，小規模地震を
含むすべてのデータを対象としている．これは，
マグニチュードの大きな地震のみを選択すると，
検証に用いる地震動の卓越周期に偏りが生じる可
能性があるためである．
　図 5 には，同一の強震記録に対して計算した計
測震度概算値（Iapx）と本来の計測震度（Ijma）の
比較を示す．全データ域において両者は良好に一
致しており，本方法が無感から震度 7 までの広範
な震度域に対して有効であることが示されてい
る．図 6 および図 7 には，Iapx と Ijma の差（以下，
ΔI＝Ijma－Iapx とする）の度数分布が示されてい
る．計測震度（Ijma）の高低に応じてΔI の分布形
状が変化しているが，おおむね相似形をしてお

図 4　 加速度記録と計測震度概算値の時系列の例
（2004 年中越地震時の K-NET 小千谷（NIG 
019）観測点）．上段から，南北動，東西動，
上下動，計測震度概算値の時系列

図 5　 告示に基づく計測震度と概算値の比較．㓛刀
ほか（2013）と同一のデータに基づき再作図
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り，本方法の推定精度は震度の高低によって大き
く変化しないことがわかる．全データを対象とし
たΔI の平均値は－0.0055，標準偏差 0.0272 であ
る．これらの値は震度 4 以上（Ijma＞＝3.495）の
データ（9,198 個）を対象にすると，ΔI の平均値
は－0.0011，標準偏差は 0.0270 となる．ΔI の分
布は 0 を中心とした正規分布から外れるため，標
準偏差は厳密な精度指標とはならない．そこで，
ΔI が一定値以内に収まるデータ数およびその割
合を震度域ごとに計算した次頁の表により，本方
法の総合的な精度を評価する．表からは，広い震
度域においてΔI は 99％のデータで 0.1 以内に収
まっていることが確認される．計測震度（Ijma）
が通常 0.1 刻みで扱われることを考慮すると，本
方法の推定精度は多くの速報用途には十分なもの
であると判断できる．
　既往研究における．最大加速度，最大速度，SI
値1）などの強震動指標から回帰式を用いて計測震
度を推定する方法の標準偏差は，データ条件は異
なるもののおおむね 0.09 から 0.13 と報告されてい
る（たとえば，中村，2003; 鈴木・島村，2003; 石
垣，2006）．したがって，本方法の推定精度はこ

れら従来手法と比較して，格段に高いものである．

3． 提案方法の特徴

　前節の精度検証により，本方法の推定精度が，
最大加速度などの強震動指標から回帰式を用いて
計測震度を推定する従来法（以下，回帰式法とす
る）よりも高いことが示された．回帰式法は，あ
らかじめ求めた回帰式を用い，実時間で得られた
最大加速度などの時系列を計測震度相当の時系列
に換算する手法である．その精度と適用範囲は，
従来の強震波形全体を対象とした計測震度の回帰
式（たとえば，童・山崎，1996; 翠川ほか，1999; 
㓛刀，2000; 藤本・翠川，2005）と同様の性質を
有すると考えられる．一般に，これらの方法では
計算精度を向上させるため，地震動の卓越周期に
応じた補正が必要となる．震度演算に用いるフィ
ルタは周波数に対して－1/2 乗の振幅特性を持
ち，このフィルタ処理を受けた加速度波形は速度
と加速度の中間的な性質を有する．そのため，最
大加速度や最大速度のみを単一の説明変数とした
回帰式では十分な精度を得られないことが予想さ

図 6　 告示に基づく計測震度と概算値の差の度数
分布（全データ，震度 3 以上および震度 4
以上）．m は平均，σは標準偏差を表す．㓛
刀ほか（2013）と同一のデータに基づき再
作図

図 7　 告示に基づく計測震度と概算値の差の度数
分布（震度 4 以上，震度 5 弱以上および震
度 6 弱以上）．m は平均，σは標準偏差を表
す．㓛刀ほか（2013）と同一のデータに基
づき再作図
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れる．補正手法としては，速度加速度積の最大値
を用いる方法，最大加速度と最大速度を併用する
方法，さらに両者の比から卓越周期を推定し周期
依存の補正項を加える方法が検討されている．ま
た，速度と加速度の内積や SI 値の時系列から換
算する方法もあるが，推定精度は通常の回帰式法
とほぼ同等であり，標準偏差は 0.09 から 0.13 程
度である．これに対し，本方法の推定精度（標準
偏差約 0.027）は回帰式法を上回る．
　回帰式法の誤差要因の 1 つとして，継続時間判
定処理の効果が指摘されている（石垣，2006）．
計測震度演算フィルタの特性，すなわち周波数の
－1/2 乗の振幅特性は，計測震度の検討段階から
注目され，速度加速度積と計測震度の高い相関が
指摘されてきた（鉢嶺，1989）．精度の高い回帰
式法では，何らかの形でこの効果を考慮している
が，もう 1 つの特徴である継続時間判定処理の効
果を直接反映させた例はない．これに対して，わ
れわれが提案した時間領域フィルタを用いる方法
は，計測震度演算フィルタと継続時間判定処理の
双方の効果を考慮できるため，回帰式法よりも高
い精度を実現できたと考えられる．
　一方，解析区間を移動しながら本来の定義に
従って計測震度を演算する方法は高精度であるも
のの，フーリエ変換の演算負荷が大きいため，強

震計内での処理は 1 秒ごと程度に限られる．加え
て，フーリエ変換を適用する際には解析区間の両
端に 1 秒間程度のテーパー処理が必要となり，こ
れは実質的な遅延時間として作用する．一方，図
4 に示す計測震度の時間変化は，P 波到達後 0.37
秒で震度 1，0.48 秒で震度 3，2.11 秒で震度 5 弱，
5.77 秒で震度 7 に達する例であり，数秒内に震度
が急激に変化する．この場合，震度値の成長を捉
えるには 0.1 秒程度の時間分解能が必要である．
時間領域フィルタを用いる方法は，フーリエ変換
に比べて演算負荷が格段に少なく，加速度記録の
サンプリング間隔まで時間分解能を向上できる．
フィルタ演算の計算負荷は応答値計算（大崎，
1994）の数倍にすぎず，標準的な SI 値計算に必
要な負荷よりも少ないため，強震計内での処理も
十分可能である．

4． 応 用 事 例

　本演算法は，防災科研の強震観測網（K-NET・
KiK-net）の強震計のほか，気象庁や一部の地方
自治体の装置にも実装されている．緊急地震速報
において震源要素を用いず震度を予測する PLUM

（Propagation of Local Undamped Motion） 法は，
本手法の導入により実現されており，地震の見逃

表　 計測震度の範囲ごとに分類した，告示に基づく計測震度と概算値の差が一定
の範囲に収まる率

計測震度の範囲
計測震度と本方法による概算値との差（ΔI）

|ΔI |≦0.05 |ΔI |≦0.10 |ΔI |≦0.15 |ΔI |≦0.20 全範囲

Ijma≧5.495 221 237 239 239 239

（震度 6 弱以上） 92.47% 99.16% 100% 100%

Ijma≧4.495 1,582 1,691 1,701 1,701 1,701

（震度 5 弱以上） 93.00% 99.41% 100% 100%

Ijma≧3.495 8,608 9,153 9,195 9,198 9,198

（震度 4 以上） 93.59% 99.51% 99.97% 100%

全範囲 4,222,145 450,617 453,064 453,324 453,357

93.12% 99.40% 99.94% 99.99%



震度のリアルタイム演算法── 55

し低減などに貢献している．
　一般利用者が目にする場面としては，日本列島
の現在の揺れを可視化する防災科研の「強震モニ
タ」や，民間企業によるウェブやスマートフォン
アプリでの情報提供サービスなどがある（たとえ
ば，LINE ヤフー株式会社や TBS・JNN NEWS 
DIG 合同会社によるもの）．また，大地震直後の
意思決定支援を目的とした防災科研のリアルタイ
ム地震被害推定システム（J-RISQ）でも迅速化
のために本演算法が採用されている．
　特徴のある活用事例として，制御用地震計 S401-
PSC（明星電気株式会社製）での利用をあげる．
製造元によれば，2016 年に発生した熊本地震の
震災復旧現場において，余震を検知して警告灯等
で作業員に迅速な避難を促す装置として利用され
たという．また，伊勢崎市文化会館では，地震発
生時に自動ドアを開放し，利用者の避難経路を確
保する仕組みに活用されているとのことである．
　応用事例の例示としては，ほとんどが，電子媒
体での資料およびウェブサイト上のサービスであ
ることから，図版の引用はせず文末にリンク先を
示すこととしたので，そちらを参考にされたい .

5． ま　と　め

　本稿では，時間領域の近似フィルタを用いるこ
とで，他の強震動指標を介さずに計測震度を直接
リアルタイム演算する手法を紹介した．本手法で
は，計測震度の連続的な概算値を得ることができ
る．概算値は時間とともに成長し，その最大値は
60 秒間の地震記録を対象とした本来の計測震度

（Ijma）によく一致する．
　防災科学技術研究所（K-NET・KiK-net）およ
び気象庁の観測網から得られた計 453,357 波の強
震記録を用いた比較では，99％以上の記録におい
て概算値と本来の計測震度の差が±0.1 以内に収
まり，標準偏差は約 0.027 である．この精度は，
最大加速度などから回帰式で推定する従来法より
も高いことが確認されている．

　本手法により得られる概算値は迅速かつ高精度
に演算でき，正式な計測震度が確定するまでの速
報値としての利用が可能である．また，逐次的に
演算される概算値を用いれば震度値の時間的成長
を逐次追跡できるため，閾値設定による警報・制
御への応用も可能である．さらに，フーリエ変換
を用いる従来法に比べて演算負荷が小さいため，
強震計内部でのリアルタイム処理にも十分適して
いる．今日では，われわれが提案した演算法で計
算される概算値はリアルタイム震度と通称される
ことも多い．
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注

  1）　 スペクトルインテンシティ（Spectrum Intensity; 
SI）値：構造物の周期帯（0.1～2.5 秒）の応答ス
ペクトルの面積にあたり，

　　SI＝ʃ2.5

0.1
 Sv（h, T）dT 

で表される（大崎，1994，より）．ここで，Sv（h,T）
は減衰 h，固有周期 T の最大速度応答である．
地震動の破壊力を表す指標の 1 つとして用いら
れ，地震警報向けの用途としては h＝0.2 で使わ
れることが多い．

　　　㓛刀　卓
　　［くぬぎ　たかし］

現職　国立研究開発法人防災科学技術研究所上席研究
員
略歴　東京大学大学院理学系研究科地球惑星科学専攻
博士課程修了．独立行政法人防災科学技術研究所特別
研究員，同 主任研究員，国立研究開発法人防災科学技
術研究所総括主任研究員を経て現職
研究分野　強震動地震学
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1． は じ め に

　地震や火山活動にともなって発生する地殻変動
を高い精度で把握することは，それら現象を理解
する上での基盤的な情報となる．地殻変動を把握
する上で，現在主として用いられているセンサー
が GNSS（Global Navigation Satellite System：
全地球測位システム）である．日本では国土地理
院によって，観測点間隔 20～30 km で 1,300 点を
超える GNSS 観測点から構成される GEONET

（GNSS Earth Observation Network System：
GNSS 連続観測システム）が 1996 年以降 25 年を
超えて運用され，さまざまな地殻変動現象の解明
に貢献してきた．近年では，GEONET 観測点で
得られるデータをリアルタイム解析し，震源断層
を即時的に推定するシステム（REGARD）が開
発され，内閣府における総合防災情報システムの
一機能としての津波浸水被害推計システムにおけ
る初期波源として活用されるなど，その利活用が
拡大している（e.g., Kawamoto et al., 2017; Ohno 
et al., 2024）．
　一方，近年，自動運転やドローンなどの技術発
展にともなう位置情報サービスがその重要性を増
している．位置情報サービスは，人や物の現在位
置を正確かつ即時的に把握することで，防災・安
全確保，物流・交通の効率化，都市・環境の高度
な管理を可能にする基盤技術であり，社会のあら
ゆる活動を支えている．そして，これら技術の根
幹となる技術として GNSS は位置付けられてい

る．近年では民生用向けの従来のメートル精度の
測位に加え，より高精度な搬送波位相を用いたセ
ンチメートル精度のリアルタイムでの位置情報を
取得できる GNSS モジュールの低廉化が進み，
普遍的に高精度位置情報サービスを享受できる状
況が整いつつある．
　このような背景の中，日本では通信事業者等に
よる独自の位置情報サービスの提供が進みつつあ
る．特にソフトバンク株式会社（以下，ソフトバ
ンク）は日本全国に 3,300 点を超える独自基準点

（GNSS）観測点の展開を 2019 年 11 月に完了し，
ichimill（イチミル）と呼ばれるリアルタイム・
高精度測位サービスを運用している．同サービス
では展開された独自基準点に対する相対測位をリ
アルタイムで行う（Real-Time Kinematic, RTK）
ことで，ユーザーがセンチメートル精度の位置情
報を得られる．東北大学は，これらソフトバンク
に よ る 3,300 点 を 超 え る 独 自 GNSS 観 測 網 を
GEONET と併用することで，地殻変動把握能力
の空間分解能を劇的に向上させうることと，それ
ら観測網が地殻変動の把握に十分使える精度を持
つことを初めて示した（Ohta and Ohzono, 2022）．
さらに 2022 年にはソフトバンク独自基準点デー
タを地球科学の幅広い分野で活用するための産学
連携コンソーシアムの構築を主導し，それらデー
タの利活用を加速させた．本稿ではソフトバンク
独自基準点データを活用した地殻変動監視につい
てこれまでの成果を概観するとともに，今後の展
望と課題について議論する．

ソフトバンク独自基準点データを用いた 
超高密度地殻変動観測

太田雄策
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2． ソフトバンク独自基準点の概要とその地殻
変動モニタリングにおける重要性

　図 1 に GEONET およびソフトバンク独自基準
点の観測点配置を示す．同図から，ソフトバンク
独自基準点の観測点分布が全国的におおむね均一
であることがわかる．これは ichimill 自体が位置
情報サービスを全国を対象に展開しており，その
観点から全国に均一に基準点を配置することが望
ましいことに起因する．地殻変動の把握能力とい
う観点からも，全国に均一に観測点が存在するこ
とのメリットは大きい．これらソフトバンク独自
基準点および GEONET を併用することで，日本
全国に 4,600 点を超える GNSS 観測点が存在する
ことになる．日本の国土面積を約 378,000 km2 と
し，ソフトバンク独自基準点および GEONET を
併用した 4,600 点が使用できる現状を考えると，
観測点間距離は半径 5 km の範囲に 1 観測点があ
る計算となる．これは GEONET のみを用いた場
合の約半分となる．
　このような超稠密観測網は，地殻変動モニタリ
ングの観点からきわめて重要である．内陸の活断

層の断層運動は一般に地殻上部の深さ 10 km 程
度以内で発生すると考えられており，さらに地殻
下部で生じると考えられるゆっくりすべりや流体
移動などを考慮しても，変動源が浅い場合には，
断層から離れた地点に設置された GNSS 観測点
では地殻変動を十分に捉えることができない．こ
の 点 で， 平 均 観 測 点 間 隔 が 約 20 km で あ る
GEONET のみでは観測密度が不十分である．ソ
フトバンク独自基準点を併用することにより，平
均間隔を 10 km 程度まで縮小できることは，浅
部の変動源に伴う地殻変動を高精度に把握するう
えで大きな利点となる．次節では，これらの背景
を受けて構築されたソフトバンク独自基準点デー
タを地球科学用途に活用する産学連携コンソーシ
アムについてその詳細を示す．

3． ソフトバンク独自基準点データの宇宙地球
科学用途利活用コンソーシアム

　これらソフトバンク独自基準点を活用するべ
く，東北大学では，より幅広い地球科学分野への
ソフトバンク独自基準点の利活用を目的としたコ
ンソーシアム（Consortium to utilize the SoftBank 

図 1　GEONET およびソフトバンク独自基準点の観測点配置
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original  reference  sites  for Earth  and  Space 
Science, 略称：CSESS，https://csess.jp）を 2022
年 8 月にソフトバンク株式会社および ALES 株
式会社の協力を得て設立した．参画機関は 2025
年 10 月現在，東北大学大学院理学研究科を代表
機関として，国内の大学・国立研究開発法人など
28 機関 35 部局に及ぶ．現在，CSESS の枠組みを
通じ，ソフトバンク独自基準点の全観測点の観測
データが専用線経由で東北大学に送信・蓄積さ
れ，コンソーシアム加盟機関が各研究テーマに
沿ってデータを活用できる状況となっている．さ
らに，それら観測データのルーチン的な日座標値
推定が行われ，コンソーシアム加盟機関であれ
ば，GNSS データ解析を自身で行わずとも，超稠
密 GNSS 観測網の成果を活用できる環境の整備が
完了している．

　図 2 に CSESS で定常的に実施されている日座
標値推定結果のうち，2024 年 4 月 11 日から 20 日
の間の時系列の観測点ごとの標準偏差を GEONET
とソフトバンク独自基準点それぞれに示す．同図
より，この期間の座標値のばらつきという観点で
は，ソフトバンク独自基準点データが GEONET
と遜色ない精度を持つことが明らかである．次節
では，CSESS の枠組みでこれまでに実施された
研究成果について概観する．

4． ソフトバンク独自基準点を活用した 
地殻変動研究

　本節では，CSESS が設立されて以降にコンソー
シアムから提供されたデータを用いて行われた研
究のうち，主要なものの概要を紹介する．

図 2　 2024 年 4 月 11 日から 20 日の日座標値から計算された観測点ごとの標準偏差．左列が GEONET, 
右列がソフトバンク独自基準点であり，上から東西，南北，上下成分を示す．図中の数値は全
観測点の標準偏差の平均値と分散を示す



60 ──地震ジャーナル　80 号（2025 年 12 月）

　能登半島先端部では 2020 年 11 月以降，群発地
震活動と同期して非定常な地殻変動が GNSS 観
測で検出された．Nishimura et al.（2023）は，
2020 年 11 月から 2022 年 12 月までの期間に，最
大で約 7 cm の隆起と，群発地震の震源域を中心
とする膨張を示すような水平変動があったことを
明らかにした．観測された地殻変動に基づき，こ
の地域のテクトニクスや地震活動も考慮して変動
源を推定すると，2020 年 11 月末からの 3 カ月間
に大量（約 1,400 万 m3）の流体が深さ 16 km ま
で上昇し，能登半島の地下にある透水性の高い逆
断層帯内で拡散することにより，この断層の深さ
14～16 km で非地震性逆断層すべり（スロース
リ ッ プ ） が 発 生 し た こ と が 明 ら か に な っ た

（Nishimura et al., 2023）．この非地震性すべりに
より，応力の蓄積されていた能登半島北岸の活断
層のすべりが促進されたことが 2024 年 1 月 1 日
能登半島地震（マグニチュード 7.6）の発生に繋
がった可能性がある．
　ソフトバンク独自基準点は，2024 年 1 月 1 日
能登半島地震の現象理解に対しても大きな貢献を
した．Yamada et al.（2025）は，GEONET，ソ
フトバンク独自基準点，大学の臨時観測点，さら
に SAR データも活用した複合測地観測データか
ら，同イベントの地震時すべり分布を高い確度で
推定した．また，Ohtate et al.（2025）は佐渡島
における地震後の余効変動をソフトバンク独自基
準点データも活用することで明らかにし，佐渡島
西沖で地震後に非地震性すべりである余効すべり
が発生したことを示した．
　地震活動のみならず，火山活動にともなう地殻
変動の把握の観点でもソフトバンク独自基準点は
重要な役割を果たしている．Ohzono et al.（2025）
は北海道の屈斜路カルデラにおいて 2021 年から
2023 年に発生した遷移的な地殻変動をソフトバ
ンク独自基準点データおよび GEONET，大学に
よる観測点の統合解析により捉え，それらのモデ
ルとして球状圧力源をアトサヌプリ火山群の噴気
活動域の西側に置くことでデータをよく説明でき

ることを示した．
　これらの結果は，GEONET のみではその把握
が難しかった地殻変動現象がソフトバンク独自基
準点を併用することで，高い解像度で把握できる
ようになった事例であり，改めて稠密観測網の重
要性を示す結果と言える．一方，ソフトバンク独
自基準点が活用できなければ，進行する現象の把
握自体がきわめて難しかった事例も存在する．
2025 年 6 月末に活発化したトカラ列島における群
発地震発生時，震源域に近い宝島には GEONET
観測点が設置されていたが，その東側の小宝島，
悪石島には存在しない一方，ソフトバンク独自基
準点は 2019 年 11 月から両島に観測点が存在し，
今次の群発地震活動にともなう非定常地殻変動を
明瞭に捉えることに成功するとともに，群発地震
活動に同期した同様の地殻変動が過去に繰り返し
発生していたことを明らかにした（地震調査研究
推進本部，2025）．これらは，基盤観測網である
GEONET が必ずしも十分にカバーできていない
島嶼部の観測空白域での検知能力をソフトバンク
独自基準点が補完した事例である．

5． 今後の展望

　ここまで述べたように，3,300 点を超えるソフ
トバンク独自基準点の展開とそれらと GEONET
との統合利用により，これまでにない空間分解能
で地殻変動をモニタリングできる体制が整いつつ
ある．ここで強調すべきは，長期にわたって基盤
となる地殻変動場を提供し続ける役割は国土地理
院 GEONET が担っており，ソフトバンク独自基
準点はそれを補完するものであるという点であ
る．この前提に立てば，ソフトバンク独自基準点
は，GEONET のみでは検出が難しい局所的かつ
詳細な地殻変動の検出において重要な役割を果た
すことが期待される．たとえば，全国 4,600 点超

（GEONET 1,300 点～＋ソフトバンク 3,300 点～）
を活用した地震間の全国ひずみ速度の推定は，内
陸断層に対するひずみ蓄積の理解を高度化する上
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での基盤的情報となりうる．また，ソフトバンク
独自基準点はその出自が位置情報サービスの高度
化にあることから，リアルタイムでのデータ配信
が可能な状況にある．これらを活用した地震時の
地殻変動の実時間監視の高度化等の試みは，発生
が危惧される南海トラフ地震等のモニタリングの
観点からも重要である．一方，合わせて 4,600 点
超という観測点のデータ量は膨大であり，人間が
目視で地殻変動シグナルを抽出することは容易で
はない．今後は，機械学習等のデータ駆動型手法
を駆使して，監視の高度化を図ることも検討が必
要である．
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1． は じ め に

　強震動評価研究の進展は著しく，それを受けて
社会は地震防災性を高めていくことが望まれてい
る．ここでは，政府の地震調査研究推進本部（以
下，地震本部という）から公表される強震動評価
結果，特に応答スペクトルに関する地震動ハザー
ド評価が社会でさらに広く活用されるための方策
について，有識者の意見を踏まえて検討した結果
を紹介する．なお，応答スペクトルとは地震動指
標の 1 つで，地震動がさまざまな建築物や構造物
に与える影響を，固有周期ごとに最大応答値（変
位，速度，加速度）として表したものである．

2． 背景・経緯

　今年は 1995 年兵庫県南部地震から 30 年，この
間の強震動研究の進展の概要は本誌 78 号でも紹
介されている（岩田，2024）．すなわち，全国規
模の活断層調査，地下構造調査，強震観測網の整
備がなされ，強震動の解明と予測に必要なデータ
が蓄積されてきた．それらを糧として，震源モデ
ル，地下構造モデル，地震動予測式，地震動シ
ミュレーション手法の改良が進んだ．
　地震本部からは，その成果に基づいた全国地震
動予測地図が公表され，更新されてきている（地
震調査委員会，2021）．全国地震動予測地図は，

確率論的地震動予測地図と震源断層を特定した地
震動予測地図（シナリオ地震動予測地図）との 2
種類からなる．
　確率論的地震動予測地図は，地震発生可能性の
長期評価に基づいて，ある地点に影響するすべて
の地震の地震動予測結果を発生確率に応じて重ね
合わせたものである（地震動指標は地表震度）．
ここに，長期評価とは，「活断層で発生する地震」

「海溝型地震」を対象に，震源の位置，規模，一
定期間内に地震が発生する確率を予測したもので
ある．地震動の予測には，震源からの距離やマグ
ニチュードの関数として経験的に求めた地震動予
測式が用いられる．代表的な式として，表層地盤
の影響を取り除いた工学的基盤1）上面の最大速度
を求める地震動予測式（司・翠川，1999）があげ
られる．地表震度はこの最大速度に基づいて算定
している．地震動予測式は，後述の地震動シミュ
レーションに比べて計算負荷が少ないため，地震
本部の地震動予測では簡便法ともいわれる．初期
の頃にはマグニチュードと震源距離から地点の最
大加速度や最大速度を求めるものであったが，そ
の後，震源特性，伝播特性，地点特性をできるだ
け評価に入れて，最大加速度，最大速度，応答ス
ペクトル等を求める式が多く提案されている．
　シナリオ地震動予測地図は，このうち特定の地
震が発生するとした場合の問題を扱う．震源が限
定されることから，ある地点の地震動予測には，
簡便法のほか，震源の破壊シナリオや震源から予

強震動評価のさらなる活用を目指して 
―地震本部の「応答スペクトルに関する地震動 

ハザード評価」の活用を考える―

當麻純一・古村美津子
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測地点までの地下構造を加味した物理に基づく詳
細かつ決定論的な地震動シミュレーション手法

（波形合成法．簡便法に対して詳細法ともいわれ
る）が用いられる．その標準的な方法論は震源断
層を特定した地震の強震動予測手法（「レシピ」）

（地震調査委員会，2020）として公表され広く利
用されている．図 1 に例として，全国地震動予測
地図 2020 年版（地震調査委員会，2021）から，
森本・富樫断層帯2）を震源とする場合の中部地域

（震度 5 弱となる地域を含む領域）の簡便法と詳
細法の震度マップを示す．両手法の仮定条件や計
算方法の違いが予測結果の違いに現れている．震

源破壊過程の不均質性を考慮する必要がある場
合，海溝型の巨大地震のように震源モデルの多様
性を考慮する必要がある場合，また長周期表面波
の増幅などをもたらす地下構造の不整形性を考慮
する必要がある場合，詳細法は特に有効である．
また，簡便法と異なり，詳細法では地点の工学的
基盤上面での地震動波形が得られる優位性もあ
る．図 1 の詳細法の結果は工学的基盤上面での地
震動波形の最大速度から経験式により計算された
地表面での震度を示すが，工学的基盤上面と地表
面の間の複雑な地下構造のモデルを作成すること
ができれば，数値シミュレーションにより地表面

図 1　震源断層を特定した地震動予測地図（シナリオ地震動予測地図）．森本・富樫断層帯（地震本部　
全国地震動予測地図 2020 年版地図編 p. 541 より）．「森本・富樫断層帯の地震を想定した強震動評
価について」（地震調査委員会，2003）に当時の知見に基づく詳細が示されている．2003 年の強
震動評価は「レシピ」に従い，当該断層帯の長期評価（地震調査委員会，2001）に基づいて行わ
れたが，その時点では断層傾斜角が明らかではなく 3 とおりの仮定によった．その後，長期評価
が 2013 年に改訂されており，断層傾斜角が評価されたほか，断層帯の位置なども再評価されてい
る（地震調査委員会，2013）．図 1 の結果はこの改訂された長期評価に基づいている．さらに，
2022 年から文部科学省の研究プロジェクト「森本・富樫断層帯における重点的な調査観測」が実
施されている．ハザード評価はこのような調査研究の進展を取り入れて更新される性格のもので
ある
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での地震動波形も計算することができる． 
　全国地震動予測地図の工学的利用の可能性と展
望については，地図公開の初期の頃に詳細な検討
とそれに基づく提案がなされている（防災科研，
2004；亀田，2005）．当初から全国地震動予測地
図での地震動指標は地表面の震度で示されてきて
いるが，耐震設計をはじめとした工学的利用のた
めには最大加速度や加速度応答スペクトルの情報
も望まれていた．地盤・構造物の時刻歴応答解析

（時間とともに変化する地震動に対して建物など
構造物がどのように応答するかを解析する方法）
を行う場合には地震動波形も必要になる．そこ
で，近年，確率論的地震動予測地図の応答スペク
トル版ともいうべき「応答スペクトルに関する地
震動ハザード評価」が地震本部で進められている

（強震動評価部会，2022；土肥ほか，2024）．ここ
に，評価結果はハザードカーブ3），一様ハザード
スペクトル4），再分解による影響度5）である．こ
れらはすべて工学的基盤上での結果である．今ま
でのところ地表面では評価されていない．
　応答スペクトルに関する地震動ハザード評価
は，諸外国ではすでに広く普及しており（たとえ
ば，Petersen, 2023），わが国でも個々には研究者
や事業者によって評価が行われてきていて（たと
えば，早川，2025），それ自体は特別なものでは
ないが，全国を対象とした政府機関での取り組み

はわが国では初めてである．今後の普及と高度化
が望まれている．

3． 主な想定ユーザー

　応答スペクトルを用いることにより，いろいろ
な固有周期をもつ構造物の地震応答評価や被害予
測が可能になることの利点がある．応答スペクト
ルに関する地震動ハザードのユーザーとして，
　・研究者
　・設計基準作成者
　・設計実務者
　・行政の建築・土木担当者
　・企業の防災担当者
　・保険，不動産のリスク解析担当者
　・地域防災計画の委託事業者
などが想定できる．
　以下には，こうした専門家間での利用を念頭
に，普及に向けてのニーズと課題をとりまとめた．

4． 建築分野での利用と課題

　1995 年阪神・淡路大震災以後，建築基準法に
限界耐力計算が導入されている（石山，2018）．
限界耐力とは建築物を外力に対してどの程度まで
の被害に留めるのかの指標である．限界耐力計算

表　荷重指針で目安値として示される地震荷重の設計用再現期間（日本建築学会，2024）

分類
使用性に対する設計荷重の 

再現期間の目安値
安全性に対する設計荷重の 

再現期間の目安値

使用性および/または安全性が
　喪失した際の影饗が
　特に大きい建築物

500 年
（年 0.2%，50 年 10%）

2,000 年
（年 0.05%，50 年 2.5%）

使用性および/または安全性が
　喪失した際の影饗が
　大きい建築物

100 年
（年 1%，50 年 40%）

1,000 年
（年 0.1%，50 年 5%）

一般的な建築物
20 年

（年 5%，50 年 92%）
500 年

（年 0.2%，50 年 10%）

官庁施設の総合耐震・対津波計画基準の荷重を地震本部のハザード評価の結果などを踏まえて
解釈されている．カッコ内は再現期間に相当する超過確率（年超過確率，50 年超過確率）
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では，
　・ 稀に発生する地震動（中地震に相当）に対し

ては損傷限界状態を超えない．すなわち，建
築物の被害はほとんど生じず，生じたとして
も軽微なもの程度にする．

　・ きわめて稀に発生する地震動（大地震に相
当）に対しては安全限界を超えない．すなわ
ち，ある程度の被害は許容しても，崩壊はく
い止め，たとえ負傷しても命にかかわること
のないようにする．

を検証する．これら 2 段階の地震力は工学的基盤
の加速度応答スペクトルで規定されている．な
お，これに加えて，超高層ビルや免震ビルの設計
用地震動では積極的にシナリオ型の地震動予測が
広く利用されている．
　日本建築学会では，建築物荷重指針・同解説

（日本建築学会，2015）の改定が進められている．
建築基準法が安全の最低基準を満たすように求め
ているのに対し，建築物荷重指針・同解説は社
会・建築物所有者・設計者の立場から見た「適正
な設計用荷重値」を提示するものである．応答ス
ペクトルに関する地震動ハザード評価を地震荷重
算定に利用する方法が書かれていることから，地
震本部の最近の評価結果が直接に役立つ．改定中
の 2025 年版では，目安値として示される地震荷
重の再現期間6）は，建築物の重要度に応じて前頁
の表のように表される（日本建築学会，2024）．
応答スペクトルに関する地震動ハザード評価の典
型的な利用を表すものといえる．シナリオに基づ
く荷重算定においても，算定した荷重に対応する
再現期間を基に荷重の妥当性を確認するよう要求
される予定と聞く．
　なお，切迫性が高いと指摘されている南海トラ
フや千島海溝での巨大地震ではもちろんのこと，
地震の発生確率が非常に小さくても断層近傍で強
烈な地震動が予想される場合がある．利用する側
には，確率論的な検討と並行して，当該地点にお
いて想定される地震に対するシナリオ型の地震動
評価を併せて行うことで，地震荷重の余裕をどの

程度まで設計で考慮するかについて慎重に決定す
ることが求められる．

5． 土木分野での利用と課題

　土木学会では，土木構造物共通示方書（性能・
作用編）が 2016 年に制定されている（土木学会，
2016）．ここでの耐震性能評価においては，
　・ 使用性照査用地震動：設計供用期間（一般に

は数十年から百年程度）内に発生する可能性
の高い地震動（従前のレベル 1 地震動）

　・ 安全性照査用地震動：当該地点で考えられる
最大級の強さをもつ地震動（従前のレベル 2
地震動）

の 2 段階の地震作用を設定することを原則として
いる．ここに，安全性照査用地震動はシナリオ型
地震動評価，使用性照査用地震動は確率論的ハ
ザード評価解析によって評価することを原則とし
ている．安全性照査用地震動は構造物全体の崩壊
を防止するなど，人的損失の防災にかかわる要求
性能に対応する．それを担保したうえで，使用性
照査用地震動は構造物の健全性を損なわないか，
あるいは限定された損傷に留めることによって，
地震時および地震後に機能を維持することにかか
わる要求性能に対応する．
　この体系は，1995 年阪神・淡路大震災を受け
ての学会提言（土木学会，2000）以後に改定が進
められてきている土木構造物の各種耐震基準改定

（たとえば，鉄道総合技術研究所，2012；日本港
湾協会，2018）に通じるものである．地震本部の
全国地震動予測地図との対比で見ると，使用性照
査用地震動は確率論的地震動予測地図の手法との
対応がよく，安全性照査用地震動はシナリオ地震
動予測地図の手法との対応がよい．
　安全性照査用地震動の設定では確率を明示的に
は扱わないものの，想定地震の選定段階で地震本
部の長期評価が参照される．ここで当然発生確率
も参照される．地点近傍に大地震を起こす活断層
が存在しないと考えられる場合でも，工学的な措
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置として一定規模の直下型地震を考慮する．決定
論的に設定された安全性照査用地震動の超過確率
がどの程度のレベルであるかを明示しておくこと
も重要とされている．この場合，設計スペクトル
と一様ハザードスペクトルとが比較参照される．
地震本部の応答スペクトルに関する地震動ハザー
ド評価がそれに大いに役立つ．
　建築，土木の共通の課題として，「応答スペク
トルに関する地震動ハザード評価（試作版）」（強
震動評価部会，2022）では評価が不十分な，予測
地点の表層地盤の影響の予測，震源近傍での強震
動の予測，盆地構造での長周期地震動の予測があ
る．
　また，土木構造物は，設計してから 50 年，100
年と長く使っていく．この間，地震動ハザードの
結果が更新されることによって，その時点の耐震
基準を満足しなくなる可能性もある．このため，
地震動ハザード解析の結果を設計にどう落とし込
むかには整理が必要になっている．

6． 機械・電気分野での利用と課題

　機械・電気分野には必ずしも地震・地震動の専
門家が揃っているわけではなく，耐震基準の策定
には必要に応じて地震・地盤・土木・建築分野か
らの参画がある．そのようにして近年改定された
基準を例にあげる．
　最末端の配電用変電所を除いた 66 kV 以上の高
圧配電を行う変電所だけでも全国に 1,000 カ所あ
まりあり，個々の変電所内には複数の機器があ
る．これらは工場製品であって一定の地震荷重に
よって標準設計されている．機器の標準化や経済
性のため，地盤種別，地域区分を設けず，全国一
律の地表面における設計地震力が設定されてい
る．それには確率論的地震動予測地図で 50 年超
過確率 39% 震度分布図7）を参照し，全国の 94%
の変電所が震度 6 弱あるいはそれ以下の地点にあ
るので，震度 6 弱を設計荷重としている（ハザー
ドのより高い地点については，必要に応じて個別

の対策をする）．震度から設計用加速度応答スペ
クトルへの変換に基準作成者の工夫が見られる

（佐藤ほか，2019）．
　100 年以上前から建設が開始された送電用鉄塔
は現在全国に約 25 万基あり，上部構造物は標準
設計された工場製品により現場施工される．風荷
重に対する設計によって地震荷重はカバーされる
との考えで，長年，耐震に係わる規定はなかった．
近年，規程の改正にあたり他分野の動向や国際基
準との整合性も踏まえ，新たに地震荷重が導入さ
れた．そこでは，設計用加速度応答スペクトルの
算定法が提案され，標準設計に用いられるように
なっている．地震活動モデルと地震動予測式から
Vs30＝292 m/s 8）相当の基準地盤における再現期
間 50 年の最大加速度を算定し，これから想定地
震を網羅的に設定し，改めて地震動予測式による
標準加速度応答スペクトルを定義しているところ
に基準作成者の工夫がみられる（佐藤ほか，
2022）．地震活動モデルに関しては，地震本部の
確率論的地震動予測地図でのモデルが参照されて
いる．
　課題としては，設計には地表面の応答スペクト
ルが必要なことである．機械・電気分野の技術者
が表層地盤の地震動増幅を評価するのは容易では
ないので，ユーザー視点では地震動ハザードは工
学的基盤上面のみならず地表面での情報が用意さ
れることが望まれている．また，設備の材料や構
造は多種多様であり，設備や部位ごとに固有周期
や減衰定数の違いに幅がある．地震本部の現在の
地震動ハザードは水平動に対する評価を示したも
のであるが，上下動に対する応答にも注意が必要
な機器がある．それらに対応した設計用地震力

（応答スペクトル）の設定が課題になっている．

7． 保険・リスクマネジメント分野での 
利用と課題

　地震動の確率情報はこの分野で最も活用されて
きている．全国地震動予測地図が公表されて以
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降，不動産・インフラ投融資，保険，リスクマネ
ジメントなどの分野の企業で地震リスク情報の活
用が浸透している．保険プログラム最適化，自家
保険検討，防災投資意思決定，対策基準策定など
でのリスク情報活用が増えつつある．
　たとえば，不動産投資・取引では，エンジニア
リングレポートに対象不動産の地震による経済的
損失予測として，50 年間超過確率 10%（再現期
間約 500 年に相当）の地震動に対する被害損失予
測額を算定することが慣例となっている（日本不
動産鑑定士協会連合会，2014）．この損失額が一
定のしきい値を超えると不動産を原資とした証券
の格付け低下につながる．
　企業向けの地震保険は巨大地震による支払保険
金が資本を上回ると倒産する可能性もあることか
ら地震リスク評価が不可欠である．地震リスク評
価では，地震本部の地震モデルの発生確率・想定
マグニチュード等に基づいて地震動予測・建物被
害予測を行い，保険金支払いの確率分布を予測し
ている．同一地点でも評価対象の固有周期が異な
る集合体であることが多く，応答スペクトルベー
スのハザードが有用である．

　住宅向け地震保険のリスク評価や地域防災計画
での建物被害想定に用いる被害関数9）では，震度
や地表最大速度が説明変数とされてきている（た
とえば，翠川ほか，2011；損害保険料率算出機構，
2023）．図 2 に被害関数の例を示す．一般に建物
被害は建物の固有周期と地震動の周期成分に依存
することから，被害関数の横軸を震度や最大速度
から応答スペクトルに変更することで説明性の向
上が期待される．ただし，それは計算量の増大と
の兼ね合いになる．保険分野のある専門家から
は，応答スペクトルの使用により震度や最大速度
を上回る予測精度が得られるかの確認が必要であ
り，その有効性が示されれば，周期ポイントを選
定して計算環境の要件や手順などを検討していく
との見解が示された．
　被害予測は地震動予測式を使って評価されるこ
とが多いが，地震動予測式で予測される値は過去
の観測値の平均的な値であり，被害を過小評価す
る可能性があることへの懸念が指摘された．ま
た，地震動予測式は特に外挿範囲で不確実さが大
きく，複数の予測式を使うほうが良いという意見
がある．複数の予測式を使う場合には，そのぶん
計算量が増加するため，全国を対象にする場合
は，計算量の低減や周期ポイントの絞り込みを行
う必要がでてくる．
　また，機械・電気分野の例と同様に，地震ハ
ザードは工学的基盤上面のみならず，地表面での
地震動評価結果が提供されることが期待されてい
る．

8． 地震動ハザード評価の高度化と表示の工夫

　以上概観したように，応答スペクトルに関する
地震動ハザード評価は実社会で広く利用されてい
くものと期待されるが，それぞれのユーザー側で
目的に応じて工夫すべき点がかなりある．また，
これらユーザーが利用しやすいように，評価手法
の高精度化や評価結果の表示の工夫も必要と思わ
れる．また期待されるがゆえに，地震活動モデル

図 2　 計測震度に対する木造建物の全半壊率の被
害曲線の比較（翠川ほか，2011）．通常，被
害関数の横軸は震度または地表最大速度が
とられる．経験的に被害実績との対応がよ
いとされている．加速度応答スペクトルの
活用として，建物の固有周期に応じたスペ
クトル応答値を横軸とすれば説明性が向上
すると期待される
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等の計算条件，提供するハザード情報の正確さも
しくは信頼性に関する情報を合わせて提供するこ
とも必要であろう．共通の課題として以下があげ
られる．
8．1　 地震動，地盤の基礎データの継続的な収

集・蓄積・整理
　地震動ハザード解析による予測結果の高精度化
は，地震活動とそのモデル化についての調査研究
の進展に負うところが大である．そして，それを
受けての地震動予測・検証には，基本データであ
る強震動記録の整備と，地下構造の調査が今後と
も重要である．全国に展開された強震観測網を今
後も維持するとともに，さまざまな分野の研究
者・実務者が利用可能なナショナルデータベース
を構築し，プラットフォーム上で公開されていく
ことが基本である．構造物の耐震設計の上でも，
地域防災の上でも，地表面の地震動ハザードが要
求されることを考えると，地震基盤（地殻最上部
の S 波速度 3 km/s 程度の地層）から地表面まで
の地下構造をシームレスにモデル化する浅部・深
部統合地盤構造モデルの構築は重要である．
8．2　不確定性の考慮
　地震活動モデルについて，長期評価で示される
地震発生確率の予測にはばらつきがある．そし
て，その震源から地点の地震動予測結果にもばら
つきがある．結果として，確率論的な地震動ハ
ザードにはこれらが相乗して影響していることに
ユーザーは注意しなくてはならない．このばらつ
きは一般に「認識論的不確定性（知識や情報が不
完全または不明確なために生じる不確かさ）」と

「偶発的不確定性（データの本質的なばらつきや，
予測不可能な現象によって生じる不確かさ）」に
分けて取り扱われる．地点を特定した重要な構造
物では不確定性の扱いについての体系的な取り組
みがなされている（隈元ほか，2022；藤原ほか，
2022）．この手順は，重要な構造物へのハザード
評価において，不確定性を考慮する際の参考にな
る．
　一般には不確定性を実務で取り入れるのがなか

なか難しい．実務面では当面，シナリオ型の評価
と確率論的な評価との両方を使って物事を決めて
いくことになろう．一様ハザードスペクトルの中
央値に幅を持たせて（たとえば中央値＋標準偏
差）設計スペクトルの大きさを調整することで，
この不確定性を余裕をもってカバーする方法があ
るが，そうするとスペクトルが全周期帯にわたっ
て非現実的に過大になってしまう．これは一様ハ
ザードスペクトルの成り立ちからくる宿命であ
る．これを回避するため，一様ハザードスペクト
ル上の特定周期（対象構造物の固有周期）に関連
付けて，不確定性を織り込んだ設計スペクトルを
設定する方法が提案されている（Baker, 2010）．
8．3　地震動予測式の高精度化
　震源を特定した詳細な地震動シミュレーション
が実用化してきたとはいえ，震源断層を特定でき
ないものも含め，すべての地震を考慮した全国版
の応答スペクトルハザード評価に用いるには計算
負荷が大きい．このため，簡便法ともいわれる地
震動予測式の利用価値は高い．
　「応答スペクトルに関する地震動ハザード評価

（試作版）」では，まず日本全国を対象とした地震
動ハザード評価を行う上で使用する地震動予測式
の候補に 10 個の式が選定され，東北地方太平洋
沖地震の観測記録の使用の有無などの条件で 2 個
の式に絞り，最終的に最適と判断された 1 つの式
に絞り込まれている．2 個の式に絞った時点で，
用いる式によってハザードカーブがどのように異
なるかが示されている．
　ここで「認識論的不確定性」の問題が顕在化す
る．ここでの「認識論的不確定性」は地震動予測
式の違いに起因するものであり，さらに，地震動
予測式の違いは式構築時のデータの使用条件や仮
定する式形によって生じる．ユーザーは地震動予
測式の違いによるハザードの差異について十分に
留意する必要がある．地震動予測式の開発・改良
は個々の研究者の努力に負うところが大きい．わ
が国では高密度な観測網による膨大な記録の蓄積
が続いており，非エルゴード的10）な地震動予測
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モデルの構築により，地震規模，震源距離，振幅，
周期などがばらつきに及ぼす影響が明らかになる
ことが期待されている．一方では，機械学習によ
る地震動推定法（たとえば，小穴ほか，2022）な
どの研究も進んでいる．これらを総合して，わが
国に適した地震動予測式の高精度化に向けての体
系的な取り組みが望まれる．
　地震動予測の多くは地表面での観測記録を用い
て構築された式である．「応答スペクトルに関す
る地震動ハザード評価（試作版）」で指摘されて
いるように，工学的基盤上面での地震動予測式の
高精度化には表層地盤による増幅効果を取り除い
た基盤波を用いる必要があり，次にあげる表層地
盤による増幅の正確な見積りも地震動予測式の高
精度化につながる．
8．4　表層地盤による増幅の考慮
　地震の被害には表層地盤の地震動増幅や液状
化・沈下などの地盤変状が決定的な影響をもたら
す．現在，地震本部から提供される応答スペクト
ルは工学的基盤上面での評価結果であり，表層地
盤の影響評価はユーザーに委ねられている．
　土木・建築の専門家が関わる重要な構造物の設
計では，地点の地盤調査や地震動観測が詳細に行
われ表層地盤での地震動の増幅や地盤変状の有無
が事業主体によって検討される．一方で，専門家
以外にも広く一般に応答スペクトルに関する地震
動ハザード情報が認知されるには，地表面のハ
ザードとして提供されることが有効である．
　表層地盤による増幅の見積りにも大きな不確定
性がある．先にあげた浅部・深部統合地盤構造モ
デルの構築とも関係するが，地表面の地震動ハ
ザードを必要とする幅広いユーザーニーズも考慮
して，全国を対象に，応答スペクトル評価に表層
地盤での増幅を取り入れるための研究の進展が望
まれる．
8．5　地震地域係数への適用
　地震地域係数は，土木・建築構造物の耐震設計
において，全国一律の標準応答スペクトルを地域
の地震ハザードに応じて調整する場合の係数（全

国を 3～4 区分）として長く広く使われてきてい
る．また，地震保険基準料率における建物所在地
による区分の較差（全国を 3 区分）にも同様の考
え方が使われている．震度に代わり応答スペクト
ルに関する地震ハザードが全国レベルで整備され
れば，地震地域係数の見直しにも貢献できる可能
性がある．極端な場合，ある再現期間での地点ご
との一様ハザードスペクトルを設計スペクトルと
読み替えれば，地震地域係数自体が不要になる．
　課題として，これまで地震地域係数の低い地域
で大きな地震被害が生じていることから，地震地
域係数の見直しには科学的視点だけでなく政策的
な観点からも慎重な検討が必要である．わが国は
全国的に地震ハザードが高く，ハザード評価の地
域差はその中での強弱であるということを前提に
しなければならない．
　地震被害は表層地盤の硬軟が大きく影響するこ
とから，地震地域係数の議論においても，工学的
基盤上面でのハザード情報だけでなく，地表面の
ハザード情報が必要である．ここでも前述した表
層地盤の増幅に関する調査研究の進展が望まれる．
8．6　ハザードの再分解の利用
　ハザードカーブや一様ハザードスペクトルは地
点に影響するすべての地震動の重ね合わせなの
で，特定の地震・地震動との対応がつかない．地
盤・構造物の地震応答解析で，ハザードに適合し
た入力地震動波形を必要とする場合にはこれが難
点となる．これを克服するには，地震動ハザード
の再分解（地震動ハザードをその発生源ごとに分
析する）が有用である．
　全国地震動予測地図 2020 年版（地震調査委員
会，2021）では，確率論的地震動予測地図を理解
し活用することを目的として，地震を「活断層な
どの浅い地震」と「海溝型地震」に分類し，分類
別の確率論的地震動予測地図が提示されている．
付属資料である作成条件・計算結果編には，具体
的に，これら「活断層などの浅い地震」や「海溝
型地震」という「地震分類」中のどの地震の影響
が大きいのかを把握するためとして，さらにいく
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つかの「地震グループ」ごとに分解した結果も提
示されている．再分解に係わる評価方法や評価結
果の提示方法については，震源断層をあらかじめ
特定しにくい想定地震の設定方法を含め，今後の
課題が残されている．
　再分解の結果，地点に影響の大きな地震が選定
されれば，たとえその震源と地点での地震動記録
が不十分でも，強震動データベースから同じよう
な地震規模・震源距離での観測記録を選び，ハ

ザードに適合した地震動を設定する手法がある．
米国ではそれに適した半自動のフリーウェア

（Sigma Spectra）が流通している．あるいは，特
定された地震からの地震動シミュレーション（震
源パラメータに確率論的な設定を課すモンテカル
ロ法によるシミュレーション）によって地点の地
震動波形が計算できる（Nishida, 2015）．このよ
うにハザードに適合した地震動波形が得られれ
ば，構造物の時刻歴非線形解析や損傷評価へ利用

（a）

　    （b）　 応答スペクトルの地震動ハザード再分解の例．地点：石川県金沢市役所（藤原ほか，2023）．
さらに，地震ごとに再分解して，地震動強度に及ぼす影響度が示されている．森本・富樫断
層帯の影響が卓越していること，特に建物被害へのインパクトのある周期 1 秒付近で影響が
支配的であることが分かる

図 3（a）　 応答スペクトルの地震動ハザードの例（一様ハザードスペクトル）．地点：石川県金沢市役所
（藤原ほか，2023）．すべての地震によるハザード（左の図）を，海溝型地震グループによる
ハザード（中央の図）と活断層などの浅い地震のグループによるハザード（右の図）に分け
て示されている．この地点には発生確率の低い活断層による影響が全周期帯にわたって影響
が大きいことが分かる

（b）
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可能性が拡がる．
　また，地域防災計画や建物の被害予測では確率
ベースよりシナリオベースのほうが分かりやすい
が，なぜそのシナリオなのか，だれが決めたのか，
起きる可能性はどのくらいか，などのステークホ
ルダーからの疑問に対して説明性を向上させるた
めにもハザードの再分解は有用である．
8．7　ハザード提供ツールの充実と利用
　ユーザー視点では，地図上の任意の位置，再現
期間を入力すると，周期ごとのハザードカーブ，
一様ハザードスペクトル，ハザードの再分解結
果，そして可能であればハザードに適合した地震
動波形が出力されると格段に利用しやすいという
意見がある．
　地震本部の評価結果に合わせ，防災科研の
J-SHIS では全国のさまざまな地震動ハザード情
報がオンラインで提供されてきている．応答スペ
クトルについても，地震本部の試作版の評価を基
に国内代表地点での工学的基盤上面でのハザード
カーブ，一様ハザードスペクトル，地震の影響度
の検討結果が公開されている（藤原ほか，2023；
防災科研，J-SHIS Labs, 2025）．1 例として金沢
市役所位置での一様ハザードスペクトル（図
3a）と，周期ごとのハザード再分解結果（図
3b）を示す．これによれば，この地点には森本・
富樫断層帯に発生する地震の影響が全周期帯にわ
たって最大であり，想定地震として考えなければ
ならない．この例は，都市直下型地震であるので，
ハザードの再分解をするまでもなく想定地震の筆
頭（石川県，2025）として自明であるが，全国を
対象に，図 1（シナリオ地震動予測），図 3（確率
論的地震動予測）のようなハザード情報がデータ
ベース上で関連付けられれば，任意の地点での想
定地震や地震動の抽出に役立つところが大きい．
　USGS（米国地質調査所）による地震ハザード
研究成果の Web サービスは広く利用されている

（USGS Unified Hazard Tool）．地図上の任意の地
点とその地盤条件を指定すれば，ハザードカー
ブ，再現期間ごとの一様ハザードスペクトル，ハ

ザードの再分解結果が出力される．さらに，工学
的利用のためには，ASCE（米国土木学会）から，
このハザード評価に基づく全米統一的な設計基準
のドキュメント（ASCE, 2022）と，それに適合
した設計用応答スペクトルを得る実用的な対話型
ツール（ASCE Hazard Tool）が提供されている．
これによれば，米国内の任意の地点において，建
物のリスクカテゴリー（損傷したときの人命や社
会活動への影響の深刻度），地盤条件を指定して
ハザードに適した設計用応答スペクトルが得られ
る．一般の設計コンサルタントをはじめとして，
多くのユーザーは，複雑な地震動ハザード解析を
特段意識しないで，ハザードに適合した設計の実
務を行うことができる．このような取り組みも強
震動評価のさらなる活用に向けての参考になる．
　時刻歴地震応答解析を行う場合には．ハザード
に適合する地震動波形を得るニーズが生じる．そ
れには，ハザードの再分解結果に基づいて，地震
動データベースから抽出し振幅を調整する方法，
模擬地震動を作成する方法などがある．応答スペ
クトルハザードのさらなる普及には，設計での地
震応答解析への橋渡しとして，この領域での研究
の取り組みとツールの整備も望まれる．

9． お わ り に

　応答スペクトルに関する地震動ハザード評価は
利用価値が高い．しかし，地震活動モデルなどの
計算条件は幅を持った値として与えられているこ
とが多いため，また，地震動予測式の断層近傍や
巨大地震への適用などの検証が不十分であるた
め，評価された応答スペクトルを社会で直接利用
する仕組みにはまだなっていない．全国レベルの
ハザード評価が進むなかで，検証を行いつつ，活
用に向けてサイエンスからエンジニアリングへの
工程全体を関係者で考えていく必要がある．ハ
ザード評価がさまざまなユーザーに活用されるこ
とによって，ユーザーからのフィードバックが全
国地震動予測地図や応答スペクトルに関する地震
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動ハザード評価の高度化につながることが期待さ
れる．行政機関，学協会，大学・研究機関，民間
技術者の横断的な取り組みを通じて利用が促進さ
れることを願う．
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注

  1）　 工学的基盤：建築や土木等の工学分野での構造物
設計の際に地震動設定の基礎とする堅固な地盤．
構造物の種類や地盤の状況によって目安とする S
波速度は異なるが，多くの場合 300～700 m/s と
されている．

  2）　 森本・富樫断層帯：森本・富樫断層帯は，金沢平
野の南東縁に発達する活断層帯である．長期評価
の結果からは，発生確率には幅があるが，その最
大値をとると，本断層帯は，今後 30 年の間に地
震が発生する可能性が，わが国の主な活断層の中
では高いグループに属する．

  3）　 ハザードカーブ：横軸に揺れの大きさ，縦軸に超
過確率をとり，その関係を曲線で表したもの．

  4）　 一様ハザードスペクトル：周期ごとの応答スペク
トルに関するハザードカーブに基づき，同一の超
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過確率となる応答スペクトルの値を，周期を横軸
としてつないだもの（図 3a）．全周期において同
じ超過確率となる地震動を表現したものであり，
種々の地震の影響が周期ごとに異なる度合いで統
合されている．たとえば，ある地点の一様ハザー
ドスペクトルが，周期 1 秒で応答加速度 500 cm/
s2，周期 2 秒で応答加速度 200 cm/s2 となる場合，
この地点では周期 1 秒の揺れで応答が 500 cm/s2

になる確率と，周期 2 秒の揺れで応答が 200 cm/
s2 になる確率が同じであることを意味する．一様
ハザードスペクトルは，建物の耐震設計や地震対
策を検討する上で重要な指標となる．50 年超過
確率 10% の一様ハザードカーブを目標スペクト
ルとして建物を設計すれば，どんな地震が発生す
るか，それによってどんな地震動が発生するかを
考えなくても「50 年間に 10% の確率で超える地
震動（再現期間約 500 年）」で構造物が倒壊しな
いようにできるという考え方がベースに存在する．

  5）　 再分解による影響度：特定の地震によるハザード
が全ハザードに占める割合．

  6）　 地震荷重（地震動）の再現期間：ある地点の地震
荷重（地震動）がある特定の値を超える確率（超
過確率）の逆数．たとえば，再現期間 500 年の地
震動とは，平均的に 500 年に一度はその値を超え
るような地震動をいう．年超過確率では 1/500

（0.02%）に相当する．一定規模の地震「動」の発
生間隔であり，地震発生の再来周期とは異なる．

  7）　 50 年超過確率 39% 震度分布図：今後 50 年以内
に 39% の確率で「その震度以上」の地震の発生
が見込まれるとき，その震度を分布図として地図
上に示した図．この超過確率は，再現期間 100 年
に相当する．つまり，ここでは 100 年に 1 回程度

の割合で発生する地震動ハザードを設計用に想定
したことになる．

  8）　 Vs30：地表面から深さ 30 m までの平均 S 波速度．
  9）　 被害関数：地震動指標と被害率との関係式．建物

等の地震被害予測を簡便に行えるよう，過去の被
害実績から，横軸に地震動指標，縦軸に建物等の
被害率を表したグラフ．

 10）　 エルゴード性：地震動予測においては，同一地点
の複数地震の地震動の確率分布特性と，同一地震
の複数地点における地震動の確率分布特性が等し
いとする仮定．

　　　當麻純一
　　［とうま　じゅんいち］

現職　（公財）地震予知総合研究会 地震調査研究セン
ター所長，博士（工学）
略歴　早稲田大学理工学部卒業，早稲田大学大学院工
学研究科博士課程前期修了，（財）電力中央研究所地球
工学研究所所長，（株）電力計算センター代表取締役社
長
研究分野　土木耐震工学

　　　古村美津子
　　［ふるむら　みつこ］

現職　（公財）地震予知総合研究振興会 地震調査研究セ
ンター解析部長，博士（理学）
略歴　北海道大学理学部卒業，北海道大学大学院理学
研究科博士後期課程修了
研究分野　強震動地震学
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　2023 年 9 月 16 日 12 時 35 分（UTC）頃から，
およそ 9 日間にわたり，世界中の地震計で周期
約 92 秒の地震波が観測された．防災科学技術
研究所の広帯域地震観測網 F-net（防災科研
F-net, 2019; Aoi et al., 2020）の記録によれば，
地震波はほぼ真北から到来し，非常に緩やかな
減衰を示している（図参照）．デンマーク・グ
リーンランド地質調査所（GEUS）の Kristian 
Svennevig らの研究グループは，地震波形の解
析により，大きな地滑りがグリーンランド東部
ディクソン・フィヨルド湾付近で発生し，引き
続き単色な振動が引き起こされたと推定した

（Svennevig et al., 2024）．振動源付近の人工衛
星画像と現地調査から，振動が発生した日に大
規模な氷河地滑りが発生していたことも確認さ
れた．
　しかし，地滑りそのものだけでは，通常これ
ほど長時間の振動は発生しない．たとえばマグ
ニチュード 8 クラス以上の大地震が起こると，
励起された表面波は地球を周回しながら何日も
かけて減衰することが知られている（たとえ
ば，東京大学地震研究所 Web, 2025）．しかし，
今回地滑りが発生した時間帯には大地震は発生
していない．また，観測された 92 秒の周期を
持つ振動について，減衰の「しにくさ」を表す
Q 値を求めると，Q＝3,000 にも達していた．
通常，周期 90 秒前後の表面波の Q 値は最大で
も数 100 程度であり，今回のように減衰しにく
く長時間継続する振動は説明できない（図 b 参
照）．
　このような異常に減衰しにくい振動の発生メ
カニズムとして，著者らは「地滑りによって湾
内に氷塊・岩塊が落下し，その衝撃が湾内で水
の振動（セイシュ）を励起し，それが長時間に
わたって持続した」という仮説を提案した．こ
れは，バスタブやコップなどの容器中の液体
が，その大きさや形状に固有の周期で揺れ続け

るのと似た現象が，非常に大規模なスケールで
起こったものである．フィヨルドは氷河による
浸食作用により形成されるため，細長く深い水
深を持つ地形が特徴的である．そのような形状
の「容器」内の水は，湾の長軸に直交する方向
に振動し，力を周期的に加え続ける．ディクソ
ン・フィヨルド湾の長軸方向は東北東-西南西
だが，実際に，それに直交する方向の観測点で
振動が強いことも明らかになった．
　さらに，フィヨルドの地形に基づくセイシュ
のシミュレーションを実施したところ，その固
有周期が 87 秒と求められ，観測された振動の
周期に近い値を示した．また，振動源に比較的
近い地点で観測された地震波の解析からは，地
滑りによって 5×1011 N の力が約 90 秒かけて
湾内に加わったことが明らかとなり，地滑りの
継続時間と湾の固有周期が近接していたこと
で，振動が強く励起されたと考えられる．セイ
シュの数値シミュレーションに基づく Q 値は，
最初の数時間が Q＝500，その後は Q＝3,000 と
推定され，観測された地震波の減衰とよく一致
した（図 b 参照）．このように，地震波の方位
依存性，振幅，周期，減衰といった特徴すべて
が，フィヨルド湾で励起されたセイシュが振動
源であることを強く示唆するものとなった．後
に，SWOT（Surface Water and Ocean Topog-
raphy）衛星による海面高度計測により，セイ
シュに起因する湾内水位の空間変動が直接観測
されたという報告がなされた（Monahan et al., 
2025）．
　この研究は，観測が困難な極域での表層現象
が地震学的な手法で明らかとなった好例といえ
る．気候変動により極域での氷河や氷床の変動
は加速し（文部科学省および気象庁，IPCC 
AR6 WG1 報告書 概要暫定訳 , 2022），その状
態を常時監視することが喫緊の課題となってい
る．この目的のために，地震学的な手法が大い

グリーンランドで発生し 9日間続いた振動について
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に貢献できることが期待される．
　最後に，著者らは，極域における現象の詳細
な姿を描き出すためには，遠隔からの観測だけ
ではなく，極域での稠密な観測体制の構築が不
可欠であると指摘している．たとえば，今回は
湾内にリアルタイムで測定できる潮位計が 1 カ
所しかなく，それもサンプリング間隔が 15 分
おきで時間の解像度が不十分であったため，当
初はセイシュのシミュレーション結果をデータ
から直接検証することができなかった．将来，
より高密度・高分解能の水位計や地震計の観測
網が極域で整備されれば，こうした現象をリア
ルタイムでモニタリングし，その長期的変化や
空間変化も含めた詳細なメカニズムの解明につ
なげることが可能となるであろう．スケールは
異なるが，日本国内でも，山間部などアクセス
しにくい地域での観測について，同じことが言
えるかもしれない．

謝辞
　本原稿の執筆にあたり，西田　究氏のご助言
をいただきました．
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図　 F-net で観測された上下動地震波形（10～12 mHz のバンドパスフィルタを適用）．（a）観測点緯度に対す
るトレース．（b）N.NKGF 観測点での 2 日間の波形．Q＝3,000（実線）と Q＝500（破線）の場合の減衰
傾向も示す
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● 震源物理学の基礎から
　 最新研究まで
井出　哲 著
地震学
評者 内出崇彦　
　地震学はその扱う内容とアプローチが多岐にわたる総
合科学であることが，魅力であるとともに，取っ掛かり
を難しくしている面もある．本格的に地震研究に取り組
む学生向けの教科書は，それぞれに視点や内容が異なっ
ており，読者の興味に合わせて選ぶ必要がある．
　本書は，世界的な地震学者の一人である著者が執筆し
た教科書として注目を集めている．書名については，「ま
えがき」にも書かれているように，英語名の “Earthquake 
Science”（あるいは “Earthquake Physics”）のほうが内
容を的確に表現している．すなわち，震源における現象
に特に着目して，それに対する（地震波に基づく学問と
しての）地震学的な観点と摩擦・破壊の力学の観点から
論じられていることが，本書の特徴であると言える．
　評者は 20 年ほど前，著者の最初の大学院生として研
究を始めた．本書は，まだ小さかった当時の研究室で論
じられていたことが，多くの方々による近年の研究成果
とともに体系化されている．
　本書は 4部構成の計 15 章からなる．
　第Ⅰ部「イントロダクション」では，第 1章で地震に
対する基本的な捉え方を概観し，第 2章で応力や歪，地
震波伝播に関わる弾性体力学に触れている．
　第Ⅱ部「破壊すべりと震源波動場」では，震源過程の
モデル化と観測される地震波との関連についてまとめら
れている．第 3章と第 4章では震源の表現とそれに伴う
地震波伝播に関する基礎的な内容について，随所に理解
を助ける図を示しつつ書かれている．第 5章，第 6章，
第 7章ではそれぞれ点震源，面的モデル，複雑な震源に
ついて論じられている．実際の震源過程は当然複雑であ
るが，その複雑性を考慮する度合いによってモデルが異
なる．

　第Ⅲ部「震源近傍の物理学」はこれまでと大きく雰囲
気を変えて，摩擦と破壊の物理について，主に室内実験
の成果を基礎に論じている．第 8章で摩擦と破壊を含む
断層レオロジーの基礎を紹介し，第 9章で単純なクラッ
クにおける応力集中，破壊規準の問題を取り扱ってい
る．第 10 章では断層の動的破壊伝播について，エネル
ギー収支や数値シミュレーションを含めて論じている．
これらを基礎にして，第 11 章では，すべり速度・状態
依存摩擦則を導入して，地震サイクルや破壊核形成過程
を説明している．
　第Ⅳ部「地震現象の総合的理解」では，これまでの内
容に立脚して，まさに総合科学としての地震学を展開し
ている．第 12 章では前震活動，動的誘発地震，群発活
動といった地震活動について，統計や確率の観点も含め
て論じている．第 13 章は地震の固有性や規則性と階層
性とその成因についてまとめている．第 14 章はここ 20
年余りで大きく発展したスロー地震の研究について，観
測されている現象とその物理・数理モデルがまとめてあ
る．第 15 章では地震予知の歴史を振り返った後，強震
動予測と緊急地震速報について紹介している．
　本書は，地震学に興味ある学部生・大学院生が基礎を
身につけるとともに，研究分野を俯瞰することで自らの
研究の位置づけを知るのに役立つものと期待される．さ
らに，本書に密接に関わる分野の研究者の方々が改めて
全体像を確認するのにも有用であろう．また，研究者や
データ処理等の実務に携わる方々にとっても，本書は，
応力降下量や地震エネルギー，摩擦則といった震源物理
に関わるパラメータや法則をその前提から振り返るきっ
かけになるのではないだろうか．
　教科書の宿命ではあるが，現時点での最先端を記した
本書も，研究の進展に伴って，いずれは改訂が求められ
ることになるだろう．その進展には，本書で学んだ読者
が貢献していくことを期待したい．
  ＜講談社，紙版・電子版，2024 年 11 月，A5判，416 頁， 

  5,900 円＋税＞

［うちで　たかひこ　産業技術総合研究所地質調査総合センター

  研究グループ長］
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● 東京大学による
　 「歴史の継承」の試み
目黒公郎 編・東京大学大学院情報学
環総合防災情報研究センター 監修
関東大震災と東京大学　
教訓を首都直下地震対策に活かす
評者 武村雅之　
　本書は，その題名が示すごとく，関東大震災から 100
年の節目に，当時の東京帝国大学の教員，学生，卒業生
がどのような活動をしたかを振り返ったものである．東
京帝国大学の社会的影響力を考えれば，それはいうまで
もなく，関東大震災の全体像を語ることであり，また，
現在の東京大学の立場を考えれば，首都直下地震発生の
危険性が叫ばれる中で，防災上の課題を明らかにし，今
後の指針とする試みでもある．
　そのような意味からか，本書は 2部構成となってい
る．第一部は，「関東大震災の全体像」と題し，地震の
震源や揺れの解明，建物の耐震設計，地盤災害，都市火
災，社会的・心理的影響などの分野ごとに，関東大震災
で起こったこと，さらにはその後行われた研究から現在
に至るまでの過程が 1～7章にわけて解説されている．
一方，第二部は，「関東大震災と東京大学の貢献」と題
し，大学に残る資料の発掘などを通じて明らかとなっ
た，当時の教員，学生，卒業生の具体的活動が 8～14 章
にわたり記載されている．
　第一部はたいへん読みやすく，現在の地震防災上の課
題を理解するには良い反面，なにか物足りなさを覚え
る．関東大震災は，耐震設計基準はもとより，地震学や
都市火災の研究の大きな転換点となり，現代における研
究の出発点となっている．このため欲を言えば，当時の
いきさつやそれらを担った人々の思いや努力について，
もう少し丁寧な説明がほしいと思った．
　一方，第二部については，非常に興味深く読ませてい
ただいた．評者は長く関東大震災を研究してきたが，東
京大学というような，研究教育機関を切り口にそれらを
眺めたことがなかったからである．第二外科の当直日誌
や医療日誌にみられる関東大震災での医療活動の様子，
学生が組織した救護団の活動，帝都復興事業の中核と

なった土木工学科卒業生である太田圓三や田中豊などの
活躍，さらには，東大キャンパスの復興に携わった内田
祥三（よしかず）の業績などが詳しく解説されている．
　ただ，ここに取り上げられた内容だけで東大の活動と
するには不十分なように思われる．評者が思いつくだけ
でも，この他に，今日われわれが関東大震災を理解する
のに不可欠な「震災予防調査会報告」第 100 号に携わっ
た人々の多くは東大関係者であり，何よりそれらを苦労
の末にまとめ上げた今村明恒の功績は計りしれない．今
村と言えば，すぐに地震予知をめぐる大森・今村論争と
してあげられることが多く，本書の第一部でもその域を
出ない記載があるが，今村明恒の業績はそんなものに留
まるものではない．それだけではなく，震災後の耐震基
準の作成や東京市の建築局長まで兼任して帝都復興事業
を推進し，耐震工学の基礎を築いた佐野利器（としかた）
や，震災後の火災調査をした中村清二とそれに協力した
36 名の学生たち．さらに卓越した洞察力で震災を研究
調査した寺田寅彦も東大教授であり，地震研究所の設立
にも深く関わった．これらの人々は第一部で断片的には
取り上げられてはいるが，第二部で本格的に取り上げて
ほしかった．
　これらのことを取り上げようとすれば，それぞれの分
野で，歴史に興味を持ち自分たちの研究のルーツを大切
にする研究者が必要である．第二章で内田祥三を取り上
げた中で筆者の加藤耕一教授が，東大キャンパスの震災
復興が現在のキャンパスの礎になっている要因の 1つと
して「歴史の継承」をあげ，「大災害を契機にキャンパ
スの歴史と伝統をリセットしてしまうのではなく，デザ
イン的にも物質的にも継承していく努力と工夫をしたこ
とが，東京大学の強いアイデンティティを残してくれた
と言えるだろう」と述べている．
　本書は関東大震災を通じて，たんなる防災上の課題を
世間に知らしめるというだけでなく，「歴史の継承」の
重要性を全国の研究者に知らしめる試みでもあるように
思う．多くの研究者が自らの足下の歴史に興味を持たれ
るきっかけになればと思う．本書はそのよき道標でもあ
る．
＜東京大学出版会，紙版・電子版，2024 年 12 月，A5判，264 頁，

  3,500 円＋税＞

  ［たけむら　まさゆき　名古屋大学減災連携研究センター

  招聘教員・元教授］
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● 学生に薦めたい　
　 現代測地学の入門書
青木陽介 著

地球の測り方
宇宙から見る「水の惑星」のすがた

評者 風間卓仁　
　私は学部教育課程における演習系授業や，高校生向け
の体験講座を複数担当している．その中ではGNSS
（Global Navigation Satellite System; 全地球衛星測位シ
ステム）や重力といった測地学的な観測を行っており，
その際には測地学関連の入門書を大学生・高校生たちに
紹介することにしている．これまで紹介していた測地学
の入門書は，日本測地学会監修，大久保修平編著の「地
球が丸いってほんとうですか？ 測地学者に 50 の質問」
であった．しかし，この本の発行は 20 年以上前の 2004
年 5 月であり，スマトラ島沖地震（2004 年 12 月）や東
北地方太平洋沖地震（2011 年 3 月）については当然記
載されていない．また，近年の測地学的研究における諸
成果が十分に反映されていないため，最近ではこの本を
参考書として学生たちに薦めることに躊躇する部分が
あった．
　そのような折に発行されたのが，青木陽介著の「地球
の測り方─宇宙から見る『水の惑星』のすがた」である．
タイトルに「地球の測り方」というフレーズが含まれて
いることや，まえがきの 1文目に測地学という単語が出
てくることからも，本書は測地学をテーマとした書籍で
あると言える．そもそも，測地学とは地球形状・地球回
転・地球重力場の観測を通して地球基準座標系を決定す
る学問とされてきた．また，近年では測地データの連続
観測や衛星測地観測技術の高度化によって，地球形状・
地球回転・地球重力場の時間変化を把握できるようにな
り，地球物理学の諸分野（地震学や火山学など）との結
びつきも強くなっている．つまり，現代の測地学は地球
を観察するための強力なツールとして活用されており，
その意味において本書の著者も現代測地学を「ホットな
学問分野」と表現している．

　本書の前半では，地球の形や内部構造について概観し
た上で，さまざまな測地観測技術について解説してい
る．たとえば，地殻変動観測として最も代表的な観測技
術にGNSS，地殻変動を面的かつ高分解能で捉える観測
技術に SAR（Synthetic Aperture Radar; 合成開口レー
ダー）があるが，本書ではこれらの観測技術について丁
寧な解説がなされている．これは著者が地殻変動観測を
通して火山内部変動に関する研究を長らく続けており，
GNSS や SARの取り扱いに長けていることも関係して
いると思われる．しかしこれだけではなく，本書は水
準・傾斜・ひずみ・重力観測などについても触れてお
り，新旧の多様な測地観測技術を学ぶことができる．特
に，最近では光格子時計という高精度な時計を高さ変化
の観測に利用する研究が注目されているが，本書ではこ
の光格子時計についても言及されており，本書の守備範
囲の広さに驚かされる．
　本書の後半では，測地観測によって明らかになった地
球変動現象について豊富に解説されている．たとえば地
震に関しては，地震時断層すべりに伴う地表変位の理論
計算結果を例示した上で，2011 年東北地方太平洋沖地
震に伴う地震時地殻変動や，この地殻変動から推定され
た断層すべり分布について解説している．また火山活動
に関しても，球状圧力源の膨張やダイク貫入に伴う典型
的な地殻変動パターンを提示した上で，1997 年伊豆半
島東方沖群発地震や 2011 年霧島新燃岳噴火など，実際
に顕著な地殻変動が観測された火山活動について詳細に
解説している．このほか，プレート運動・地震余効変
動・陸水荷重変形・後氷期地殻均衡など，測地学的観測
が得意とする長い時間スケールの変動現象についても触
れており，その中では地球内部の粘弾性構造を考慮する
ことの重要性が指摘されている．
　このように，本書は現代の測地観測技術や測地学的研
究成果を広く丁寧に解説しており，現代測地学の入門書
として最適であると言える．地球科学に興味を持つ高校
生や一般の読者，測地学や地球物理学の分野に進学を検
討している大学学部生，また今後の研究テーマを検討し
ている大学院生など，多くの人たちに本書を薦めたい．
  ＜講談社，紙版・電子版，2025 年 2 月，A5判，240 頁， 

  2,600 円＋税＞

  ［かざま　たかひと　京都大学大学院理学研究科助教］
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●新刊紹介 

今村文彦　著
津波―脅威，メカニズム，防災と備え―
成山堂書店，紙版，2025 年 4 月，A5判，184 頁，2,400
円＋税

平田　直・森田裕一・岩﨑貴哉・古村孝志・石山達也・
佐藤比呂志・小原一成・西山昭仁・佐竹健治　編
地震の大事典
朝倉書店，紙版，2025 年 6 月，B5 判，576 頁，25,000 円 
＋税

地震工学委員会 地震防災技術の伝承・教育に関する検
討小委員会　編
続・地盤は悪夢を知っていた―地盤に残る地震
痕跡―
土木学会，紙版，2025 年 7 月，新書判，288 頁，1,200 円 
＋税

ジョン・グロツィンガー/トム・ジョーダン　著，横山
祐典　監修，小松佳代子　訳
カラー図解 アメリカ版 大学地球科学の教科書 
固体地球編
　 （上）プレートテクトニクス・鉱物と岩石・
火成岩・火山
　 （下）堆積・変成・変形・放射年代測定・地
震・地球の内部構造

講談社，紙版・電子版，2025 年 8月，新書判，（上）296
頁，（下）320 頁，各 2,100 円＋税

地震工学委員会 地震被害調査小委員会　編
地震被害調査シリーズ No. 4　2023年トルコ・
シリア地震 被害調査報告書
土木学会，紙版，2025 年 8 月，B5 判，154 頁，7,000 円
＋税



地震ジャーナル・既刊総目録── 81

地震ジャーナル・既刊総目録
［71号～80 号］

71号・2021 年 6月
エッセイ　大災害・コロナ・戦争  五百旗頭真
東北地方太平洋沖地震から学んだこと─理学的視点か
　ら─  松澤　暢
東日本大震災から得た工学的な知見と今後の防災─津
　波工学的な視点から紹介─  今村文彦
南海トラフ地震発生帯掘削計画が明らかにしたこと
  倉本真一
津波ハザードステーション（J-THIS）の開発
  土肥裕史/中村洋光/藤原広行
コロンビアにおける地震・津波・火山災害の軽減に向
　けた日本の貢献  熊谷博之
寄書・飛騨山脈の地震活動  大見士朗
　　・ 機械学習と物理モデルのハイブリッドで地震の
　　　揺れを予測する  久保久彦
　　・津波は地球を揺らす─遠地津波波形解析技術の
　　　向上─  綿田辰吾
囲み記事・2021 年 2 月 13 日福島県沖の地震（M7.3）
  岡田義光
　　　　・ジオパークと地震  尾池和夫
　　　　・地震記者の回想─ 3─   川端信正
書評・藤岡換太郎著　見えない絶景 深海底巨大地形
  木戸ゆかり
　　・纐纈一起著　地震：どのように起きるのか
  川崎一朗
　　・岡田篤正著　中央構造線断層帯─最長活断層帯
　　　（四国）の諸性質─  伊藤谷生
　　・吉田　望著　液状化現象─メカニズムから数値
　　　解析まで─  國生剛治
新刊紹介  編集部
ADEP情報

72 号・2021 年 12 月
エッセイ　近年の巨大地震と，これに伴った諸現象
  三雲　健
江戸・東京における有感地震回数の変遷─歴史時代の
　地震活動解析へ向けて─  石辺岳男/佐竹健治
上部地殻でも発生する低周波地震─それが地震発生メ
　カニズムの理解を助ける？─  長谷川昭/中島淳一
M9地震の可能性に気付けなかった意外な要因─1894
　年庄内地震により生じた三角測量のスケール誤差─
  鷺谷　威
日本海溝海底地震津波観測網（S-net）による震源デー
　タへの影響  石川有三
インドおよびネパール SATREPS 課題の 12 年
  纐纈一起
南海トラフ地震に備える─防災対策に資する南海トラ
　フ地震調査研究プロジェクトの目的と計画─
  小平秀一/藤原広行/高橋成実
寄書・無人海上観測機を用いた海底地殻変動観測
  飯沼卓史
囲み記事・震災復興計画の宿題  青山　佾
　　　　・地震記者の回想─ 4─   川端信正
書評・ 平　朝彦著　カラー図解 地球科学入門 地球の
　　　観察 地質・地形・地球史を読み解く  芦寿一郎
　　・加納靖之・杉森玲子・榎原雅治・佐竹健治著
　　　歴史のなかの地震・噴火 過去がしめす未来
  小山真人
　　・北原糸子著　震災と死者 東日本大震災・関東大
　　　震災・濃尾地震  矢島道子

新刊紹介  編集部
ADEP情報

73 号・2022 年 6月
エッセイ　今後のわが国の巨大災害対策のあり方─コ
　　　　　ストからバリューへ，そしてフェーズフ
　　　　　リーへ─  目黒公郎
房総半島東方沖で約 1000 年前に発生した未知の巨大
　津波とその波源  澤井祐紀
地震活動および地震発生深度と岩相の関係─和歌山地
　域を例にして─  前田純伶
地震発生サイクルシミュレーション研究─巨大地震発
　生機構の理解と予測可能性の評価に向けて─
  大谷真紀子
IPFx 法（拡張 IPF法）による緊急地震速報の高度化
  山田真澄
寄書・観測地震学から地震防災学への橋渡し  平田　直
　　・地震発生の確率予測はどのように行われている
　　　か  水野浩雄
囲み記事・振興会本部の地震観測網（AN-net, AS-net, 
　　　　　AK-net, AG-net, 宮城・福島観測網）
  関根秀太郎
書評・ 土木学会地震工学委員会地盤と地形に刻まれた
　　　地震・災害痕跡データの公開促進小委員会編　
　　　地盤は悪夢を知っていた─地盤に残る地震痕跡─
  大保直人
　　・今井健太郎編　二百年前に象潟で起きたこと
  堀川晴央
　　・伊藤和明著　平成の地震・火山災害  清水　洋
新刊紹介  編集部
ADEP情報

74 号・2022 年 12 月

エッセイ　 募集中！ 災害教訓を地図で伝える「自然
　　　　　災害伝承碑」  飛田幹男
2020 年 12 月頃から続く能登半島の群発地震と地殻変
　動  西村卓也/平松良浩/太田雄策
稠 密地震観測網で捉えられた長野県北部の地震の前駆
　過程
  Enescu Bogdan/下條賢梧/八木勇治/武田哲也
東 濃地震科学研究所の設立・終了と研究活動および将
　来の地震予知研究に関する私見  石井　紘
全 球統合測地観測システム（GGOS）社会と科学を支
　える位置の基盤  宮原伐折羅
寄書・歴史は繰り返す─伊東沖群発地震  川端信正
　　・宇宙線ミューオンで探る跡津川断層浅部の構造
  池田大輔
囲み記事・2021 年トカラ列島近海の地震活動
  中尾　茂/八木原寛/仲谷幸浩/平野舟一郎
　　　　・2022 年 3 月 16 日福島県沖の地震（M7.4）
  加藤愛太郎
書評・原口　強・今村文彦・菅原大助・岩松　暉著　津
　　　波詳細地図にみる東日本大震災の 10 年
  林　　豊
　　・ 廣瀬　敬著　地球の中身 何があるのか，何が
　　　起きているのか  岩森　光
　　・公益社団法人物理探査学会著　見えない地下を
　　　診る 驚異の物理探査  岩﨑貴哉
新刊紹介  編集部
ADEP情報

75 号・2023 年 6月
エッセイ　地域の防災力  保家　力
「関東地震 100 周年特集号」について  加藤照之
関東大震災の遺産：30 年間の研究を支えたもの
  武村雅之
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地球科学の発展と関東地震発生メカニズムの解明
  松浦充宏
1923 年関東地震の東京・本郷での地震動  翠川三郎
関 東地震の火災被害に関する教訓とそれから 100 年後
　の現代都市に与える示唆  廣井　悠
震災復興と旧都市計画法─池田 宏の足跡を追って─
  北原糸子
寄書・ 震度観測などから見た 1923 年関東地震前後の地
　　　震活動  浜田信生/津村建四朗
　　・ 1923 年関東地震の測地データが地震学にもたら
　　　したもの  鷺谷　威
　　・令和 4年（2022 年）東京都地震被害想定
  平田　直
囲み記事・ 今村明恒著「地震の征服」（南郊社，1926）

について  津村建四朗
書評・ 大中康譽・松浦充宏著　地震発生の物理学 改訂
　　　版  加瀬祐子
　　・鈴木康弘 ･竹内裕希子 ･奈良由美子編著　熊本
　　　地震の真実 語られない ｢8 つの誤解｣
  宮内崇裕
　　・ 国立大学法人熊本大学くまもと水循環 ･減災研
　　　究教育センター　減災型社会システム部門編　
　　　熊本地震の痕跡からの学び  石山達也
新刊紹介  編集部
ADEP情報

76 号・2023 年 12 月
エッセイ　地震情報と SNS  古村孝志
2022 年のトンガ火山による大気ラム波が励起した全球
　規模の津波の発生と成長と伝播  久保田達矢
海底津波計による津波の観測監視と将来の展望
  松本浩幸
光ファイバセンシングによる新しい海底地震観測
  篠原雅尚
強震動データベースの構築に向けた取り組み  森川信之
ア ンケート調査から考える災害ならびに災害情報に関
　する若者の意識と評価  中森広道
寄書・ 人工知能と自然知能の対話・協働による地震研
　　　究の新展開  長尾大道
　　・津波予報 100 年─津波予報は難しい─
  山本雅博
囲み記事・2023 年 2 月 6 日トルコ南部の地震について
  楠　浩一
　　　　・2023 年 9 月 8 日モロッコの地震（Mw6.8）
  加藤照之
　　　　・ 大きな長周期地震動から身を守っていただ
　　　　　くために  鎌谷紀子
書評・吉田晶樹著　大陸はどのように動くのか　過去
　　　と将来の大陸移動  木下正高
　　・酒井治孝著　ヒマラヤ山脈形成史  高木秀雄
　　・北原糸子著　震災復興はどう引き継がれたか
　　　関東大震災・昭和三陸津波・東日本大震災
  地引泰人
訂正・ 今村明恒著「地震の征服」（南郊社，1926）に
　　　ついて  津村建四朗
新刊紹介  編集部
ADEP情報

77 号・2024 年 6月
エッセイ　地震と放送─ 100 年間の進歩と課題
  入江さやか
比 抵抗構造研究の内陸地震発生科学への貢献と今後の
　展望  上嶋　誠
沈み込み帯で発生するスロー地震と温度構造・脱水分
　布  吉岡祥一

2023 年 2 月 6 日，トルコカフラマンマラシュ地震から
　考える連動型地震の起こり方  遠田晋次
1662 年日向灘地震（外所地震）の新たな断層モデル構
　築  山下裕亮/伊尾木圭衣/加瀬善洋
南海トラフ地震の連続発生確率  福島　洋
寄 書・ 衛星重力観測で捉えられた巨大地震数カ月前の
　　　重力変化（解説）  田中愛幸
　　・簡単な余震回数公式の提案～萩原幸男先生の遺
　　　稿  岡田義光
　　・関東大震災─町のオーラルヒストリー  森まゆみ
囲み記事・「令和 6年能登半島地震」（M7.6）   加藤照之
　　　　・地震計に記録された人間活動  矢部　優
　　　　・上田誠也先生とプレートテクトニクス
  深尾良夫
書評・武村雅之著　関東大震災がつくった東京首都直
　　　下地震へどう備えるか  工藤一嘉
　　・森まゆみ著　聞き書き・関東大震災  伊藤谷生
　　・藤井敏嗣著　火山 地球の脈動と人との関わり
  石橋秀巳
新刊紹介  編集部
ADEP情報

78 号・2024 年 12 月
エッセイ　南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）
  平田　直
冷 たい沈み込み帯としての中部日本と能登半島下での
　スラブ深部脱水  岩森　光/中村仁美
地 震波トモグラフィーから見た地震火山活動と地球内
　部ダイナミクス  趙　大鵬
高 自由度な震源過程モデルによって明らかになった階
　層的な破壊成長  八木勇治/奥脇　亮
デ ィープラーニング地震学─現状と今後の展開への期
　待─  平原和朗
三 次元広域応力場から将来発生する大地震のすべり方
　向（すべり角）を予測可能か？
  石辺岳男/寺川寿子/橋間昭徳/望月将志/松浦律子
2024 年マグニチュード 7.2 花蓮地震と台湾の地震
  石川有三
寄書・M9級超巨大地震  佐竹健治
　　・強震動研究 30 年  岩田知孝
囲み記事・ 地震資料を残し学ぶためのデジタルコンテ
　　　　　ンツ  室谷智子
書評・濱田政則著　地震災害軽減への歩み  當麻純一
　　・ニコラス・シュラディ著・山田和子訳　リスボ
　　　ン大地震：世界を変えた巨大災害  矢島道子
　　・大邑潤三著　地震被害のマルチスケール要因分
　　　析  林　能成
新刊紹介  編集部
ADEP情報

79 号・2025 年 6月
エッセイ　兵庫県南部地震から 30 年  久家慶子
高感度地震観測研究の 30 年  大見士朗
地 震の CMTデータから推定した日本列島周辺域の応
　力場  寺川寿子
能登半島北部沿岸における隆起痕跡からみた地震履歴
  宍倉正展
千島海溝沿いの巨大地震と防災対策の現況  高橋浩晃
鳥島近海で繰り返す不思議な津波─海底カルデラ火山
　における「トラップドア断層破壊」─  三反畑修
寄書・オープン津波ソフトウェア（JAGURS）の開発
  馬場俊孝
　　・ 2024 年 8 月 8 日南海トラフ地震臨時情報の社会
　　　的影響  関谷直也
囲み記事・ 海底長期孔内観測システムの開発と南海ト
　　　　　ラフへの展開計画  荒木英一郎
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　　　　・ 国土地理院における衛星 SARを用いた地
　　　　　殻・地盤変動の監視  石本正芳
　　　　・2025年 3月 28日ミャンマーの地震（Mw7.7）
  加藤照之
書評・ 鈴木猛康著　地域防災の実践─自然災害から国
　　　民や外国人旅行者を守るための実学─  當麻純一
訂正・ ディープラーニング地震学─現状と今後の展開
　　　への期待─  平原和朗
新刊紹介  編集部
ADEP情報

80 号・2025 年 12 月
エッセイ　新しい酒は新しい革袋に  鷺谷　威
2024 年能登半島地震（Mw7.5）の震源過程  青木陽介
地下構造探査で観た地球内部変動現象  小平秀一
注水誘発地震とそのメカニズムの考察  伊藤高敏
地震発生過程の理解に向けた大型岩石摩擦実験研究
  山下　太

寄書・震度のリアルタイム演算法  㓛刀　卓
　　・ ソフトバンク独自基準点データを用いた超高密
　　　度地殻変動観測  太田雄策
　　・ 強震動評価のさらなる活用を目指して─地震本
　　　部の「応答スペクトルに関する地震動ハザード
　　　評価」の活用を考える─  當麻純一/古村美津子
囲み記事・ グリーンランドで発生し 9日間続いた振動
　　　　　について  澤崎　郁
書評・井出　哲著　地震学  内出崇彦
　　・ 目黒公郎編・東京大学大学院情報学環総合防災
　　　情報研究センター監修　関東大震災と東京大学 
　　　教訓を首都直下地震対策に活かす  武村雅之
　　・ 青木陽介著　地球の測り方 宇宙から見る「水の
　　　惑星」のすがた  風間卓仁
新刊紹介  編集部
地震ジャーナル・既刊総目録［71 号～80 号］
ADEP情報
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　記事の執筆を
お願いしている

と，時折，期せずしてタイムリーな
記事をご執筆いただけることがあ
る．今号の巻頭エッセイは日本測地
学会会長に二期目として選任された
鷺谷　威さんにお願いしていた．す
ると，たまたま 9月 26 日に地震調
査研究推進本部から南海トラフ地震
に関する新たな長期評価が公表され
たとのニュースがあり，早速その件
を題材としたエッセイをご執筆くだ
さった．地震に関する政府からの報
告や，最近発生した地震に関する速
報などは，時期を逸すると新鮮さが
なくなってしまう．年 2回しか発行
していない当ジャーナルでは記事の
執筆をお願いするタイミングがなか
なか難しいので，こうした，時宜を
得た記事をご執筆いただけるとたい
へん嬉しく感じる．
　また，今号ではないが，別の事例
を紹介したい．筆者は 10 月に行わ
れた日本地震学会の講演会に出席し
てきたのであるが，その場での話
である．会場で佐竹健治さんにお
会いした際，本年 7月 30 日にカム
チャッカ半島近海で発生した地震の

あと，“「地震ジャーナル」78 号に
寄稿した「M9級超巨大地震」の記
事を読んだ”と言ってメディアの方
からインタビューを受けた，と言わ
れた．「地震ジャーナル」にこうい
う使われ方もあるのか，と感心した
がたいへん嬉しくもあった．このカ
ムチャッカ地震というのはMw8.8
のプレート境界型地震であるが， 73
年前の 1952 年にもほぼ同じ場所で
同等の規模の地震が発生した．佐竹
さんによる記事では再来周期として
“130～1,300 年？”としていたため，
これよりかなり早い，ということが
問題になったのであろう．たまたま
ではあるが，たいへんタイムリーな
記事であったわけである．
　ところで，同程度の巨大地震が想
定よりもかなり早く発生する可能性
がある，という事実は，たんに“記
事がタイムリー”といって喜んでい
る場合ではなく，地震発生予測の推
定にはかなり深刻な影響を与える可
能性があるように思われる．地震発
生予測における基礎的な概念とし
て，地殻にはプレート運動などの定
常的な載荷があって応力が増大し，
断層の破壊に必要な応力の値に達し

たところで地震が発生する．そのた
め，地震はある程度の周期性をもっ
て発生する，という考え方が主流で
あろう．この考え方では，大きな地
震が発生した直後からしばらくは断
層面に蓄積された応力は大きくない
ため，“しばらくは安心できる”と
いう考え方にも通じるであろう．あ
るいは，もし早く発生したとしても
規模が小さくなると考えるのが妥当
なように思われる．もちろん，地殻
は不均質であり，地震発生の繰り返
し周期は相当程度ゆらぐ，というこ
とは南海トラフの例を持ち出すまで
もなく，考えておかなくてはならな
い．ただ，それも程度問題であり，
カムチャッカのように想定の半分の
期間でも再度同程度の地震が発生し
うるというのは，どのように考えれ
ばよいのだろうか．これ以上のこと
は日本地震学会などでの議論にゆず
りたいが，ぜひ大いに議論していた
だければと思う．今後このような話
題に関する記事も本誌の中でできる
だけ“タイムリーに”執筆をお願い
していきたいと考えている．
 （T.K.）

編集後記

公益財団法人 地震予知総合研究振興会（ADEP）の人事異動について
　　
退職
　水野　　嶺　本部地震防災調査研究部 副主任研究員 25. 10. 31
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